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平成21年11月30目
都道府県医師会長殿

日本医師会長

　唐　澤　祥　人

レセプトオンライン請求に関する省令等改正について

　平成21年11月25目付け厚生労働省令第151号「療養の給付及び公費

負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部を改正する省令」等により、

レセプトオンライン請求の義務化スケジュールや例外規定などが改正され、平

成21年11月26目より施行・適用されましたので、取り急ぎご連絡申し上

げます。

　オンライン請求につきましては、平成18年4月の厚生労働省令第111号

で、平成23年度から完全義務化と規定されておりましたが、地元選出の国会

議員への働きかけや、地区医師会および会員の先生方のご支援によりまして、

平成21年3月31目に『規制改革推進のための3か年計画』の再改定が閣議

決定され、「墨型現行以上の例外規定を設けない」「地域医療の崩壊を招くこ

とのないよう、自らオンライン請求することが当面困難な医療機関等に対して・

配慮する」となり、各種の例外を認める方針へと変更されました。

　その後、平成21年5月29目に補正予算が成立しましたが、衆議院議員選

挙による政治的な混乱のため、当時の与党によって具体的な例外措置や緩和策

が示されない状況となったことから、同目付け（保46、47）で「対応指針」

のご周知を依頼したところです。

　さらに、補正予算の具体的な助成内容につきましても、衆議院議員選挙後に

改めて具体的な例外措置等と併せて検討する旨、平成21年8月27目付け目

医発第502号（保103）にてご連絡させていただきました。

　その後、衆議院議員選挙の際「完全義務化から原則化に改める」と主張して

いた民主党が新たな政権を担うこととなり、さらなる緩和策が期待されました。

　このような状況の中、小規模施設や医師が高齢等の理由によりオンライン請

求が困難である施設への例外措置等を内容とした省令等の改正案が示され、平

成21年10月10目よりパブリックコメントが募集されることとなり、本会
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として、平成21年10月9目付け（保136）Fにて投稿のお願いをさせてい

ただきました。

　このパブリックコメントで示された改正案は、前政権時の緩和策の域を超え

るものではなく、新政権へ期待した多くの会員から失望の声が届きました。

　短期間にもかかわらず2，220件ものパブリックコメントの投稿をいただい

たことにより、原案の見直しが行われ、今回の省令等の改正の運びとなったも

のであります。

　貴会ならびに管下の郡市区医師会、そして会員の先生方におかれましては、

レセプトオンライン請求完全義務化の見直しに向け、様々な活動の展開や多大

なるご支援を賜り、改めて心より御礼申し上げます。

　なお、平成21年度補正予算において、レセコンの購入・買い換え、ソフト

ウェアの導入・設定変更等に係る費用の助成制度が設けられ、平成21年10

月28目付けで厚生労働省から社会保険診療報酬支払基金（以下、支払基金）

に交付要綱や実施要領が発出されております。

　改正内容や助成制度の概要は下記のとおりですので、貴会会員にご周知方何

卒よろしくお願い申し上げます。

記

《改正内密》

1．これまでオンライン請求が義務化となっていたものが、電子媒体での請求

　も可能となりました。

2．例外措置（免除・猶予）

（1）現在、レセコン未使用（手書き）の病院・診療所は免除になり、引き続

　き手書きでの請求が可能となりました。

　※平成22年3月31目までに審査支払機関への届出（様式第1号）が必

　　要です。

　※常勤医師がすべて65歳以上の診療所は（2）を参照ください。

　※平成21年11月26目以降にレセコン未使用（手書き）に変更した施

　　設も届出（様式第5号）が必要です。
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（2）常勤医師がすべて65歳以上の診療所は免除になりました（ただし、す

　でにオンライン請求または電子媒体による請求を行っている場合は免除に

なりません。）。

※レセコンを使用し紙レセプトで請求している診療所は幽乙旦⊥

　目の時点で年齢を判断し、平成22　3月31目までに審査支払機関への

　届出（様式第2号）が必要です。

※レセコン未使用（手書き）の診療所は一で年齢
　を判断し、平　22　12月31目までに審査支払機関への届出（様式第

　2号）が必要です。

　　☆（様式　2号）により65歳以上の届出をすればレセコン未使用（手

　　　圭き）の届　　（様式　1号）を重複して行う必要はありません

※届出後、基準目における年齢が65歳未満の常勤医師が診療に従事する

　ことになった場合は免除ではなくなり、改めて届出（様式第2号）が必要

　になり、届出した翌月診療分の請求までは免除となります。

※平成21年11月26目以降に勤務医師の交代等によって、常勤医師が

　すべて65歳以上（平成22年7月1目または平成23年4月1目の時点

　で）の診療所となった場合は、届出（様式第5号）した上で免除となりま

　す。

※平成21年11月26目以降に常勤医師がすべて65歳以上となる年齢

　の判断についても、レセコン使用の場合は平成22年7月1目時点で判断

　し、レセコン未使用（手書き）の場合は、平成23年4月1目の時点で判

　断します。

（3）レセコンを使用し紙レセプトで請求している診療所において、平成22

　年7月1目の時点で常勤医師に65歳未満の者がいる場合、平成22年7

　月診療分よりオンライン請求または電子媒体での請求が義務化となりま

　すが、平成21年11月25目以前にレセコンをリースまたは購入した施

　設では、リース期間（平成21年11月26目以降の延長を含む。）また

　は減価償却期間である5年間（減価償却期間後であっても当該レセコンの

　保守管理契約中（平成21年11月26目以降の延長を含む）の間）が終

　了するまで、最長で平成27年3月31目まで義務化が猶予されます。

※平成21年11月26目以降のリース・購入は対象外となりますが、平

　成21年11月26目以降に保守管理契約（再リース）を延長した場合は

　　　　　　　　　　　　　　　　3



　　対象となり、その際も最長で平成27年3月31目まで義務化が猶予され

　　ます。

　※平成22年3月31目までに審査支払機関への届出（様式第3号）が必

　　要です。再リースや保守管理契約を延長した場合も届出が必要です。

3．電子媒体で請求している施設は現状のままです（オンラインまでは義務化

　されません）。

4．平成21年4月診療分から義務化であったが、5月の請求省令改正によっ

　て6か月を目途に猶予された400床未満病院（文字対応）は平成21年

　12月診療分からオンライン請求または電子媒体での請求を行うこととな

　ります。

　※病院（文字非対応）は再り一スや保守管理契約を延長した場合、　（様式

　　第3号）を届出すれば最長で平成27年3月31目まで義務化が猶予され

　　ます。

5．以下に示す個別の事情により、オンラインまたは電子媒体による請求が困

難な施設は、審査支払機関に届出（様式第4号）することで、例外的に紙レ

セプトでの請求が可能になっています。

イ　電気通信回線設備の機能に障害が生じたもの

　ロ　レセコン販売業者、リース業者と契約済みであるが、納入・工事等の対

　　応が遅れたもの

ハ　改築工事中、又は臨時の施設で診療を行っているもの

二　概ね1年以内に診療を廃止あるいは休止の計画を定めているもの

ホ　その他特に困難な事情がある場合

※困難な事情を明らかにする資料を添付する必要があります。

6．届出について

（1）免除、猶予となるためには、上記の届出期限までに様式第1号～第5号

　　（別添資料5参照）を支払基金および国民健康保険団体連合会の両方に届

　出する必要があります。また、届出後、事情が変わった場合も届出が必要

　です。

　　支払基金より各医療機関に12月上旬の増減点連絡書に改正内容等が

　解説されたチラシ（別添資料9参照）が同封される予定です。届出様式は

　基金支部に備え付けられており、支払基金ホームページからダウンロード

　できるようになるとのことです。
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（2）免除・猶予の届出期限（再掲）

　1）レセコン未使用（手書き）

　　①平成23年4月1目時点で常勤医師が65歳以上の場合

　　　⇒平成22年12月31目までに免除の届出（様式第2号）

　　②平成23年4月1目時点で常勤医師が65歳未満の場合

　　　⇒平成22年3月31目までに免除の届出（様式第1号）

　2）レセコンを使用し紙レセプトで請求

　　①平成22年7月1目時点で常勤医師が65歳以上の場合

　　　⇒平成22年3月31目までに免除の届出（様式第2号）

　　②平成22年7月1目時点で常勤医師が65歳未満の場合で、平成

　　　21年11月25目以前にレセコンをリースまたは購入した場合

　　　⇒平成22年3月31目までに猶予の届出（様式第3号）

　　　　　再リース・再保守契約で最長平成27年3月31目まで

　3）個別の事情

　　○回線障害、業者対応遅れ、特に困難な事情の場合（様式第4号）

　　　⇒請求目当目に届出可能、後目速やかに事情が確認できる資料提出

《助成剖度》

1．平成21年5月29目に290億円で平成21年度補正予算が成立し、

　平成21年10月28目付けで厚生労働省から事業を行う支払基金宛に交

　付要綱・実施要領が発出されましたが、上記の例外措置等の改正内容が決ま

　つたことで、対象施設数の減少などが考慮され、196億円に減額されまし

　た。

　　本件について、平成21年11月27目付けで支払基金理事長名から「平

　成21年度医療施設等設備整備費助成事業の実施について（通知）」（別添

　資料8参照）が発出されております。都道府県医師会に対しましては、基金

　支部から別途連絡があるとのことです。

2．対象・助成額

（1）平成21年5月29目から適用されます。

（2）レセ電が未対応である病院・診療所において電子レセプトを作成するた

　　めのレセコンの購入、レセ電が対応済みである診療所のレセコンの買い換

　　え：実支出額の1／2（上限：病院250万円、診療所50万円）
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（3）電子レセプトを作成するために必要なソフトウェアの導入または既存レ

　　セコンに内蔵のソフトウェアの設定変更もしくは傷病名コード整理等の

　　諸設定：実支出額の1／2（上限：病院50万円、診療所40万円）

2．申請手続き

　　別添資料7にある別紙様式1－1、1－2で支払基金に申請し、内容を調

査した上で、別紙様式2－1、2－2により助成金の決定が通知されます。

　　本件につきましても、支払基金より5月29目現在でレセ電未対応の各医

療機関に12月中旬以降から申請書、記載要領、パンフレットが送付される

予定です。届出様式は基金支部に備え付けられており、支払基金ホームペ＿

ジからダウンロードできるようになるとのことです。

3．助成制度の活用にあたり、レセコンを購入等する医療機関等で過度な負担

　が生じないように、レセコン業者に適切な対応を図らせるべく、厚生労働

　省から保健医療福祉情報システム工業会宛に以下の内容が明記された文書

　が発出されています（別添資料7参照）。

（1）レセプトの電子化期限等の周知

（2）レセコンの機能

　　・原則として電子レセプトを作成する機能を有したレセコンを販売

　　・レセコンの品揃えの多様化および選択肢の説明

（3）レセコンの契約方法

　　・リース契約では補助制度対象外となるので、売買契約による購入を可能

　　とする

　　・売買契約による初期費用と保守管理契約による費用の配分の工夫等

（4）レセコンの納入等

　　・契約に際して電子媒体等での請求が可能となる見込み時期を明示する

　　・できるだけ円滑な納入が必要



（添付文書）

1．官報号外第248号抜粋（平成21年11月25目）
（1）厚生労働省令第151号「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の

　　請求に関する省令の一部を改正する省令」

（2）厚生労働省告示第480号

（3）厚生労働省告示第481号

2．新旧対照条文

（1）療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令

　（昭和51年厚生省令第36号）

（2）療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第一条第

　二項及び附則第六条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の定めるもの並び

　に同令附則第五条第二項の規定に基づき厚生労働大臣の定める診療報酬明

細書（平成6年厚生省告示第345号）

3．レセプトオンライン請求に関する省令改正及び告示の制定について

　（平成21年11月25目厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推

進室）

4．療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部を改

正する省令の施行等について

　（平成21年11月25目付け保発1125第4号厚生労働省保険局長通
知）

5．届出書様式第1号～第5号

6．レセプトオンライン請求に関する省令改正等について（パブリックコメン

　トまとめ（平成21年11月26目））

7．レセプトコンピュータの購入等に係る補助事業の実施等について

　（平成21年11月12目付け保総発1112第2号　厚生労働省保険局
総務課長通知）

8．平成21年度医療施設等設備整備費助成事業の実施について（通知）

　　　　（平成21年11月27目付け本オ支補業000003支払基金理事長）

9．レセプトオンライン化に係る周知ならびに補助金の助成案内に関するチラ

　シ（支払基金）
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書
及
び
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負

‘
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る

　
省
令
附
則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ

　
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
様
式
の
一
．
部

　
を
改
正
す
る
告
示
を
定
め
る
件

　
、
（
同
四
八
一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

　
除
権
決
定
、
破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

　
独
立
行
政
法
人
航
海
訓
練
所
平
成
二
十
事

　
業
年
度
財
務
諸
表
↓
独
立
行
政
法
人
都
市

　
再
生
機
構
参
加
者
の
有
無
を
確
認
す
る
公

　
募
手
続
き
に
係
る
参
加
意
思
確
認
書
の
提

　
出
を
求
め
る
公
示
、
東
日
本
高
速
道
路
株

　
式
会
社
工
事
開
始
、
型
式
住
宅
部
分
等
製

　
造
者
の
認
証
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
弁
護

　
士
名
簿
登
録
ゲ
登
録
換
え
・
登
録
取
消

　
し
・
氏
名
変
更
・
記
章
紛
失
ゲ
外
国
法
事

　
務
弁
護
士
名
簿
の
登
録
・
登
録
取
消
し
・

．
記
章
紛
失
関
係

地
方
公
共
団
体

、
行
旅
死
亡
人
、
無
縁
墳
墓
等
改
葬
関
係
・

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告
．

○

二七δ
O

≡
一一

三

＝
四

省

令

O
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
↑
号

　
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
及
び
関
係
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
関
係
法
律
を
実
施
す
る

た
め
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。

　
　
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
長
妻
　
　
昭

　
　
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
五
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
一
条
第
一
項
中
「
と
き
は
、
」
の
下
に
¶
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
（
」
を
、
「
記
録
し
て
」
の
下
に

「
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
．
以
下
同
じ
．
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定

め
る
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
記
録
し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る

規
格
に
適
合
す
る
フ
〃
等
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
乏
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ

と
に
よ
り
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
．
以
下
伺
じ
．
）
に
よ
り
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
の
」
を

「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
行
う
」
に
、
「
同
項
」
を
「
前
項
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え

る
。3
．
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の
給
付
費
等
の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る

　
も
の
忙
係
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
び
診
療
内
容
を
明
β
か
に
す
る
こ
と
が
で
き

　
る
情
報
を
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
記
録
し
て
、
審
査
支
払
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
第
二
条
の
見
出
し
を
「
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
日
ご
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
以

下
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
」
と
い
う
。
）
」
を
「
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
」
に
改

め
る
．

　
第
三
条
の
見
出
し
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
」
を
「
療
養
の
給
付
費
等
の
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項

各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
に
よ
る
請
求
」
の
下
に
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
」
を
加
え
、
同
項
第
二
号

中
「
同
じ
．
ご
の
下
に
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
同
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
、
「
請
求
」

の
下
に
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
」
を
加
え
、
向
条
第
二
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
ヲ
・
グ
ラ
ム
」

の
下
に
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
同
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
加
え
、
同
項
第
三
号
中
「
請

求
」
の
下
に
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
」
を
加
え
る
．

　
第
四
条
の
見
出
し
中
「
療
養
の
給
付
費
等
の
」
を
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
」
に
改
め
、
同
条
中
「
療

養
の
給
付
費
等
の
請
求
」
を
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
」
に
改
め
、
「
介
し
て
費
用
を
請
求
」
と
」
の

下
に
「
、
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
」
と
」

を
加
え
、
「
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
請
求
を
行
う
」
と
あ

る
の
は
「
請
求
を
事
務
代
行
者
を
介
し
て
行
う
」
と
、
「
同
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
同
項
」
を
「
定

め
る
方
式
に
従
っ
て
電
子
計
算
機
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て

電
子
計
算
機
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理

組
織
」
と
、
「
係
る
請
求
を
」
と
あ
る
の
は
「
係
る
請
求
を
事
務
代
行
者
を
介
し
て
」
と
、
「
前
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
事

務
代
行
者
を
介
し
て
前
項
」
に
、
「
を
始
め
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
」
を
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求

を
始
め
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
」
に
、
「
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月
」
を
「
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求

を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月
」
に
改
め
、
同
条
の
次
に
次
の
三
条
を
加
え
る
。
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（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
特
例
）

第
五
条
一
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
で
あ
っ
て
、

　
診
療
報
酬
請
求
書
及
び
診
療
報
酬
明
細
書
並
び
に
調
剤
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬
明
細
書
（
以
下
「
レ
セ
プ
ト
」

　
と
い
う
。
）
を
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
ば
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な

　
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
を
も
っ
て

　
作
成
す
る
こ
と
が
で
遷
る
も
の
を
い
う
。
一
以
下
伺
じ
。
）
を
使
帰
し
て
い
な
い
保
険
返
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
（
次
条

　
第
一
項
の
届
出
を
行
っ
た
も
の
で
あ
っ
て
同
条
第
三
項
の
届
出
を
行
っ
て
い
な
い
も
の
を
除
く
一
）
ぱ
、
第
一
条
の
規

　
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
（
療
養
の
給
付
費
等
に
つ
い
て
、
保
険
医
療
機
関
に
あ
っ
て
は
診
療
報
酬
請

、
求
書
に
診
療
報
酬
明
細
書
を
、
保
険
薬
局
に
あ
っ
て
は
調
剤
報
酬
請
求
書
に
翻
剤
報
酬
明
細
書
を
添
え
て
、
こ
れ
を

　
当
該
診
療
報
酬
請
求
書
又
は
調
剤
報
酬
請
求
書
の
審
査
支
払
機
関
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
を
い

　
う
。
以
下
同
じ
．
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
．

2
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
っ
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
．
電
子
情
報
処
理
組
織

　
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体
制
を
整
備
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
六
条
　
保
険
医
療
機
関
で
あ
る
診
療
所
又
は
保
険
薬
局
バ
レ
セ
ブ
ト
コ
ン
ビ
ユ
ー
ダ
を
使
用
し
て
い
ξ
診
療
所
又
は

　
保
険
薬
局
で
あ
っ
て
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体

　
制
を
有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
に
お
い
て
診
療
又

　
は
調
剤
に
従
事
す
る
常
勤
の
保
険
医
又
は
保
険
薬
剤
師
の
年
齢
が
、
そ
れ
ぞ
れ
同
衾
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
に
お
い
て
、

　
い
ず
れ
も
六
十
五
歳
以
上
で
あ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
旨
を
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
た
も
の
は
、
第
一
条
の
規

　
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

2
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
行
お
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
う
ち
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も

　
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で
に
、
届
け
出
る
も
の
と
す
る
．
　
．
！
ノ

レ 費レ 費レ レ
セ 等セ 等セ セ
ブ のブ のプ ．ブ
ト 『請ト 請ト ト

コ 求コ 求ゴ コ

ン をン をン ン
ピ
ユ

行ヒダ｝つユ 行ピ，．つユ ピ
ユ

1 場1 場1’ 1
タ 合タ 合タ タ
を にを をを を
使 限使 除使 使
用 る用 く用 用
し Jlし 」し し

て て ．て て
い ．い い い

な る 躙る る
い 診’ 診 薬
診 療 療 局
療 ．．所 一所

所
’　（ 、　　（

又 歯 歯
は ・科 科
．薬 に に

局 係 係
る る

療 療
養 養一
の の
給 ・給

．付 ．付

、平 ・平 平
・成 成 成
二 二 二
十 十 十
三 二 一
年 年 年
四 ’七 四
月 月 月

一 一 一
日 日 日

レ 費レ 費レ レ

セ 等セ 等セ セ
プ のブ のプ ．プ

ト 請ト 請ト ト

コ 求コ 求コ コ

ン をン をン ン
ピ
ユ

行ピ，つユ 行ピ，つユ ピ
ユ

1
一 場1 場1 1

タ 合タ． 合タ タ
を にを をを を

使 限使 除使 使
用 る用 く用 用
し 」し Jlし し

て て て て
い い い い

な る る る

い 診 診 薬
診 療 療 局
療 所 所
所．
（ （又’ 歯 歯

は 科 科
薬 に に

」局 係 係
る る

療 療
養－ 養 『

の の

給 給
付． 付

十平 ？平 日平
一成 日成 成
日二 二 二
十 十 十

二 二 一
年 年 年
十 三 十．
二 月 二
月 三 月

三 十 十

3
第
一
項
の
届
出
そ
行
っ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
で
あ
っ
て
、
同
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
保
険
医
療
機

　
関
又
は
保
険
薬
局
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
に
お
け
る
年
齢
が
六
十
五
歳
未
満
で
あ
る
常
勤

　
の
保
険
医
又
は
保
険
薬
剤
師
が
新
た
に
診
療
又
は
調
剤
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
っ
た
も
の
は
、
当
該
保
険
医
又
は
保

険
薬
剤
師
に
係
る
登
録
情
報
を
、
．
速
や
か
に
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

4
　
前
項
に
規
定
す
る
届
出
を
行
っ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
（
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
な

　
い
も
の
を
除
く
．
）
は
、
当
該
届
出
の
日
の
属
す
る
月
及
び
そ
の
翌
月
に
限
り
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書

　
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
（
書
面
に
よ
る
請
求
）

、
第
七
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

　
旨
を
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
蘭
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

あ
ら
か
じ
め
、
そ
の

2
　
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
、
療
養
の
給
付
費
等
の
ヶ
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
に
係
る

請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
び
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
資
料
を

．
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

3
　
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
レ
セ
ブ
小
の
提
出
は
、
■
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
様
式
に
よ
り
行
う
も
の

　
と
す
る
．
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
、
・
　
　
『
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．
、

4
　
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬
請
求
書
は
、
各
月
分
に
つ
い
て
翌
月

’
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
．

　
附
則
第
四
条
の
見
出
し
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
」
を
「
療
養
の
給
付
費
等
の
」
に
改
め
、
同
条

一
項
表
以
外
の
部
分
中
「
保
険
医
療
機
関
ヌ
は
」
を
「
第
五
条
第
一
項
及
び
第
六
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
ほ
か
、
保
険
医
療
機
関
又
は
」
に
改
め
、
「
（
療

の
給
付
費
等
に
つ
い
て
、
保
険
医
療
機
関
に
あ
っ
て
は
診
療
報
酬
請
求
書
に
診
療
報
酬
明
細
書
を
、
保
険
薬
局
に
あ
っ

て
は
調
剤
報
酬
請
求
書
に
調
剤
報
酬
明
細
書
を
添
え
て
、
こ
れ
を
当
該
診
療
報
酬
請
求
書
又
は
調
剤
報
酬
請
求
書
の

査
支
払
機
関
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
を
い
う
．
以
下
同
じ
．
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
（

養
の
給
付
費
等
に
つ
■
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る

式
に
従
っ
て
記
録
し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
規
格
に
適
合
す
る
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
（
£

下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
を
い
う
．
以
下
同
じ
。
ご
を
削
り
、
同

の
表
の
一
の
項
中
「
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
で
あ
っ
て
、
診
療
報
酬
請
求
書

及
び
診
療
報
酬
明
細
書
並
び
に
調
剤
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬
明
細
書
（
以
下
「
レ
セ
プ
ト
」
と
い
う
．
）
を
電
磁
的

記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る

録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
．
）
を
も
っ
て
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
．
）
」
・
及
び
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
っ
て
い
る
も
の
又
は
」
を
削
り
、
同
表
の

三
の
項
及
び
四
の
項
中
「
三
月
三
十
一
日
」
を
「
六
月
三
十
日
」
に
改
め
、
同
表
の
六
の
項
、
七
の
項
及
び
八
の
項

削
り
、
同
条
第
二
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

2
　
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
表
の
二
の
項
か
ら
五
の
項
ま
で
の
上
欄
に
掲
げ
る
病
院
若
し
く
は
診
療

　
又
は
薬
局
（
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体
制
を
有
し

　
な
い
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
に
限
り
、
か
つ
、
薬
局
に
あ
っ
て
は
、
平
成
二
十
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
一

、
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
が
千
二
百
件
以
下
で
あ
る
旨
を
平

　
二
十
一
年
十
二
月
十
日
ま
で
に
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
た
薬
局
に
限
る
．
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
．
）
が
行
・

　
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
の
三
月
前
の
自
（
薬
局
に
あ
っ
て
は

　
成
二
十
一
年
十
二
月
十
日
）
ま
で
に
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
旨
を
審
査
支
払
機
関
に
届
け

　
た
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で
の
問
は
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
．

一
　
自
ら
購
入
し
た
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二

十
五
日
以
前
に
購
入
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
購
入
し
た
日
か
ら
五
年
を
経

過
し
た
日
（
当
該
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
係
る
保
守
管
理
に
係
る
契

約
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
以
降
に
延
長
さ
れ
た
も
の
を
含

む
。
）
を
締
結
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
契
約
終
了
の
日
．
以
下
こ

の
表
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
、
薬
局
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
、

病
院
又
は
診
療
所
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
（
歯
科
に
係
る

も
の
は
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
）
以
降
で
あ
る
も
の
に
限
る
．
）
を
使
用

し
て
い
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の

請
求

二．

激
Z
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
リ
ー
ス
契
約
、
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二

十
五
日
以
前
に
締
結
さ
れ
た
も
の
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
以

降
に
延
長
さ
れ
た
も
の
を
含
む
．
）
に
限
る
。
）
に
よ
り
使
用
し
、
当
該
リ
ー

　
ス
契
約
の
終
了
の
日
が
、
・
薬
局
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
、

病
院
又
は
診
療
所
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
二
年
七
月
帰
日
（
歯
科
に
係
る

も
の
は
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
）
以
降
と
な
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所

　
又
は
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

当
該
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

を
購
入
し
た
日
か
ら
五
年
を
経

過
し
た
日
が
属
す
る
月
の
末
日

又
は
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十

一
日
（
薬
局
の
場
合
は
平
成
二

十
三
年
三
月
三
十
一
日
）
の
い

ず
れ
か
早
い
日

い月局二が当
日三の十属該
　十場七すり
一合年る1
　日は三月ス
）平月の契
　の成三末約
　い二十日の
ず十一又終
　れ三日は了
　か年（平の
　早三葉成日

、
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附
則
第
四
条
第
四
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
第
一
号
及
び
第
二
号
」
を
コ
の
項
及
び
二
の
項
」
に
改
め
、
「

険
薬
局
」
の
下
に
「
（
同
項
に
掲
げ
る
保
険
薬
局
に
あ
っ
て
は
、
第
二
項
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「

は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
．

3
　
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
に
係
る
前
項
の
薬
局
に
よ
る
届
出
を
受
け
る
審
査
支
払
機
関
は
、
当
該
療
養
の

　
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
を
確
認
す
る
た
め
に
必
要
な
限
度
で
、
関
係
す
る
審
査
支
払
機
関
に
情
報
の
提
供
を
求

　
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
附
則
第
四
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

5
　
第
五
条
及
び
第
六
条
並
び
に
本
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
条
の
規
定
こ

　
か
か
わ
ら
ず
、
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
う
ち
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
旨
を
あ
ら
か
じ

　
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
た
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
給
付
費
等
σ
請
求
に
つ
い
て
、
書

　
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
．

　
一
　
電
気
通
信
回
線
設
備
の
機
能
に
障
害
が
生
じ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
　
当
該
障
害
が
生
じ
て
い
る
日

　
　
に
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
ニ
　
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
販
売
又
は
リ
ー
ス
の
事
業
を
行
う
者
と
の
問
で
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
に

　
　
係
る
設
備
の
設
置
又
は
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
導
入
に
係
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
で

　
　
あ
っ
て
、
当
該
設
置
又
は
導
入
に
係
る
作
業
が
完
了
し
て
お
ら
ず
、
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
日
ま
で
に
光
デ
ィ

　
　
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
が
で
き
な
い
も
の
　
当
該
設
置
又
は
導
入
に
係
る
作
業
が
完
了
す
る
ま
で
の
間
に
行
う

　
　
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
三
．
改
築
の
工
事
中
で
あ
る
施
設
又
は
臨
時
の
施
設
に
お
い
て
診
療
又
は
調
剤
を
行
っ
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又

　
　
保
険
薬
局
　
当
該
改
築
の
工
事
中
で
あ
る
施
設
又
は
臨
時
の
施
設
に
お
い
て
診
療
又
は
調
剤
を
行
っ
て
い
る
間
に

　
　
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
四
　
廃
止
又
は
休
止
に
関
す
る
計
画
を
定
め
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
　
廃
止
又
は
休
止
す
る
ま
で
の

　
　
間
に
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
五
　
そ
の
他
電
テ
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
こ
と
が
特
に

　
　
難
な
事
情
が
あ
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
　
当
該
請
求

6
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
前
項
の
届
出
を
行
う
際
、
当
該
届
出
の
内
容
を
確
認
で
き
る
資
料
を
添
付

　
る
も
の
と
す
る
。

7
『
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
第
五
項
第
一
号
、
第
二
号
又
は
第
五
号
に
該
音
す
る
旨
の
届
出
を
行
う
忙

　
た
り
、
当
該
届
出
を
あ
ら
か
じ
め
行
え
な
い
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
塔
場
合
に
は
、
当
該
届
出
に

　
係
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
宿
に
当
該
届
出
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
ゆ
あ
っ
て
は
、
前
項
の
資

　
は
当
該
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
事
後
に
お
い
て
、
速
や
か
に
審
査
支
払
機
関
に
提
出
す
る
も
の
ど
す
る
。
『

　
附
則
第
五
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
（
第
五
条
第
一
項
に
係
る
見
出
）

第
五
条
　
第
五
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
で
あ
っ
て
、
療
養
の

　
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
惹
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
，
（
平
成
二
十
一
年
厚
生

　
働
省
令
第
百
五
十
一
号
）
の
施
行
の
際
現
に
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
っ
て
い
る
も
の
の
う
ち
次
の
表
の
上
欄
に
掲
じ

　
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で
に
、
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
旨
を
審
査
支
払
機
関
に
届
｝

　
出
る
も
の
と
す
る
。

レ 療レ 療レ
セ 養セ 養セ
プ のプ のブ
ト 給ト 給ト
コ 付コ 付コ
ン 費ン 費ン
ピ 等ピ 等ピ
ユ のユ のユ
1 請1 請1
タ 求タ 求タ
を をを をを
使 行使 行使
用 う用 う用
し 場し 場し
て 合て ’合て
い にい をい
な 限な 除な
い るい くい
薬 」病 」病
局 院 院
又 又
は は
診 診
療 療
所 所

（ （歯 歯
科 科
に に
係 係
る る

十平 一平
一成 日成
日二 二
十 十
二 二
年 年
十 三
二 月
月 三
三 十

附
則
第
六
条
を
削
る
．

　
　
附
　
則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

告

示

O
総
務
省
告
示
第
五
百
二
十
九
号

　
政
党
助
成
法
（
平
成
六
年
法
律
第
五
号
）
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
政
党
交
付
金
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る

政
党
の
届
出
事
項
の
異
動
の
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
・
同
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
告
示
す
る
．

　
　
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
総
務
大
臣
　
原
口
　
一
博

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
旧

　
政
党
の
名
称

民
主
党

社
会
民
主
党

改
革
ク
ラ
ブ

民
主
党

異
動
事
項

所
属
国
会
議
員

〔
謡
謬
賢
〕

所
属
国
会
議
員

の
住
所

寺
田
　
　
学

川
合
　
孝
典

辻
　
　
泰
弘

弦
念
　
丸
呈

（
ツ
ル
ネ
ン
マ
ル

テ
イ
）

支
部
の
数

う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数絵
雛
器
の
の

住
所
渡
辺
　
祐
介

支
部
の
数

う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数

　
　
　
　
新

氏
　
名

　
田
中
眞
紀
子

住
■
、
所

　
新
潟
県
長
岡
市
今
朝

　
白
一
－
七
－
一
四

選
出
区
分

」
衆
議
院
議
員
　
新
潟

　
県
第
五
区

選
挙
期
日

　
平
成
十
七
年
九
月
十

　
一
日

　
同
議
員
は
、
そ
の
選

出
さ
れ
た
衆
議
院
議
員

総
選
挙
に
お
い
て
同
党

に
所
属
し
て
い
な
か
っ

た
。倉神O町兵三東中秋

二奈1新庫1京町田
1川八在県四都二県

選塑姫墻
1倉　一川　黒モ市
八市　1市　区　手
　西　二平　鷹　形
　鎌　八岡　番　山

．
二
六
五

二
六
五

東
京
都
文
京
区
大
塚

五
⊥
三
－
一
〇

新
潟
県
三
条
市
東
三
条

二
－
三
一
一
三

五
七
〇

五
七
〇

秋
田
県
秋
田
市
千
秋
北

の
丸
五
－
五
五

東
京
都
目
黒
区
碑
文
谷

一
－
二
五
－
一
九
、

兵
庫
県
加
古
川
市
平
岡

町
新
在
家
一
一
九
二
－

二
五
三

神
奈
川
県
足
柄
下
郡
湯

河
原
町
吉
浜
一
三
二
一

一L・　＿』
ノ￥／￥
＿』　＿』
ノ￥／、

新
潟
県
見
附
市
市
野
坪

町
一
二
〇
九

東
京
都
文
京
区
大
塚

五
－
三
一
1
一
〇

五
六
五

五
六
五

　
届
出
年
月
日

平
成
二
十
一
年
九
月

十
日

平
成
二
十
一
年
九
月

十
四
日



26（号外第248号）報官水曜日平成21年、11月25日
新
党
日
本

新
党
日
本

自
由
民
主
党

自
由
民
主
党

会
計
責
任
者

支
部
の
数

う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数会
計
責
任
者

支
部
の
数

う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数支
部
の
数

う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数支
部
の
数

．
う
ち
法
第
十
四

条
第
二
項
に
規

定
す
る
支
部
の

数会
計
監
査
を
行

う
べ
き
者

氏
　
名

　
大
島
　
理
森

住
　
所嚇
轟
摯
礪
内

生
年
月
日

　
昭
和
二
十
一
年
九
月

　
六
日

選
任
年
月
日

　
平
成
二
十
一
年
九
月

　
二
十
九
日

五五氏
　
名

　
岡
田
　
竹
識

住
　
所

　
東
京
都
練
馬
区
東
大

　
泉
五
－
二
七
－
一
一

生
年
月
日

　
昭
和
五
十
五
年
十
月

　
十
一
日

選
任
年
月
日

．
平
成
二
十
一
年
九
月

　
一
日

七
五
二
〇

七
五
二
〇

七
五
一
九

七
五
一
九

七
五
一
八

七
五
一
八

氏
　
名
．

　
遠
藤
　
利
明

住
　
所

　
山
形
県
山
形
市
元
木

　
一
－
四
－
一
八

生
年
月
日

　
昭
和
二
十
五
年
一
月

　
十
七
日

選
任
年
月
日

　
平
成
二
十
一
年
十
月

　
六
日

細
田
　
博
之

＿』　一』一

／￥ノ￥須
山
　
卓
知

七
五
一
二

七
五
一
二

七
五
二
〇

七
五
二
〇

七
五
一
九

七
五
一
．
九

木
村
　
義
雄

平
成
二
十
一
年
十
月

二
月

平
成
二
十
一
年
十
月

六
日

平
成
二
十
一
年
十
月

八
日

み
ん
な
の
党
　
　
　
　
　
所
属
国
会
議
員
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の
住
所

山
内
康
一
　
東
京
都
港
区
赤
坂
二
一
神
奈
川
県
川
崎
市
多
摩
　
　
　
　
　
　
一
七
一
一
〇
　
　
　
　
　
区
登
戸
四
九
五
一
三

支
部
の
数
　
　
　
二
三
　
　
　
　
　
　
　
二
〇

　
　
　
う
ち
法
第
十
四
　
二
三
　
　
　
　
　
　
　
二
〇
　
　
　
条
第
二
項
に
規
ぜ
　
　
定
す
る
支
部
の

O
厚
生
労
働
省
告
示
第
四
百
八
十
号

　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
五
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）
附
則
第
四
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
則
第
四
条
第
四
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
日
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六

か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
長
妻
　
　
昭

療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
附
則
第
四
条
第
四
項
に
規
定
す
る
厚
生

書
　
　
　
　
日
ま
、
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
日
　
　
　
　
．

O
厚
生
労
働
省
告
示
第
四
百
八
十
一
号
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
一
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
一
．
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請

に
関
す
る
省
令
λ
昭
和
五
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
，
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
第
一
条
第
二
項
及
び
附
則
第
六
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の

め
る
も
の
並
び
に
同
令
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
診
療
報
酬
明
細
書
及
び
療

の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
附
則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労

大
臣
が
定
め
る
様
式
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
「
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
か
ら
適
用

る
。

平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
長
妻
　
　
昭

療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
第
一
条
第
二
項
及
び
附
則
第
六
条

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
並
び
に
同
令
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
診
療
報
酬
明
細
書
及
び
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
．
す
る
省
令
附
則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
様
式
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

第
一
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
第
一
条
第
二
項
及
び
附
則
第
六
条

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
並
び
に
同
令
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生

働
大
臣
の
定
め
る
診
療
報
酬
明
細
書
（
平
成
六
年
厚
生
省
告
示
第
三
百
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

る
。題

名
中
「
附
則
第
六
条
第
三
項
」
を
「
第
三
項
並
び
に
第
七
条
第
二
項
」
に
改
め
、
「
並
び
に
同
令
附
則
第
五
条
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
診
療
報
酬
明
細
書
」
を
削
る
。

本
則
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
第
一
．
条
第
二
項
及
び
第
三
項
並
び
に
七
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
．

一
　
歯
科
診
療
以
外
の
診
療
に
係
る
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等
」

と
い
う
。
）
の
う
ち
合
計
点
数
（
心
・
脈
管
に
係
る
手
術
を
含
む
診
療
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
特
定
保
険
医
療

料
に
係
る
点
数
を
除
い
た
合
計
点
数
）
が
三
十
五
万
点
以
上
の
も
の

二
　
歯
科
診
療
に
係
る
療
養
の
給
付
費
等
の
う
ち
合
計
点
数
が
二
十
万
点
以
上
の
も
の

第
二
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
附
則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ

き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
様
式
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
．題
名
中
「
附
則
第
五
条
第
三
項
」
を
「
第
七
条
第
三
項
」
に
改
め
る
．

表
以
外
の
部
分
中
「
（
以
下
「
請
求
省
令
」
と
い
う
．
）
附
則
第
五
条
第
三
項
」
’
を
「
第
七
条
第
三
項
」
に
改
め
る
．



　
新
　
旧
　
対
　
照
　
条
　
文

◎
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令

（
昭
和
五
十
一
年
厚
生
省
令
第
一
一
一
十
六
号
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改
正
案

　
（
療
養
の
給
付
及
ぴ
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
）

第
一
条
保
険
医
療
機
関
若
し
く
は
次
に
掲
げ
る
医
療
に
関
す
る
給
付
（
以
下
「

　
公
費
負
担
医
療
」
と
い
う
。
）
を
担
当
す
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
（
以
下
単

　
に
「
保
険
医
療
機
関
」
と
い
う
。
）
又
は
保
険
薬
局
若
し
く
は
公
費
負
担
医
療

　
を
担
当
す
る
薬
局
（
以
下
単
に
「
保
険
薬
局
」
と
い
う
。
）
は
、
療
養
の
給
付

　
（
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
四
十
五
条
に
規
定
す
る

　
特
別
療
養
費
、
入
院
時
食
事
療
養
費
、
入
院
時
生
活
療
養
費
、
保
険
外
併
用
療

　
養
費
、
家
族
療
養
費
及
び
高
額
療
養
費
の
支
給
を
含
む
。
第
八
号
を
除
き
、
以

　
下
同
じ
。
）
又
は
公
費
負
担
医
療
に
関
し
費
用
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
と
き
は

　
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

　
を
電
子
情
報
処
理
組
織
（
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出

　
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関

　
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等
」
と
い
う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す

　
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信

　
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
し
て

　
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
て
審
査

　
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
て

行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等

を
用
い
た
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て

厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
記
録
し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る

規
格
に
適
合
す
る
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ

ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の

請
求
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

現
行

　
（
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
）

第
一
条
保
険
医
療
機
関
若
し
く
は
次
に
掲
げ
る
医
療
に
関
す
る
給
付
（
以
下
「

　
公
費
負
担
医
療
」
と
い
う
。
）
を
担
当
す
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
（
以
下
単

　
に
「
保
険
医
療
機
関
」
と
い
う
。
）
又
は
保
険
薬
局
若
し
く
は
公
費
負
担
医
療

　
を
担
当
す
る
薬
局
（
以
下
単
に
「
保
険
薬
局
」
と
い
う
。
）
は
、
療
養
の
給
付

　
（
健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
四
十
五
条
に
規
定
す
る

　
特
別
療
養
費
、
入
院
時
食
事
療
養
費
、
入
院
時
生
活
療
養
費
、
保
険
外
併
用
療

　
養
費
、
家
族
療
養
費
及
び
高
額
療
養
費
の
支
給
を
含
む
。
第
八
号
を
除
き
、
以

　
下
同
じ
。
）
又
は
公
費
負
担
医
療
に
関
し
費
用
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
と
き
は

　
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項
を
電
子
情
報
処
理
組
織
（
審
査
支
払
機
関
の

　
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
と
、
療
養

　
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等
」
と

　
い
う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
使
用
に

　
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い

　
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
し
て
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て

　
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
て
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備

　
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。
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一
　
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
二
十
条
第
二
項

　
の
医
療
に
係
る
療
育
の
給
付
又
は
同
法
第
二
十
四
条
の
二
十
第
一
項
（
同
法

　
第
六
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
障

　
害
児
施
設
医
療
費
の
支
給

二
　
障
害
者
自
立
支
援
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五
十
八
条

　
第
一
項
の
自
立
支
援
医
療
費
、
同
法
第
七
十
条
第
一
項
の
療
養
介
護
医
療
費

　
又
は
同
法
第
七
十
一
条
第
一
項
の
基
準
該
当
療
養
介
護
医
療
費
の
支
給

三
　
精
神
保
健
及
ぴ
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律

　
第
百
二
十
三
号
）
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ

　
る
医
療
に
関
す
る
給
付

四
　
生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
十
五
条
（
中
国

　
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関

　
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
（
中
国
残
留
邦

　
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法

　
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
二
十
七
号
）
附
則
第

　
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ

　
る
場
合
を
含
む
。
）
の
医
療
扶
助
又
は
医
療
支
援
給
付

五
　
削
除

六
　
麻
薬
及
ぴ
向
精
神
薬
取
締
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
十
四
号
）
第
五
十

　
八
条
の
十
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ
る
医
療
に
関

　
す
る
給
付

七
　
原
子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
百

・
十
七
号
）
第
十
条
の
医
療
の
給
付
又
は
同
法
第
十
八
条
の
一
般
疾
病
医
療
費

　
の
支
給

八
　
戦
傷
病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
第
十
条

　
の
療
養
の
給
付
又
は
同
法
第
二
十
条
の
更
生
医
療
の
給
付

九
　
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
条
の
養
育
医

　
療
の
給
付

九
の
二
　
感
染
症
の
予
防
及
ぴ
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律

　
　
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
三
十
七
条
第
一
項
又
は
第
三
十
七
条
の

一　

剴
ｶ
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
二
十
条
第
二
項

　
の
医
療
に
係
る
療
育
の
給
付
又
は
同
法
第
二
十
四
条
の
二
十
第
一
項
（
同
法

　
第
六
十
三
条
の
三
の
二
第
三
項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
障

　
害
児
施
設
医
療
費
の
支
給

二
　
障
害
者
自
立
支
援
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五
十
八
条

　
第
一
項
の
自
立
支
援
医
療
費
、
同
法
第
七
十
条
第
一
項
の
療
養
介
護
医
療
費

　
又
は
同
法
第
七
十
一
条
第
一
項
の
基
準
該
当
療
養
介
護
医
療
費
の
支
給

三
　
精
神
保
健
及
ぴ
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律

　
第
百
二
十
三
号
）
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ

　
る
医
療
に
関
す
る
給
付

四
　
生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
十
五
条
（
中
国

　
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関

　
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
三
十
号
）
第
十
四
条
第
四
項
（
中
国
残
留
邦

　
人
等
の
円
滑
な
帰
国
の
促
進
及
ぴ
永
住
帰
国
後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る
法

　
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
二
十
七
号
）
附
則
第

　
四
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
そ
の
例
に
よ

　
る
場
合
を
含
む
。
）
の
医
療
扶
助
又
は
医
療
支
援
給
付

五
　
削
除

六
　
麻
薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
十
四
号
）
第
五
十

　
八
条
の
十
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ
る
医
療
に
関

　
す
る
給
付

七
　
原
子
爆
弾
被
爆
者
に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
百

　
十
七
号
）
第
十
条
の
医
療
の
給
付
又
は
同
法
第
十
八
条
の
一
般
疾
病
医
療
費

　
の
支
給

八
　
戦
傷
病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
六
十
八
号
）
第
十
条

　
の
療
養
の
給
付
又
は
同
法
第
二
十
条
の
更
生
医
療
の
給
付

九
　
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
条
の
養
育
医

　
療
の
給
付

九
の
二
　
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律

　
　
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
三
十
七
条
第
一
項
又
は
第
三
十
七
条
の
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二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ
る
医
療
に
関
す
る
給
付

九
の
三
　
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律

　
第
四
号
）
第
四
条
第
一
項
の
医
療
費
の
支
給

十
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
医
療
に
関
す
る
給
付
で
あ
っ
て
厚
生
労
働

　
大
臣
が
定
め
る
も
の

2
　
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の

　
給
付
費
等
の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
に
係
る
請
求
を
行
う
場
合

　
に
は
、
診
療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
ぴ
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が

　
で
き
る
情
報
を
前
項
の
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

3

光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の
給
付
費
等

の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
に
係
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診

療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
ぴ
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
情

報
を
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
記
　
し
て
、
審
査
支
払
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

　
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
日
）

第
二
条
　
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い

　
た
請
求
は
、
各
月
分
に
つ
い
て
翌
月
十
日
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2
　
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
は
、
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係

　
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
ヘ
の
記
録
が
さ
れ
た
時
に
当
該
審
査

　
支
払
機
関
に
到
達
し
た
も
の
と
み
な
す
。

　
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
開
始
等
の
届
出
）

第
三
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ

　
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ

　
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出

　
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
一
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
び
所
在
地

　
二
　
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

　
　
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
費
用
の
負
担
が
行
わ
れ
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
九
の
三
　
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律

　
　
第
四
号
）
第
四
条
第
一
項
の
医
療
費
の
支
給

　
十
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
医
療
に
関
す
る
給
付
で
あ
っ
て
厚
生
労
働

　
　
大
臣
が
定
め
る
も
の

2
　
前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の
給
付
費
等
の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定

　
め
る
も
の
に
係
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
び

　
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報
を
同
項
の
フ
ァ
イ
ル
に
記
録

　
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
（
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
日
）

第
二
条
　
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
」
と
い
う
。
）
は
、

　
い
て
翌
月
十
日
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
ヘ
の
記
録
が
さ
れ
た
時
に
当
該
審
査

　
支
払
機
関
に
到
達
し
た
も
の
と
み
な
す
。

2
　
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
は
、
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係

　
　
（
以
下

各
月
分
に
つ

　
（
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
の
開
始
等
の
届
出
）

第
三
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ

　
る
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当

　
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一二

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
び
所
在
地

審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
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第
一
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
電
子
計
算
機
に
対

す
る
指
令
で
あ
っ
て
、
一
の
結
果
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
組
み
合
わ

さ
れ
た
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
同
条
の
記
録

　
　
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

　
　
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光

　
　
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月

　
三
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

2
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計

　
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
第
一
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ

ロ
グ
ラ
ム
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
同
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
療
養
の
給
付
費
等
の
額
の
算
定
方
法
が

改
め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
う
変
更
を
行
お
う
と
す
る
と
き
を
除
く
。
）
は
、
あ
ら

か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
ぴ
所
在
地

二
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
及
び
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
者
の
氏
名

　
又
は
名
称

三
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
使
用
し
て
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る

　
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月

四
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

　
（
　
請
求
の
代
行
）

第
四
条
　
前
三
条
の
規
定
は
、
医
師
、
歯
科
医
師
又
は
薬
剤
師
を
主
た
る
構
成
員

　
と
す
る
団
体
（
そ
の
団
体
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る
団
体
を
含
む
。
）
で
、
医

　
療
保
険
の
運
営
及
び
審
査
支
払
機
関
の
業
務
運
営
に
密
接
な
関
連
を
有
し
、
か

　
つ
、
十
分
な
社
会
的
信
用
を
有
す
る
も
の
が
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ

　
る
請
求
の
事
務
を
代
行
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

　
、
第
一
条
第
一
項
中
「
費
用
を
請
求
」
と
あ
る
の
は
「
医
師
、
歯
科
医
師
又
は

　
薬
剤
師
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る
団
体
（
そ
の
団
体
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る

　
団
体
を
含
む
．
）
で
、
医
療
保
険
の
運
営
及
び
審
査
支
払
機
関
の
業
務
運
営
に

第
一
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
電
子
計
算
機
に
対

す
る
指
令
で
あ
っ
て
、
一
の
結
果
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
組
み
合
わ

さ
れ
た
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
名
称
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

者
の
氏
名
又
は
名
称
及
ぴ
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
始
め

よ
う
と
す
る
年
月

　
三
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

2
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計

　
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
第
一
条
の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ

　
ロ
グ
ラ
ム
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
（
療
養
の
給
付
費
等
の
額
の
算
定
方
法

　
が
改
め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
う
変
更
を
行
お
う
と
す
る
と
き
を
除
く
。
）
は
、
あ

　
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出

　
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
び
所
在
地

二
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
及
ぴ
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
者
の
氏
名

　
又
は
名
称

三
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
使
用
し
て
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る

　
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月

四
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

　
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
代
行
）

第
四
条
　
前
三
条
の
規
定
は
、
医
師
、
歯
科
医
師
又
は
薬
剤
師
を
主
た
る
構
成
員

　
と
す
る
団
体
（
そ
の
団
体
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る
団
体
を
含
む
。
）
で
、
医

　
療
保
険
の
運
営
及
び
審
査
支
払
機
関
の
業
務
運
営
に
密
接
な
関
連
を
有
し
、
か

　
つ
、
十
分
な
社
会
的
信
用
を
有
す
る
も
の
が
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
事
務

　
を
代
行
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
条
第
一

　
項
中
「
費
用
を
請
求
」
と
あ
る
の
は
「
医
師
、
歯
科
医
師
又
は
薬
剤
師
を
主
た

　
る
構
成
員
と
す
る
団
体
（
そ
の
団
体
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る
団
体
を
含
む
。

　
）
で
、
医
療
保
険
の
運
営
及
び
審
査
支
払
機
関
の
業
務
運
営
に
密
接
な
関
連
を
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密
接
な
関
連
を
有
し
、
か
つ
、
十
分
な
社
会
的
信
用
を
有
す
る
も
の
で
あ
っ
て

療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等

」
と
い
う
。
）
の
請
求
の
代
行
を
行
う
も
の
（
以
下
「
事
務
代
行
者
」
と
い
う

。
）
を
介
し
て
費
用
を
請
求
」
と
、
　
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
」

の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
」
と
、

給
付
及
ぴ
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等
」

う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
」

は
「
事
務
代
行
者
」
と
、
　
「
厚
生
労
働
大
臣
の
一
同
到
訓

　
と
あ
る

「
療
養
の

　
　
と
い

と
あ
る
の

算
機
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式

に
従
っ
て
電
子
計
算
機
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ

る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
、
　
「
係
る
請
求
を

」
と
あ
る
の
は
「
係
る
請
求
を
事
務
代
行
者
を
介
し
て
」

あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
前
項
の
」

項
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ
る
の
は

報
処
理
組
織
」
と
、
第
三
条
第
一
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中

理
組
織
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
」

「
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
」
と
あ
る
の
は

事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
や
め
よ
う

と
す
る
と
き
は
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
」
と

あ
る
の
は
「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
及
ぴ
事
務
代
行
者
」
と
、
同
項
第

二
号
中
「
審
査
支
払
機
関
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報

　
　
　
　
と
、
　
「
前
項
の
」
と

と
、
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二

「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情

　
　
　
　
　
　
　
「
電
子
情
報
処

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
と
、

「
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
、
又
は

処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ

う
と
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
審
査
支
払
機
関
」
と
、
　
「
電
子
情
報
処
理
組
織

の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る

年
月
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に

よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月
、
事

務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
や
め
よ
う
と

す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
年
月
」
と
、
同
条
第
二
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分

中
「
を
変
更
」
と
あ
る
の
は
「
を
事
務
代
行
者
が
変
更
」
と
、
同
項
第
一
号
中

「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
」
と
あ
る
の
は
「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険

有
し
、
か
つ
、
十
分
な
社
会
的
信
用
を
有
す
る
も
の
で
あ
っ
て
療
養
の
給
付
及

び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の
給
付
費
等
」
と
い
う
。
）

の
請
求
の
代
行
を
行
う
も
の
（
以
下
「
事
務
代
行
者
」
と
い
う
。
）
を
介
し
て

費
用
を
請
求
」
と
、
　
「
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以

下
「
療
養
の
給
付
費
等
」
と
い
う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す
る
保
険
医
療
機

関
又
は
保
険
薬
局
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
」
と
、
　
「
厚
生
労
働
大
臣
の

」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
」
と
、
同
条
第
二

項
中
「
請
求
を
行
う
」
と
あ
る
の
は
「
請
求
を
事
務
代
行
者
を
介
し
て
行
う
」

と
、
　
「
同
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
て
同
項
の
」
と
、
第
二

条
第
一
項
及
ぴ
第
二
項
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行

者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
、
第
三
条
第
一
項
各
号
列
記
以
外
の
部

分
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情

報
処
理
組
織
」
と
、
　
「
始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
」
と
あ
る
の
は
「
始
め
よ
う

と
す
る
と
き
、
又
は
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ

る
請
求
を
や
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
保
険
医
療
機
関

又
は
保
険
薬
局
」
と
あ
る
の
は
「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
及
び
事
務
代

行
者
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
審
査
支
払
機
関
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者

を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
場
合

に
あ
っ
て
は
審
査
支
払
機
関
」
と
、
　
「
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請

求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月
」
と
あ
る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情

報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月
、
事
務
代
行
者
を

介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
や
め
よ
う
と
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
そ
の
年
月
」
と
、
同
条
第
二
項
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
を
変
更

」
と
あ
る
の
は
「
を
事
務
代
行
者
が
変
更
」
と
、
同
項
第
一
号
中
「
保
険
医
療

機
関
又
は
保
険
薬
局
」
と
あ
る
の
は
「
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
及
び
事

務
代
行
者
」
と
、
同
項
第
三
号
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ
る
の
は
「
事

務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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薬
局
及
び
事
務
代
行
者
」
と
、
同
項
第
三
号
中
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
あ

る
の
は
「
事
務
代
行
者
を
介
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
読
み
替
え
る
も
の

と
す
る
。

（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
特
例
）

第
五
条
　
レ
セ
　
ト
コ
ン
ピ
ュ
一
夕
（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
者
の
使

用
に
係
る
電
子
計
算
機
で
あ
っ
て
、
診
療
報
酬
請
求
書
及
ぴ
診
療
報
酬
明
細
書

並
び
に
調
剤
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬
明
細
書

　
　
　
を
電
　
的
記
　
　
（
電
子
的
方
式
、

　
　
　
（
以
下
「
レ
セ
プ
ト
」
と
い

磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ

っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子

計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
を
も
っ
て
作
成

す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
し
て
い
な
い
保
険

医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
（
次
条
第
一
項
の
届
出
を
行
っ
た
も
の
で
あ
っ
て
同

条
第
三
項
の
届
出
を
行
っ
て
い
な
い
も
の
を
除
く
。
）

は
　　、

第
一
条
の
規
定
に

か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
（
療
養
の
給
付
費
等
に
つ
い
て
、
保
険
医
療

機
関
に
あ
っ
て
は
診
療
報
酬
請
求
書
に
診
療
報
酬
明
細
書
を
、
保
険
薬
局
に
あ

っ
て
は
調
剤
報
酬
請
求
書
に
調
剤
報
酬
明
細
書
を
添
え
て
、
こ
れ
を
当
該
診
療

報
酬
請
求
書
又
は
調
剤
報
酬
請
求
書
の
審
査
支
払
機
関
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ

　
り
請
求
す
る
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

2

前
項
の
規
定
に
よ
り
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
っ
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は

保
険
薬
局
は
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等

を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体
制
を
整
備
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

第
六
条
　
保
険
医
療
機
関
で
あ
る
診
療
所
又
は
保
険
薬
局
（
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
診
療
所
又
は
保
険
薬
局
で
あ
っ
て
、
電
子
情
報
処
理
組

織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体
制
を

有
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
保
険
医
療
機
関

又
は
保
険
薬
局
に
お
い
て
診
療
又
は
調
剤
に
従
事
す
る
常
勤
の
保
険
医
又
は
保

険
薬
剤
師
の
年
齢
が
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
に
お
い
て
、
い
ず

れ
も
六
十
五
歳
以
上
で
あ
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
旨
を
審
査
支
払
機
関
に
届
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け
出
た
も
の
は
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
。

レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
薬
局

平
成
二
十
一
年

四
月
一
日

レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
診
療
所
（
歯
科
に

平
成
二
十
二
年

係
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
場
合
を
除
く
。
）

七
月
一
日

レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
診
療
所
（
歯
科
に

平
成
二
十
三
年

係
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
場
合
に
限
る
。
）

四
月
一
日

2

前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
を
行
お
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局

の
う
ち
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る

日
ま
で
に
、
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

局1レ 係 レ 係 レ レ

セ る セ る セ セ

プ 療 プ 療 プ プ
ト 養 ト 養 ト ト

コ の コ の コ コ

ン 給 ン 給 ン ン
ヒ。 付 ピ 付 ピ ピ

ユ 費 ユ 費 ユ ユ

1 等 1 等 1 1

タ の タ の タ タ

を 請 を
地
百
目 を を

使 求 使 求 使 使
用 を 用 を 用 用

し 行 し 行 し し

て ｝
つ
て ，
フ
て て

い 場 い 場 い い
な △
口 る

ム
ロ る る

い に 診 を 診 薬
診 限 療 除 療 局

療 る 所 く 所
所 0

（
o

（
又 ） 歯 ） 歯
は 科 科
薬 に に

日1十 平 三 平 十 平
二 成 月 成 二 成
月 二 三 二 月 二
三 十 十 十 十 十
十 二 一 二 日 一

一 年 日 年 年

3

第
一
項
の
届
出
を
行
つ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
で
あ
つ
て
、
同
項

の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ

同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
に
お
け
る
年
齢
が
六
十
五
歳
未
満
で
あ
る
常
勤
の
保

険
医
又
は
保
険
薬
剤
師
が
新
た
に
診
療
又
は
調
剤
に
従
事
す
る
こ
と
と
な
つ
た

も
の
は
、
当
該
保
険
医
又
は
保
険
薬
剤
師
に
係
る
登
　
情
報
を
、
速
や
か
に
審

査
支
払
機
関
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4

前
項
に
規
定
す
る
届
出
を
行
つ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
（
レ
セ
プ

ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
な
い
も
の
を
除
く
。
）

は
、
当
該
届
出
の
日

の
属
す
る
月
及
ぴ
そ
の
翌
月
に
限
り
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
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に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

（
書
面
に
よ
る
請
求
）

第
七
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
始
め
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
旨
を
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2
　
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の
給
付
費
等
の
う
ち
、
厚

　
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
に
係
る
請
求
を
行
う
　
合
に
は
、
診
療
日
ご
と
の

症
状
、
経
過
及
ぴ
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
資
料
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

3

書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
レ
セ
プ
ト
の
提
出
は
、
厚
生
労
働
大

臣
が
定
め
る
様
式
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

4

書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬
請

求
書
は
、
各
月
分
に
つ
い
て
翌
月
十
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
附
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、

第
二
条
　
削
除

昭
和
五
十
一
年
十
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
（
経
過
措
置
）

第
三
条
　
昭
和
五
十
一
年
十
月
一
日
前
に
行
わ
れ
た
療
養
の
給
付
又
は
公
費
負
担

　
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
に
係
る
経
過
措
置
）

第
四
条
　
第
五
条
第
一
項
及
ぴ
第
六
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
保
険
医

療
機
関
又
は
保
険
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
ほ
か
、

機
関
又
は
保
険
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
で
あ
っ
て
、

上
欄
に
掲
げ
る
も
の
は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で
の
間
は
、

保
険
医
療

次
の
表
の

第
一
条
の

　
附
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、

第
二
条
　
削
除

昭
和
五
十
一
年
十
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
（
経
過
措
置
）

第
三
条
　
昭
和
五
十
一
年
十
月
一
日
前
に
行
わ
れ
た
療
養
の
給
付
又
は
公
費
負
担

　
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　
（
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
に
係
る
経
過
措
置
）

第
四
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
で
あ

　
つ
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で
の

　
間
は
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
（
療
養
の
給
付
費

等
に
つ
い
て
、
保
険
医
療
機
関
に
あ
っ
て
は
診
療
報
酬
請
求
書
に
診
療
報
酬
明
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規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
病
床
数
が
四
百
床
未
満
の
病
院
の
う

ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用

し
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て
、
レ
セ
プ
ト

文
字
デ
ー
タ
変
換
ソ
フ
ト
（
レ
セ
プ
ト

に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
情

報
を
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
か
ら
抽

出
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
方
式

に
変
換
し
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
へ
の
記
録

を
可
能
に
す
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を
い
う

。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
が
行
う
療

養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に
係
る

も
の
を
除
く
。
）

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日

細
書
を
、
保
険
薬
局
に
あ
っ
て
は
調
剤
報
酬
請
求
書
に
調
剤
報
酬
明
細
書
を
添

え
て
、
こ
れ
を
当
該
診
療
報
酬
請
求
書
又
は
調
剤
報
酬
請
求
書
の
審
査
支
払
機

関
に
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
光

デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
（
療
養
の
給
付
費
等
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣

の
定
め
る
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に

従
っ
て
記
録
し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
規
格
に
適
合
す
る
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

デ
ィ
ス
ク
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
レ
う

す
る
こ
と
に
よ
り
請
求
す
る
こ
と
を
い
う
。

き
る
。

以
下
同
じ
。
）

、
　
。
）
を
提
出

を
行
う
こ
と
が
で

ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
療
養

一
　
病
床
数
が
四
百
床
未
満
の
病
院
の
う

の
給
付
費
等
の
請
求
を
行
う
者
の
使
用

に
係
る
電
子
計
算
機
で
あ
っ
て
、
診
療

報
酬
請
求
書
及
ぴ
診
療
報
酬
明
細
書
並

び
に
調
剤
報
酬
請
求
書
及
び
調
剤
報
酬

明
細
書
（
以
下
「
レ
セ
プ
ト
」

O

　
や
と
し
・
つ

）
を
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、

磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ

て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式

で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計

算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ

る
も
の
を
い
う
。
）
を
も
っ
て
作
成
す

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
を
使
用
し
て
い
る
も
の
で
あ

っ
て
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求

を
行
っ
て
い
る
も
の
又
は
レ
セ
プ
ト
文

字
デ
ー
タ
変
換
ソ
フ
ト
（
レ
セ
プ
ト
に

記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
情
報

を
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
か
ら
抽
出

し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
方
式
に

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一

日
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二
　
薬
局
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ユ

ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
が
行
う
療

養
の
給
付
費
等
の
請
求

三
　
病
院
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ユ

平
成
二
十
二
年
六
月
三
十
日

ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て

、
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行

つ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
レ
セ
プ
ト
文
字

デ
ー
タ
変
換
ソ
フ
ト
を
使
用
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請

求
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
が
行

う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に

係
る
も
の
を
除
く
。
）

四
　
診
療
所
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ビ

ユ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
が
行
う

療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に
係

る
も
の
を
除
く
。
）

五
　
病
院
又
は
診
療
所
の
う
ち
、
レ
セ
プ

平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日

ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も

の
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（

歯
科
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

変
換
し
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
へ
の
記
録
を

可
能
に
す
る
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を

行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
が
行
う
療
養

の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に
係
る
も

の
を
除
く
。
）

　
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
が
行
う
療

　
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て

　
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行

　
つ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
レ
セ
プ
ト
文
字

　
デ
ー
タ
変
換
ソ
フ
ト
を
使
用
す
る
こ
と

　
に
よ
っ
て
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請

　
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
が
行

　
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に

　
係
る
も
の
を
除
く
。
）

二
　
薬
局
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ビ
ユ

三
　
病
院
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ユ

　
ユ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も
の
が
行
う

　
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（
歯
科
に
係

　
る
も
の
を
除
く
。
）

　
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
用
し
て
い
る
も

　
の
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
（

　
歯
科
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

四
　
診
療
所
の
う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ビ

五
　
病
院
又
は
診
療
所
の
う
ち
、
レ
セ
プ

六
　
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
の

う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使

用
し
て
い
な
い
も
の
が
行
う
療
養
の
給

平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日

平
成
二
十
三
年
三
月
三
十
一
日
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2

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
表
の
二
の
項
か
ら
五
の
項
ま
で
の
上

欄
に
掲
げ
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
（
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用

に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
え
る
体
制
を
有
し
な
い

病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
に
限
り
、
か
つ
、
薬
局
に
あ
っ
て
は
、
平
成

二
十
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
療

養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
が
千
二
百
件
以
下
で
あ
る
旨
を
平
成
二
十
一
年

十
二
月
十
日
ま
で
に
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
た
薬
局
に
限
る
。
以
下
こ
の
項

付
費
等
の
請
求
（
次
号
及
ぴ
第
八
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）

七
　
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
に
現
存
す

平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
平
成

る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
の

二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
問

う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使

で
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
日

用
し
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
、
平
成

二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
二

年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
の
療
養
の

給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
が
千
二
百
件

以
下
で
あ
る
旨
を
厚
生
労
働
大
臣
に
届

け
出
た
も
の
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等

八
　
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
に
現
存
す

る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
の

う
ち
、
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使

用
し
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
、
平
成

二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
二

年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
の
療
養
の

給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
が
六
百
件
以

下
で
あ
る
旨
を
厚
生
労
働
大
臣
に
届
け

出
た
も
の
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の

請
求
（
歯
科
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

2

前
項
の
表
中
第
七
号
及
び
第
八
号
に
規
定
す
る
届
出
を
す
る
も
の
は
、
当
該

届
出
に
係
る
書
面
に
審
査
支
払
機
関
が
交
付
す
る
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の

件
数
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
類
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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に
お
い
て
同
じ
。
）
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ

同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
の
三
月
前
の
日
（
薬
局
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
一
年

十
二
月
十
日
）
ま
で
に
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
旨
を
審

査
支
払
機
関
に
届
け
出
た
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
日
ま
で

の
間
は
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
自
ら
購
入
し
た
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
（
平
成

当
該
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ビ

二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
以
前
に
購
入
し
た
も
の

ユ
ー
タ
を
購
入
し
た
日

で
あ
っ
て
、
購
入
し
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
た
日

か
ら
五
年
を
経
過
し
た

（
当
該
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
係
る
保
守
管
理

日
が
属
す
る
月
の
末
日

に
係
る
契
約
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
以

又
は
平
成
二
十
七
年
三

降
に
延
長
さ
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
を
締
結
し
て
い

月
三
十
一
日
（
薬
局
の

る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
契
約
の
終
了
の
日
。
以
下

場
合
は
平
成
二
十
三
年

こ
の
表
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
、
薬
局
に
あ
っ
て
は

三
月
三
十
一
日
）
の
い

平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
、
病
院
又
は
診
療
所
に
あ

ず
れ
か
早
い
日

っ
て
は
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
（
歯
科
に
係
る
も

の
は
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
）
以
降
で
あ
る
も
の

に
限
る
。
）
を
使
用
し
て
い
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

ニ
　
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
リ
ー
ス
契
約
（
平
成

当
該
リ
ー
ス
契
約
の
終

二
十
一
年
十
一
月
二
十
五
日
以
前
に
締
結
さ
れ
た
も

了
の
日
が
属
す
る
月
の

の
（
平
成
二
十
一
年
十
一
月
二
十
六
日
以
降
に
延
長

末
日
又
は
平
成
二
十
七

さ
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
に
限
る
。
）
に
よ
り
使
用

年
三
月
三
十
一
日
（
棄

し
、
当
該
リ
ー
ス
契
約
の
終
了
の
日
が
、
薬
局
に
あ

局
の
場
合
は
平
成
二
十

っ
て
は
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
、
病
院
又
は
診
療

三
年
三
月
三
十
一
日
）

所
に
あ
っ
て
は
平
成
二
十
二
年
七
月
一
日
（
歯
科
に

の
い
ず
れ
か
早
い
日

係
る
も
の
は
平
成
二
十
三
年
四
月
一
日
）
以
降
と
な

る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
又
は
薬
局
が
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

　
る
審
査
支
払
機
関
は
、
当
該
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
を
確
認
す
る
た

3　
　
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
件
数
に
係
る
前
項
の
薬
局
に
よ
る
届
出
を
受
け
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め
に
必
要
な
限
度
で
、
関
係
す
る
審
査
支
払
機
関
に
情
報
の
提
供
を
求
め
る
こ

　
と
が
で
き
る
。

4
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

　
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局

同
項
の
表
の
一
の
項
及
び
二
の
項
に
掲
げ

（
同
項
に
掲
げ
る
保
険
薬
局
に
あ
っ
て
は
、

第
二
項
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
除
く
。
）
の
う
ち
、
平
成
二
十
一
年
五
月
十

日
に
お
い
て
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
な

い
も
の
は
、
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
で
当
該
請
求
が
行
え
る

体
制
の
準
備
に
必
要
な
期
間
を
勘
案
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
日
ま
で
の

間
は
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

5

第
五
条
及
ぴ
第
六
条
並
び
に
本
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す

る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険

薬
局
の
う
ち
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
旨
を
あ
ら
か
じ
め
審
査

支
払
機
関
に
届
け
出
た
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
掲
げ
る
療
養
の
給
付

費
等
の
請
求
に
つ
い
て
、
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
電
気
通
信
回
線
設
備
の
機
能
に
障
害
が
生
じ
た
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険

薬
局
　
当
該
障
害
が
生
じ
て
い
る
間
に
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

ニ
　
レ
セ
プ
ト
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
販
売
又
は
リ
ー
ス
の
事
業
を
行
う
者
と
の
間

で
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
に
係
る
設
備
の
設
置
又
は
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

の
導
入
に
係
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
で
あ

っ
て
、
当
該
設
置
又
は
導
入
に
係
る
作
業
が
完
了
し
て
お
ら
ず
、
療
養
の
給

付
費
等
の
請
求
の
日
ま
で
に
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
が
で
き
な
い
も

の
　
当
該
設
置
又
は
導
入
に
係
る
作
業
が
完
了
す
る
ま
で
の
間
に
行
う
療
養

の
給
付
費
等
の
請
求

三
　
改
築
の
工
事
中
で
あ
る
施
設
又
は
臨
時
の
施
設
に
お
い
て
診
療
又
は
調
剤

を
行
っ
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
　
当
該
改
築
の
工
事
中
で
あ

る
施
設
又
は
臨
時
の
施
設
に
お
い
て
診
療
又
は
調
剤
を
行
っ
て
い
る
間
に
行

う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

四
　
廃
止
又
は
休
止
に
関
す
る
計
画
を
定
め
て
い
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険

3
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
表
の
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ

　
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
う
ち
、
平
成
二
十
一
年
五
月
十
日
に
お
い

　
て
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
は

　
、
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
で
当
該
請
求
が
行
え
る
体
制
の
準

　
備
に
必
要
な
期
間
を
勘
案
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
日
ま
で
の
間
は
、
書

　
面
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

4

第
一
条
第
一
項
及
ぴ
本
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
保
険
医
療
機
関

又
は
保
険
薬
局
の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
が
電
気
通
信
回
線
設
備
の
機
能
に
障

害
を
生
じ
た
と
き
そ
の
他
の
事
情
に
よ
り
、
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ

る
請
求
を
行
う
こ
と
が
特
に
困
難
で
あ
る
と
認
め
る
も
の
（
前
項
の
適
用
を
受

け
て
書
面
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
っ
て
い
る
保

険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
を
除
く
。
）

は
　　、

書
面
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ

ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
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薬
局
　
廃
止
又
は
休
止
す
る
ま
で
の
間
に
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求

五
　
そ
の
他
電
子
情
報
処
理
組
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を

用
い
た
請
求
を
行
う
こ
と
が
特
に
困
難
な
事
情
が
あ
る
保
険
医
療
機
関
又
は

保
険
薬
局
　
当
該
請
求

6

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
前
項
の
届
出
を
行
う
際
、
当
該
届
出
の

　
内
容
を
確
認
で
き
る
資
料
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

7

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
第
五
項
第
一
号
、
第
二
号
又
は
第
五
号

に
該
当
す
る
旨
の
届
出
を
行
う
に
当
た
り
、
当
該
届
出
を
あ
ら
か
じ
め
行
え
な

い
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
　
合
に
は
、
当
該
届
出
に
係
る

療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
日
に
当
該
届
出
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場

合
に
あ
っ
て
は
、
前
項
の
資
料
は
当
該
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
の
事
後
に
お

い
て
、
速
や
か
に
審
査
支
払
機
関
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

（
第
五
条
第
一
項
に
係
る
届
出
）

第
五
条
　
第
五
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又

は
保
険
薬
局
で
あ
っ
て
、
療
養
の
給
付
及
ぴ
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の

請
求
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
一
年
厚
生
労
働
省

令
第
百
五
十
一
号
）
の
施
行
の
際
現
に
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
っ
て
い
る
も
の

の
う
ち
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る

日
ま
で
に
、
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
旨
を
審
査
支
払
機
関
に
届
け
出
る
も
の

と
す
る
。

レ る 所 レ く 所 レ
セ 0

（
セ o

（
セ

プ ） 歯 プ ） 歯 プ
ト 科 ト 科 ト

コ に コ に コ

ン 係 ン 係 ン
ピ る ピ る ピ

ユ 療 ユ 療 ユ
1 養 1 養 i
タ の タ の タ

を 給 を 給 を

使 付 使 付 使
用 費 用 費 用
し 等 し 等 し

て の て の て

い 請 い 請 い
な 求 な 求 な

い を い を い
薬 行 病 行 病
局 7

つ
院 』

つ
院

場 又 場 又
A
口
は A

口
は

に 診 を 診
限 療 除 療

日1十 平 三 平
二 成 月 成
月 二 三 二
三 十 十 十
十 二 一 二

一 年 日 年

（
書
面
に
よ
る
請
求
）

第
五
条
　
書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る

診
療
報
酬
明
細
書
に
は
、
診
療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
び
診
療
内
容
を
明
ら

か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2

書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
レ
セ
プ
ト
の
提
出
は
、
厚
生
労
働
大

臣
が
定
め
る
様
　
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

3

書
面
に
よ
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診
療
報
酬
請
求
書
及
ぴ
調
剤
報
酬
請

求
書
は
、
各
月
分
に
つ
い
て
翌
月
十
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
）

第
六
条
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
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始
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届

書
を
、
当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一二

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
ぴ
所
在
地

光
デ
ィ
ス
ク
等
に
附
則
第
四
条
第
一
項
の
記
　
　
（
療
養
の
給
付
費
等
に
つ

い
て
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労

働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
行
う
記
録
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
行

う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
、
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
者
の

氏
名
又
は
名
称
及
び
当
該
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
始
め
よ
う
と
す

る
年
月

三
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

2

保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
は
、
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
附
則
第
四
条
第
一
項

の
記
録
を
行
う
た
め
に
使
用
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
（

療
養
の
給
付
費
等
の
額
の
算
定
方
法
が
改
め
ら
れ
た
こ
と
に
伴
う
変
更
を
行
お

う
と
す
る
と
き
を
除
く
。
）

は
　　、

あ
ら
か
じ
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し

た
届
書
を
、

1

当
該
請
求
に
係
る
審
査
支
払
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

一
　
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
名
称
及
び
所
在
地

二
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
名
称
及
び
当
該
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成
者
の
氏
名

　
又
は
名
称

三
　
変
更
後
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
使
用
し
て
記
録
し
た
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た

　
請
求
を
始
め
よ
う
と
す
る
年
月

四
　
そ
の
他
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項

3

光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
療
養
の
給
付
費
等

の
う
ち
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
に
係
る
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
診

療
日
ご
と
の
症
状
、
経
過
及
ぴ
診
療
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
情

報
を
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
記
　
し
て
、
審
査
支
払
機
関
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

　
、
各
月
分
に
つ
い
て
翌
月
十
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4
　
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
光
デ
ィ
ス
ク
等
は
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新
　
旧
　
対
　
照
　
表

◎
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
第
一
条
第
一
一
項
及
び
附
則
第
六
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労

　
働
大
臣
の
定
め
る
も
の
並
び
に
同
令
附
則
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
診
療
報
酬
明
細
書
（
平
成
六
年
厚
生
省
告
示

第
一
一
一
百
四
十
五
号
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

二 一 の
条 和

一 定第療一
係 管 費 と 第 五 療 本 め二養題あ1歯
る に 用 歯 す 二 十 養 文 る項の名
科 点 係

（
科 る 項 一 の 一 も及給一

診 数 る 以 診 0
の 年 給 のぴ付

療 を 手 下 療 規 厚 付 第 及
に 除 術

一
以 定 生 及 三 ぴ

係 い を 療 外 に 省 び 項 公
る た 含 養 の 基 令 公 並 費

療 ムロ む の 診 づ 第 費 ぴ 負

養 計 診 給 療 き 三 負 に 担

の 点 療 付 に 厚 十 担 第 医

給 数 に 費 係 生 六 医 七 療

付 ） 係 等 る 労 号 療 条 に
費 が る 一 療 働 ） に 第 関 改

等 三 も と 養 大 第 関 二 す 正

の 十 の い の 臣 一 す 項 る 案
い
つ
五 に ，

つ
給 の 条 る の費

ち 万 つ
o 付 定 第 費 規用

ム
ロ 点 い ） 及 め 二 用 定の
計 以 て の び る 項 の に請占
’
』
、
、 上 は 一

つ
公 も 及 請 基求

数 の 特 ち 費 の ぴ 求 づに
が も 定 ムロ 負 は 第 に き関
二 の 保 計 担

、

三 関 厚す
十 険 点 医 次 項 す 生る
万 医 数 療 に 並 る 労省占
’
，
、
、 療
（
に 掲 び 省 働令

以 材 心 関 げ に A
－

大第
上 料 ● す る 第

（
臣一

の に 脈 る も 七 昭 の条
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二 一 二 二 一 定 第 一 本　　療 並 二養題
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響1臨
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に

占
’
1
、
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係 数 手 外 項 及 係 数 手 外 ぴ 及 第 六 費

る を 術 の の び る を 術 の 附 び 五 条 負

診 除 を 診 規 公 療 除 を 診 則 公 条 第 担

療 い 含 療 定 費 養 い 含 療 第 費 第 三 医

報 た む に に 負 の た む に 六 負 二 項 療

酬 ム
ロ 診 係 基 担 給 ムロ 診 係 条 担 項 のに
明 計 療 る づ 医 付 計 療 る 第 医 の 規関
細

占
’
n
、 に 診 き 療 費 点 に 療 三 療 規 定す

現
行

書 数 係 療 厚 に 等 数 係 養 項 に 定 にる
の ） る 報 生 関 の ） る の の 関 に 基費
P
つ

が も 酬 労 す ，
ワ
が も 給 規 す 基 づ用

ち 三 の 明 働 る ち 三 の 付 定 る づ きの
ム
ロ 十 に 細 大 費 ム

ロ 十 に 費 に 費 き 厚請
計 五 つ

圭
目 臣 用 計 五 つ 等 基 用 厚 生求

点 万 い の の の

占
」
1
、
、 万 い の づ の 生 労に

数
占
’
1
、
、 て P

，

定 請 数 点 て 》
つ

き
珪
直
目 労 働関

が 以 は ち め 求 が 以 は ち 厚 求 働 大す
二 上 特

ム
ロ る に 二 上 特

ム
ロ 生 に 大 臣る

十 の 定 計 診 関 十 の 定 計 労 関 臣 の省
万 も 保 点 療 す 万 も 保

占
’
1
、
、 働 す の 定令

点 の 険 数 報 る 点 の 険 数 大 る 定 め第
以 医

（
酬 省 以 医

（
臣 省 め る一

上 療 心 明 令 上 療 心 の
A
T
1

る も条
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◎
　
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令
附
則
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
様
式
（
平
成
二
十
年
厚
生

　
労
働
省
告
示
第
百
二
十
六
号
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　魎

　　　　　　　　　　平成21年11月25日
厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室

レセプトオ’ンライン請求に関する省令改正及び告示の制定について

　（1）請求省ムの改正

　　平成23年度から、診療報酬の請求方法を原則として電子化するとい

　　う方針の下で、手書き・高齢などの理由により電子化対応が困難である

　医療機関、薬局に対し配慮する観点から、診療報酬請求の方法及びその

　例外措置等を定めるべく請求省令（※1〕を改正するもの。

　　本年5月の省令改正（※2）により、診療報酬請求に係るオンライン義

　務化期限を猶予されている医療機関等について、電子化対応の具体的な

　義務化期限を、厚生労働大臣告示（※3）により定めるもの。

※1：療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第

　　36号）

※2：療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部を改正する省令（平

　　成21年厚生労働省令第110号）

※3：療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令附則第4条第4項に規定

　　する厚生労働大臣が定める日を定める件

2　告示及び改正省令の概

1「　　の、・ 公 に　　る　　の曲・に　する省ムの一

一擾要’①診療報酬の請求方法について、電子レセプトによる精求を原則とし、

　オンライン請求のほか電子媒体による請求も可能とする。

　　【第1条の改正】

＜理由＞

　オンライン請求のほか電子媒体請求による請求であっても、医療保

　険事務の効率化、医療の質の向上等の政策目標が達成されるため。
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厚生労働省保険局総務課保険システム高度化推進室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

②　手書きで診療報酬請求を行う医療機関・薬局について、オンライン

　又は電子媒体による請求への移行を免除する。

　※　これらの医療機関・薬局については、電子媒体又はオンラインによる請求に

　　移行するよう努めるものとする。

　　【第5条の新設】

＜理由＞

　手書きの保険医療機関等の多くは、継続的に費用対効果が見合わな

いものであると考えられるため。

③常勤の医師・歯科医師・薬剤師がすべて高齢者（65歳以上（※》）の

　診療所・薬局（電子レセプトによる請求が可能な診療所・薬局を除く。）

　について、オンライン又は電子媒体による請求への移行を免除する。

　※　年齢の判断の時点は以下の表のとおり。

対象となる保険医療機関等

レセプトコンピュータを使用している薬局

レセプトコンピュータを使用している医科診療所

レセプトコンピュータを使用している歯科診療所

レセプトコンピュータを使用していない診療所又は

薬局

判断の日

平成21年4月1日

平成22年7月1日

平成23年4月1日

【第6条の新設】

＜理由＞

　現在、電子レセプトによる請求を行っていない高齢の医師・歯科医

師・薬剤師は、レセプトコンピュータ（レセコン）操作に不慣れで

あると考えられるため。

④電子レセプトに対応していないレセコンのリース期間又は減価償

　却期間（リース期間等）が終わるまでの間の医療機関について、オ

　ンライン又は電子媒体による請求への移行を猶予する。（最大で平成

　26年度末まで）

※　改正省令の公布前にレセコンをリ・一ス又は購入した医療機関に限る。ただし、

　改正省令公布後にリース契約を延長した場合は、延長後の契約終了日（最大で

　平成26年度末）まで猶予する。また、購入したレセコンの減価償却期間が終
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　了した後でも、当該レセコンについて保守管理契約が締結されている場合には、

　当該契約の終了日（最大で平成26年度末）まで猶予する。

※　本来ならば平成21年4月に移行期限が到来していたが、本年5月の請求省

　令の改正により移行期限が猶予された、①電子レセプト対応のレセコン（レセ

　プト文字データ変換ソフト（いわゆるrレセスタ」）を利用して電子レセプト

　を作成できる場合を含む。）を使用している病床数400床未満の病院、②レセ

　コンを使用している薬局、については対象外。（ただし、移行期限が猶予され

　た②の薬局のうち年間請求件数が1200件以下のものは、リース期間等の終了

　時まで（最大で平成22年度末まで）猶予する。）

※　リース期間等の終了後は、電子媒体又はオンラインによる請求のいずれかの

　請求方法を選択できる。

　【附則第4条の改正】

＜理由＞

　医療機関等が、レセコンの入替えに併せて円滑に対応できるように

するため。

⑤　オンライン又は電子媒体による請求を行うことが困難な個別の事

　情がある医療機関等について、例外的に書面による請求が認められる

　が、その事情を以下（ア）～（オ）のとおりとする。

（ア）電気通信回線設備の機能に障害が生じたもの

（イ）レセプトコンピュータ販売業者、リース業者と契約済みであるが、

　納入・工事等の対応が遅れたもの

（ウ）改築工事中、又は仮の施設で営業中であるもの

（エ）概ね1年以内に廃止又は休止の計画を定めているもの

（オ）その他特に困難な事情があると認められるもの

　※　以上の（ア）から（オ）に該当する医療機関等は、請求の日の前までに、（ア）から

　　（オ）に該当する旨の資料を添えて審査支払機関に届け出るものとする。ただし、

　　（ア）、（イ）又は（オ）については、やむを得ない事情がある場合は、請求日当日に

　　届出を行うことができる。この場合において、添付資料は事後において速や

　　かに提出するものとする。

　　【附則第4条の改正】
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く理由＞

原則として事前に届出を行うことにより、オンライン又は電子媒体

による請求が困難な事情がある医療機関等については、書面により

請求を行っても診療報酬が支払われるようにするため。

⑥　平成22年4月診療分からオンライン化に移行することとされてい

　る医科診療所等について、同年7月診療分（8月10日請求分）から

　オンライン又は電子媒体による請求に移行するものとする。

　【附則第4条の改正】

く理由＞

　これらの対象機関が期限を迎える前に、本省令において決定する①

から④の例外措置等を十分に周知する必要があるため。

（2）r療養の，付及び公　　担医療に　する　用の請求に　する省△附則

4 4項に　定する厚生労働大臣が定める日　定める件　の

　請求省令附則第4条第4項に規定する厚生労働大臣が定める日を平

成21年11月30日（※）とする。

※　オンライン又は電子媒体による請求の移行期限を猶予されていた保険医療機

　関等（①電子レセプト対応のレセコン（レセスタを利用して電子レセプトを作成

　できる場合を含む。）を使用している病床数400床未満の病院、②レセコンを使

　用している薬局）は、本年12月診療分からオンライン又は電子媒体により診療

　報酬・調剤報酬請求することとなり、したがって移行期限終了後のオンライン又

　は電子媒体による初回の請求期限は1月10日となる。

3　施行期日

本年11月26日



（写）

保発1125第4号
平成21年11月25日

都道府県知事　　　　殿

地方厚生（支）局長殿

厚生労働省保険局長

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令

の一部を改正する省令の施行等について

　本日付けで、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部

を改正する省令（平成21年厚生労働省令第151号。以下「改正省令」という。）、

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令附則第四条第四項に規

定する厚生労働大臣が定める日（平成21年厚生労働省告示第480号。以下「48

0号告示」という。）及び療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省

令第一条第二項及び附則第六条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の定めるもの並び

に同令附則第五条第二項の規定に基づき厚生労働大臣の定める診療報酬明細書及び療

養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令附則第五条第三項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する告示（平成21年厚生労働省告

示第481号。以下「481号告示」という。）が公布され、いずれも平成21年11

月26日から施行・適用される。

　改正の趣旨、内容、留意事項等は下記のとおりであるので、御了知の上、その取扱

いに遺漏ないようにされたい。

記

第1　改正の趣旨

　　平成18年の省令改正により、医療保険事務の効率化等を推進するため、保険医

　療機関又は保険薬局（以下「保険医療機関等」という。）による診療報酬及び調剤報

　酬（以下「診療報酬等」という。）の請求手続の一態様として、「療養の給付及び公

　費負担医療に関する費用の請求に関する省令」（昭和51年厚生省令第36号。以下

　「請求省令」という。）においてオンライン請求（改正省令による改正後の請求省令

　第1条第1項に規定する「電子情報処理組織の使用による請求」をいう。以下同じ。）

　が原則とされ、保険医療機関等の種別や規模、レセプトコンピュータの利用状況等

　に応じて、平成23年度当初までに順次オンライン請求への移行を進めることとし
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ていたところである。

　今般、診療報酬等の請求方法を原則としてオンライン請求又は電子媒体による請

求（改正省令による改正後の請求省令第1条第1項に規定する「光ディスク等を用

いた請求」をいう。以下同じ。）とし、平成23年度に向けてレセプト（診療報酬

請求書及び診療報酬明細書並びに調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書をいう。以下

同じ。）の電子化を進めるという方針の下で、レセプトの電子化への対応が困難で

ある次の（1）から（3）の保険医療機関等に対し配慮する観点から、請求省令を見直し、

免除又は猶予等の例外措置を定めることとした。

　（1）レセプトコンピュータを使用せずに手書きでレセプトを作成している保険医

　　療機関等、

　（2）診療又は調剤に従事する常勤の医師・歯科医師・薬剤師が高齢である保険医

　　療機関等、

　（3）電子レセプト非対応のレセプトコンピュータを使用しているが、そのリース

　　期間又は減価償却期間が終了していない保険医療機関等

　また、本年5月の請求省令の改正により、オンライン請求への移行の期限を猶予

されていた保険医療機関等（①電子レセプト対応のレセコン（レセプト文字データ

変換ソフト（いわゆる「レセスタ」）を利用して電子レセプトを作成できる場合を

含む。）を使用している病床数400床未満の病院、②レセコンを使用している薬

局）について、オンライン請求又は電子媒体による請求に移行することとし、その

具体的な移行期限を厚生労働大臣告示で定めることとした。

第2　改正の内容

　1　改正省令の内容

　　（1）診療報酬等の原則的な請求方法

　　　　診療報酬等の請求方法について、オンライン請求に加えて電子媒体による請

　　　求も認められることとしたこと。（第1条関係）

　　　　これに伴い、オンライン請求及び電子媒体による請求に係る請求日、開始の

　　　届出等の規定について整備を行ったこと。（第2条及び第3条関係）

　　　　また、オンライン請求の事務の代行に関する規定について、第1条の改正に

　　　伴い、所要の整備を行ったこと。（第4条関係）

（2）手書きで診療報酬等の請求を行う場合の特例

　　レセプトコンピュータを使用せず、手書きで書面による診療報酬等の請求を

　行う保険医療機関等（第6条第1項の規定（高齢免除要件に係る規定。（3）参照。）

　に該当するため、引き続きレセプトコンピュータを使用せず、手書きで書面に

　よる請求を行うことができるものを除く。）について、第1条の規定にかかわら

　ず、手書きで書面による請求を行うことができることとしたこと。（第5条第1

　項関係）
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①手書きで書面による請求を行う場合の届出及びその期限

　　改正省令の施行の際現に手書きで書面による請求を行っている保険医療

　機関等であって、第5条第1項の規定により引き続き手書きで書面による請

　求を行おうとするものは、その旨を審査支払機関に届け出ることとしたこと。

　その場合の届出の期限は、附則第5条の規定により、次の表のとおりとなる

　こと。

　　なお、改正省令の施行後に新たに手書きで書面による請求を開始しようと

　するときは、第7条第1項の届出が必要となること。（（7）②参照。）

対象となる保険医療機関等

レセプトコンピュータを使用していない病院又は診

療所（歯科に係る療養の給付費等の請求を行う場合

を除く。）

レセプトコンピュータを使用していない病院又は診

療所（歯科に係る療養の給付費等の請求を行う場合

に限る。）

レセプトコンピュータを使用していない薬局

届出期限

平成22年3月31日

平成22年12月31日

　　この表において、レセプトコンピュータを使用せず手書きでレセプトを作

　成している医科病院及び医科診療所の届出期限が平成22年3月31日と

　されているのは、附則第4条第2項の規定（リース期間中・減価償却期間中

　の電子レセプト非対応レセプトコンピュータを使用している場合の猶予の

　規定。（4）参照。）によりオンライン請求又は電子媒体による請求への移行が

　猶予される医科病院及び医科診療所との間で対象を正確に把握するため、両

　者の届出期限を揃える趣旨であること。

　　なお、第6条第1項の規定（高齢免除要件に係る規定。（3）参照。）により

　オンライン請求又は電子媒体による請求が免除される保険医療機関等につ

　いては、レセプトコンピュータの使用の有無を判断する必要がないことから、

　届出期限を揃えていないこと。

②届出の際に必要な資料

　　①の届出を行う保険医療機関等は、別添の届出様式第1号を参考として、

　審査支払機関に必要事項を届け出ること。また①の届出は、審査支払機関に

　おいて第5条第1項の適用を受ける対象を正確に把握する必要があることか

　ら、社会保険診療報酬支払基金支部及び国民健康保険団体連合会のいずれに

　対しても行うものであること。

③　オンライン請求又は電子媒体による請求を行える体制の整備について

　　第5条第1項の規定により手書きで書面による請求を行う保険医療機関

　等は、オンライン請求又は電子媒体による請求を行える体制の整備に努める

　こととしたこと。（第5条第2項関係）
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（3）常勤の医師・歯科医師・薬剤師が皆高齢の診療所・薬局の特例

　　常勤の医師・歯科医師・薬剤師がすべて高齢者（65歳以上）の診療所・薬

　局であって、オンライン請求及び電子媒体による請求を行えないものについて、

　引き続き書面による請求（電子レセプト非対応のレセプトコンピュータを使用

　して書面による請求を行う場合を含む。以下（3）において同じ。）を行うことがで

　きることとしたこと。（第6条関係）

　①　保険医療機関である診療所又は保険薬局（既にオンライン請求又は電子媒

　　体による請求を行える体制を有するものを除く。）のうち、診療又は調剤に

　　従事する常勤の保険医又は保険薬剤師（以下「保険医等」という。）の年齢

　　が②の表の判断の日において65歳以上の者に限られる保険医療機関等は、

　　その旨を審査支払機関に届け出ることにより、引き続き書面による請求を行

　　うことができること。（第6条第1項関係）

②保険医又は保険薬剤師の年齢の判断の日

　　　①における保険医等の年齢の判断の日は、次の表のとおりとなること。

対象となる保険医療機関等

レセプトコンピュータを使用している薬局

レセプトコンピュータを使用している医科診療所

レセプトコンピュータを使用している歯科診療所

レセプトコンピュータを使用していない診療所又は

薬局

判断の日

平成21年4月1日

平成22年7月1日

平成23年4月1日

③　届出の期限

　　①の届出の期限は、審査支払機関における確認作業に要する期間等を勘案

　し、原則ではオンライン請求又は電子媒体による請求への移行期限とされて

　いた日の三ヶ月前に、それぞれ設定したこと。具体的には次の表のとおりと

　なること。（第6条第2項関係）

　　改正省令施行後に、①の要件を満たし、新たに書面による請求を開始しよ

　うとする保険医療機関等については、第7条第1項の届出が必要となること。

　（（7）②参照。）

対象となる保険医療機関等

レセプトコンピュータを使用している薬局

レセプトコンピュータを使用している医科診療所

レセプトコンピュータを使用している歯科診療所

レセプトコンピュータを使用していない診療所又は

薬局

届出期限

平成21年12月10目

平成22年3月31日
平成22年12月31日

④　第6条第1項中「電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を

　用いた請求を行える体制を有するもの」とは、現にオンライン請求又は電子
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　媒体による請求を行っているものをいうこと。（電子レセプトの作成に必要

　なソフトウェアがインストールされていたとしても、電子レセプトに移行す

　るための作業が行われておらず、実際には書面による請求を行っている場合

　は含まれないものであること。）

⑤　　「常勤」の定義

　　第6条第1項の「常勤」とは、原則として保険医療機関等において定めた

　医師・歯科医師又は薬剤師の勤務時間の全てを勤務し、かつ保険医療機関等

　において定める1週間の勤務時間が、32時間以上の者の就業形態を指すこ

　と。

⑥第6条第1項の規定に該当しなくなった保険医療機関等の取扱いについて

　　第6条第1項の届出を行った保険医療機関等であっても、②の判断の日に

　おいて65歳未満である常勤の保険医等が、当該保険医療機関等において新

　たに診療又は調剤に従事することとなった場合には、①の要件に該当しない

　こととなるため、その旨の届出が別途必要となること。（第6条第3項関係）

　　当該届出を行った保険医療機関等は、その他のオンライン請求又は電子媒

　体による請求の免除又は猶予の要件に該当しない場合は、第1条の規定が適

　用され、オンライン請求又は電子媒体による請求を行う必要があるが、その

　ために必要となる移行期間を考慮し、当該届出を行った日の属する月及びそ

　の翌月の診療分の診療報酬等の請求に限り、引き続き書面による請求を行う

　ことができることとしたこと。（第6条第4項関係）

⑦①及び⑥の届出の際に必要な資料

　　①に該当する保険医療機関等又は⑥に該当する保険医療機関等（①に該当

　しなくなった保険医療機関等）は、別添の届出様式第2号を参考として、審

　査支払機関に必要事項を届け出ること。（第6条第1項及び第3項関係）

　　①及び⑥の届出は、審査支払機関において免除対象となる保険医療機関等

　を正確に把握する必要があることから、社会保険診療報酬支払基金支部及び

　国民健康保険団体連合会のいずれに対しても行うものであること。

（4）リース期間中・減価償却期間中のレセプトコンピュータに係る猶予措置

　　電子レセプトに対応していないレセプトコンピュータのり一ス期間又は減

　価償却期間が終了するまでの間の保険医療機関等について、オンライン請求又

　は電子媒体による請求への移行期限を猶予することとしたこと。　（附則第4条

　第2項関係）

　①猶予措置の内容

　　　改正省令の公布日（平成21年11月25日）以前にレセプトコンビュー

　　タをリース又は購入した保険医療機関等（本年5月の請求省令の改正により

　　オンライン請求への移行期限が猶予された保険医療機関等を除く。ただし②

　　を参照のこと。）について、オンライン請求又は電子媒体による請求に円滑
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　に移行できるよう、リース期間又は減価償却期間が終わるまでの間の保険医

　療機関について、オンライン請求又は電子媒体による請求への移行期限を猶

　予したこと。

　イ　レセプトコンピュータを購入して使用している保険医療機関

　　　当該レセプトコンピュータを購入した日から減価償却期間の終了する5

　　年の間に、オンライン請求又は電子媒体による請求への移行の期限が到来

　　しても、減価償却期間が終了する日の属する月の末日までの間は、電子レ

　　セプト非対応のレセプトコンピュータを使用して書面による請求を行うこ

　　とができること。

　　　なお、レセプトコンヒ。ユータを購入した日から減価償却期間である5年

　　を経過した日以降であっても、当該レセプトコンピュータに係る保守管理

　　契約（平成21年11月26日以降に延長されたものを含む。）を締結して

　　いる場合は、その保守管理契約が終了する日の属する月の末日（ただし最

　　長で平成27年3月31日）まで、電子レセプト非対応のレセプトコンビ

　　ュータを使用して書面による請求を行うことができること。

　　　この場合、レセプトコンピュータを購入した日から5年を経過した日（そ

　　の日以降も保守管理契約を継続して締結している場合は、当該契約の終了

　　の日の属する月の末日。ただし最長で平成27年3月31日）が属する月

　　の翌月診療分から、オンライン請求又は電子媒体による請求に移行するこ

　　ととなること。（附則第4条第2項の表の1の項関係）

　ロ　レセプトコンピュータをリース契約により使用している保険医療機関

　　　当該リース契約（平成21年11月26日以降において延長されたもの

　　を含む。）が終了する日の属する月の末日までの間（ただし最長で平成27

　　年3月31日まで）は、契約期間中にオンライン請求又は電子媒体による

　　請求への移行の期限が到来しても、電子レセプト非対応のレセプトコンビ

　　ュータを使用して書面による請求を行うことができること。

　　　この場合、リース契約の終了の日が属する月の翌月診療分（リース契約

　　の終了の日が平成27年4月1日以降である場合は、平成27年4月診療

　　分）から、オンライン請求又は電子媒体による請求に移行することとなる

　　こと。（附則第4条第2項の表の2の項関係）

②①の猶予措置の薬局に関する特例

　　本来ならば平成21年4月にオンライン請求への移行期限が到来していた

　が、本年5月の請求省令の改正により移行期限が猶予された病院・薬局につ

　いては、以下の薬局の場合を除き（4）の対象外であること。

　　平成21年4月にオンライン請求への移行期限が到来し、同年5月の請求

　省令の改正により移行期限が猶予された薬局のうち、年間のレセプト件数が

　1，200件以下のものは、減価償却期間（購入したレセプトコンヒ。ユ一夕

　に係る保守管理契約を締結しており、減価償却期間終了後も当該契約を継続

6



　して締結している場合は当該契約が終了するまでの間）又はリース契約期間

　（リース期間を延長した場合は、その延長した期間）の終了の日の属する月

　の末日まで（ただし、いずれも最長で平成23年3月31日までとする。）

　猶予すること。

　　この場合の年間レセプト件数については、平成20年度診療分（平成20

　年5月請求分から平成21年4月請求分）の請求件数が1，200件以下で

　あるか否かにより判断することとし、該当する薬局は平成21年12月10

　日までに、別添の届出様式第3号を参考に、審査支払機関に必要事項を届け

　出ること。

　　この届出は、審査支払機関において請求件数を正確に把握する必要がある

　ことから、社会保険診療報酬支払基金支部及び国民健康保険団体連合会のい

　ずれに対しても行うものであること。

　　なお、請求件数の正確な把握のため、その目的の範囲内において、関係す

　る審査支払機関の間で、保険医療機関等毎の請求件数に関する情報を共有す

　ることができるものであること。（附則第4条第3項関係）

③　猶予の対象となる保険医療機関等による届出

　イ　附則第4条第2項の規定により、電子レセプトに対応していないレセプ

　　トコンピュータのリース期間又は減価償却期間が終了するまでの間、オン

　　ライン請求又は電子媒体による請求への移行期限の猶予を受けようとす

　　る保険医療機関等は、次の表に掲げる期限（原則ではオンライン請求又は

　　電子媒体による請求への移行期限とされていた日の三ヶ月前に、それぞれ

　　設定）までに、猶予を希望する旨を審査支払機関に届け出ることとしたこ

　　と。

　　　なお、これらの届出を行った保険医療機関等が、猶予期限の到来後に、

　　再度リース契約又は購入したレセプトコンピュータに係る保守管理契約を

　　延長した場合は、あらためて速やかに届出を行うこと。

対象となる保険医療機関等

レセプトコンピュータを使用している薬局（附則

第4条第1項の表の2の項に掲げるもの）

レセプトコンピュータを使用している医科病院

（附則第4条第1項の表の3の項に掲げるもの）

レセプトコンピュータを使用している医科診療所

（附則第4条第1項の表の4の項に掲げる診療
所）

レセプトコンピュータを使用している歯科病院又

は歯科診療所（附則第4条第1項の表の5の項に

掲げる病院又は診療所）

届出期限

平成21年12月10日

平成22年3月31日

平成22年12月31日
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ロ　保険医療機関等は、イの届出を行う場合は、別添の届出様式第3号を参

　考として、審査支払機関に必要事項を届け出ること。

　　またイの届出は、審査支払機関において附則第4条第2項の適用を受け

　る対象を正確に把握する必要があることから、社会保険診療報酬支払基金

支部及び国民健康保険団体連合会のいずれに対しても行うものであること。

（5）個別の事情によりオンライン又は電子媒体による請求ができない場合の特例

　　オンライン請求又は電子媒体による請求を行うことが困難な個別の事情が

　ある保険医療機関等について、例外的に書面による請求が認められること。

　①届出事由及び届出を行った場合に受けられる特例措置の範囲

　　　以下のイからホに掲げるものに該当する旨をあらかじめ審査支払機関に届

　　け出た保険医療機関等については、それぞれイからホに掲げる療養の給付費

　　等の請求について、書面による請求を行うことができること（附則第4条第

　　5項関係）。

　　　なお、届出に際しては、届出の内容を確認できる資料を届出書類に添付す

　　ること（同条第6項関係）。また、本届出は、特例措置を受けようとする療

　　養の給付費等の請求期限（同一の事情について、数ヶ月にわたって特例措置

　　を受けようとする場合は、最初に特例措置を受けようとする月の請求期限）

　　の一ヶ月前までに行うことを原則とし、特例措置を受けている間に既に届け

　　出ている事項に変更があった場合は、あらためて届出を行うこと。

　　　また、これらの届出は、審査支払機関において附則第4条第5項の適用を

　　受ける対象を正確に把握する必要があることから、社会保険診療報酬支払基

　　金支部及び国民健康保険団体連合会のいずれに対しても行うものであるこ

　　と。

　　イ　電気通信回線設備の機能に障害が生じたもの（附則第4条第5項第1号

　　　関係）

　　　　当該障害が生じている間に行う療養の給付費等の請求について、書面に

　　　よる請求を行うことができること。

　　　　届出に際しては、別添の届出様式第4号を参考に必要事項を届け出るほ

　　　か、機能障害が生じた旨の事業者による証明書等、機能障害が生じた事実

　　　を確認できる書類を添付すること。機能障害が生じているものの、請求す

　　　る側に特段の過失がなく、障害の原因が不明である場合は、当該障害が発

　　　生した事実を届け出るのみで足りること。

　　ロ　レセプトコンピュータの販売又はリースの事業を行う者との間で機器の

　　　設置等に係る契約を締結済みであるが、納入・工事等の対応が遅れたため

　　　に、療養の給付費等の請求の日までに電子媒体による請求ができないもの

　　　（附則第4条第5項第2号関係）

　　　　当該納入・工事等の対応が完了するまでの間に行う療養の給付費等の請
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　　求について、書面による請求を行うことができること。

　　　届出に際しては、別添の届出様式第4号を参考に必要事項を届け出るほ

　　か、事業者との間に締結した契約書の写し等、契約期間を確認できる書類

　　を添付すること。

　ハ　改築工事中の施設又は臨時の施設で診療又は調剤を行っているもの（附

　　則第4条第5項第3号関係）

　　　当該改築工事中の施設又は臨時の施設において診療又は調剤を行ってい

　　る間に行う療養の給付費等の請求について、書面による請求を行うことが

　　できること。

　　　届出に際しては、別添の届出様式第4号を参考に必要事項を届け出るほ

　　か、当該改築工事又は臨時施設の利用に係る契約書及び工程表の写し等、

　　改築工事中又は臨時の施設を利用中である旨を確認できる書類を添付する

　　こと。

　二　廃止又は休止の計画を定めているもの（附則第4条第5項第4号関係）

　　　廃止又は休止するまでの間に行う療養の給付費等の請求について、書面

　　による請求を行うことができること。

　　　廃止又は休止の計画を定めているとは、おおむね1年程度の間に廃止又

　　は休止する旨が具体的に計画されていることをいい、具体的な廃止時期・

　　休止時期が定まっていないもの、廃止時期・休止時期が数年後のような場

　　合には、計画を定めているものとはいえないこと。

　　　届出に際しては、別添の届出様式第4号を参考に必要事項を届け出るほ

　　か、休・廃止に向けた計画の内容がわかる資料を添付すること。

　ホ　その他オンライン請求又は電子媒体による請求を行うことが特に困難な

　　事情があると認められるもの（附則第4条第5項第5号関係）

　　　当該請求について、書面による請求を行うことができること。

　　　届出に際しては、別添の届出様式第4号を参考に必要事項を届け出るほ

　　か、「困難な事情」の内容を明らかにする資料を添付すること。

　　　「特に困難な事情」の範囲について、保険医療機関等において疑義が生

　　じた場合には、審査支払機関を通じて厚生労働省保険局総務課保険システ

　　ム高度化推進室に照会すること。

②例外的に認められる届出

　　保険医療機関等は、①のイ、ロ又はホに該当する旨の届出を行うに当たり、

　当該届出をあらかじめ行えないことについてやむを得ない事情がある場合

　には、療養の給付費等の請求日当日にこれらの届出を行うことができること。

　この場合にあっては、①の届出内容を確認できる資料については、事後にお

　いて速やかに審査支払機関に提出するものであること（附則第4条第7項関

　係）。その際、以下の点に留意すること。

　イ　提出する資料には「やむを得ない事情」を明らかにする資料を必ず含め、
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　その他必要に応じて参考資料を添付すること。

ロ　　「やむを得ない事情」に該当するか否かについて、保険医療機関等にお

　いて疑問が生じた場合には、審査支払機関を通じて厚生労働省保険局総務

課保険システム高度化推進室に照会すること。

（6）移行期限の延長

　　旧省令において平成22年4月診療分からオンライン請求に移行することと

　されている保険医療機関について、移行期限を延長したこと。（附則第4条第1

　項関係）

　　旧省令で平成22年4月診療分からオンライン請求に移行することとされて

　いた保険医療機関の中にも、改正省令により定められた（1）から（4）の例外措置等

の対象となるものが含まれると考えられ、このことを対象者に十分周知する必

要があることから、旧省令において平成22年4月診療分からオンライン請求

　に移行することとされている保険医療機関（附則第4条第1項の表の3の項及

び4の項の上欄に規定するレセプトコンピュータを使用している医科病院又は

医科診療所）について、同年7月診療分からオンライン請求又は電子媒体によ

る請求に移行することとしたこと。

（7）その他

　　その他（1）から（6）の改正に伴い、条項の移動等所要の改正を行ったこと。

　①旧省令の附則第6条（光ディスク等を用いた請求に係る規定）については、

　　（1）に述べたとおり、第1条から第3条までの規定に統合したこと。

②　旧省令の附則第5条（書面による請求に係る規定）については、第7条と

　　するとともに、同条第1項として、保険医療機関等が新たに書面による請求

　　を開始する場合には、その旨を当該請求先となる審査支払機関にあらかじめ

　　届け出なければならない旨の規定を置いたこと。（別添の届出様式第5号を参

　　照のこと。第7条第1項関係）

2　具体的な移行期限の設定（480号告示の制定）

　　本年4月診療分からオンライン請求により診療報酬等を請求することとされ

ていた保険医療機関等について、本年5月に請求省令を改正し、オンライン請求

が行える体制の準備に必要な期間を勘案して厚生労働大臣が定める日までの間

は、オンライン請求への移行期限を猶予した（旧省令附則第4条第3項を新設し

た）ところであるが、今般、当該厚生労働大臣が定める日を平成21年11月3

0日と定めたこと。これにより、オンライン請求への移行期限を猶予されていた

保険医療機関等は、本年12月診療分からオンライン請求又は電子媒体による請

求をすることとなり、したがって移行期限が到来してから最初に行うオンライン

請求又は電子媒体による請求の請求期限は平成22年1月10日となること。
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3　改正省令の施行に伴う関係告示の形式的な改正（481号告示の制定）

　　改正省令の施行に伴い、481号告示により、関係告示について請求省令中の

条項の移動に伴う所要の改正等を行ったこと。

①療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第一条第二項

　及び附則第六条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の定めるもの並びに同令附

　則第五条第二項の規定に基づき厚生労働大臣の定める診療報酬明細書（平成6

　年厚生省告示第345号）の改正
　　本告示は、診療報酬等の請求に際し症状詳記等の記載が求められる高額レセ

　　プトの範囲を定めるものであるが、その根拠となる請求省令の規定が改正省令

　　の施行により、旧省令の附則第6条第3項の規定内容が第1条第3項へ、旧省

　令の附則第5条第1項の規定内容が第7条第2項へ移動したため、本告示の題

　名を改めるとともに、本則において所要の改正を行ったこと。

②療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令附則第五条第

　　三項の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式（平成20年厚生労働省告示第

　　126号）の改正
　　本告示は、書面による請求を行う場合の様式を定めるものであるが、その根

　　拠となる規定が改正省令の施行により、旧省令の附則第5条第2項の規定内容

　　が第7条第3項へ移動したため、本告示の題名を改めるとともに、本則におい

　　て所要の改正を行ったこと。

第3　施行・適用日

　　　改正省令については、平成21年11月26日から施行すること。

　　　480号告示及び481号告示については、いずれも平成21年11月26日

　　から適用すること。

第4　留意事項

　1　各種様式について

　　　第2の1に掲げる届出に係る別添の各種様式については、それぞれの届出の必

　　要事項を明らかにしたものであり、届出に際してはこれらの様式に掲げる事項は

　　最低限、網羅する必要があること。

　2　各種届出に対する審査支払機関における対応について

　　　改正省令により新たに規定された審査支払機関への各種届出事項については、

　　届出内容が請求省令の規定に合致するか否かを、当該届出を受けた審査支払機関

　　において個別に確認作業を行うものであることから、届出期日には十分留意する

　　こと。特に第2の1の（5）の届出については、届出事由の発生後、早急に対応する

　　必要があること。

　　　保険医療機関等による届出が改正省令に定める要件を満たしていない場合は、
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審査支払機関からその旨の通知がなされること。当該通知を受けた保険医療機関

等については、その他の届出要件に該当する場合を除き、オンライン又は電子媒

体により診療報酬等の請求を行うための体制の整備が必要となること。

3　照会

　第2に掲げるもののほか、届出に係る改正省令の規定について疑義が生じた場

合は、厚生労働省保険局保険システム高度化推進室に照会すること。

第5　関係通知の改正

　　　「電子情報処理組織の使用による費用の請求に関して厚生労働大臣が定める事

　　項及び方式並びに光ディスク等を用いた費用の請求に関して厚生労働大臣が定

　　める事項、方式及び規格について」（平成20年12月25日付け保発第1225007

　　号）の改正

　　　　本文及び別紙中「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する

　　　省令（昭和51年厚生省令第36号）第一条第一項、附則第四条第一項本文及

　　　び同項の表中第一号並びに附則第六条第一項第二号の規定」をr療養の給付及

　　　び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36

　　　号）第一条第一項及び附則第四条第一項の表の一の項の規定」に改め、平成2

　　　1年11月26日から適用すること。
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《様式第1号》

　本医療機関（薬局）は、　「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令』附則第五条の規定に

基づき下記のとおり届け出ます。

『－一一一一一一一一一一一一一一一一－脚騨一一一一一一一一一一一一一一一一－－’一幽幽一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一1
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

1　　番　ノム　　　 一　
・’

E1　　　　 ’　　呂1　’』　　　　　　　　　　　　　　“　　　’　21　11　　1
　　　2　　　　　　ノム　　　　　　こ、、　　　こ　　　　　 属－ @　　、　　　　　　　　　　　・’・2　　　幸』

　　※1：レセプトコンピュータを使用していない保険医療機関又は保険薬局は、書面による請求を行うことができる。
　　※2：医科病院、医科診療所…平成22年3月31日まで、歯科病院、歯科診療所、薬局…平成22年12月31日まで巳
」一一一＿一一一一一一一一一一＿＿＿＿一一一一＿＿＿一一一一一一一一一＿＿＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿＿一一一』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　（審査支払機関名）　御中　　　 開設者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　㊥

① 区分 （ 医科病院 ■ 医科診療所 ■ 歯科病院　・ 歯科診療所 ● 薬局　）

② 医療機関（薬局）コード 1
1
1

1　　　　　　　l

h　　　　　　l

h　　　　　　o
l
l
I

1　　　　　　　1

P　　　　　　1

h　　　　　　I
③ 電話番号

④ 保険医療機関（薬局）名 ⑤ 郵便番号
I　　　　I

戟@　　　l

h　　　　l

戟@　　　l

11－
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1

⑥ 保険医療機関（薬局）所在地 ※受付印

⑦ 備　　　　　　　考

團



【記入に当たっての説明】

ア．①欄は、貴医療機関（薬局）の該当区分にO印を付けること。

イ．②から⑥欄は、保険医療機関・保険薬局指定申請書により届け出た記載内容を記入すること。

《様式第1号》



■ 一』 一一 一
』

《様式第2号》

　本医療機関（薬局）は、　「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令」第六条第二項又は第六条第三項の規

定に基づき、下記のとおり届け出ます。

－一一一一一一一一一一一一一一■■■一一一一一一一一一一一一一一■■畢一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一欄■騨一一ロー一一一嘲■一一一一一■■■一一一■

　　　　　　ノム　一』　　一　　
・’ E1　　　　　こ　し　　　　　4一、’』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、＿　　　■’・2

　　　’』　　二　　　《免除該当》

　　　ム　　 2　　　　　・’・2　　　“こ　1
※1：保険医療機関である診療所又は保険薬局（レセプトコンピュータを使用している診療所又は保険薬局であって、電子情報処理組織の使用1
　　　による請求又は光ディスク等を用いた請求を行える体制を有するものを除く。）のうち、次に掲げる区分の目において診療又は調剤に従1
　　　事する常勤の保険医又は保険薬剤師の年齢が満65歳以上のもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　●レセプトコンピュータを使用している　薬局…平成21年4月1日、医科診療所…平成22年7月1日、歯科診療所…平成23年4月1日　　　1
　　　●レセプトコンピュータを使用していない　診療所又は薬局…平成23年4月1日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I※2：●レセプトコンピュータを使用している　薬局…平成21年12月10日・医科診療所…平成22年3月31日・歯科診療所…平成22年12月31日1
　　　●レセプトコンピュータを使用していない　診療所又は薬局…平成22年12月31日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
’』@　三　　　《免除非該当》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　一』　　一　　こ　　　　　　、一　　　　　　　　“　　　観　一　　　　　　　　こ、、　　　　　　　　　　こ、1　　　　　魔65　　　’　1

　　　毒　　　　　　　　　　　　　　　　｛　’こ4　　　こ　　な　　一　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
L＿＿＿一一一＿＿＿＿＿一一＿＿一一＿＿＿＿＿一＿一一一一一一＿＿一＿一＿＿一＿一一一一一一一一＿一一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一＿一一』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　（審査支払機関名）　御中　　　 開設者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　㊥

①該当内容・区分 免除（該当　・　非該当　）：　（医科診療所　　・　歯科診療所　　・　薬局　）

②医療機関（薬局）コード I　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　I

h　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　5 ③電話番号

④保険医療機関（薬局）名 ⑤郵便番号 l　　　　I　　　　I＿　l　　　　I　　　　l　　　　I

h　　　　I　　　　I　　　　l　　　　I　　　　l　　　　I

⑥　保険医療機関（薬局）所在地

常勤人数 大・昭　　　年　　　月　　　日 ※受付印⑦免除に該当する診療所又は保険薬局の常勤の保険医又は
@保険薬剤師の人数・生年月日（全員分記載）
@・■・　｛　しな、　△　　　　　　こ　　　　こ

大・昭　　　年　　　月　　　日

大・昭　　　年　　　　月　　　　日

⑧⑦欄の確認にあたって、添付書類のみで確認できなかった場合は、
@地方厚生（支）局に確認を行うことについての同意

同意（する　・　しない　）

⑨備　　　　　　　考



《様式第2号》

【記入に当たっての説明】

ア．①欄は、貴医療機関（薬局）の該当内容及びの該当区分にO印を付けること。

イ．②から⑥欄は、保険医療機関・保険薬局指定申請書により届け出た記載内容を記入すること。

ウ．⑦欄は、貴医療機関（薬局）で従事する常勤の保険医又は保険薬剤師全員分の生年月日を記入すること。

エ．⑧欄は、地方厚生（支）局に確認を行うことに同意するか否か該当するものにO印を付けること。
　　なお、同意「しない」にOを付けられる際には、記入内容を確認できなかったり、書類不備があった場合
　に届出書の再提出や添付書類の追加提出などを求められることとなりますので、ご承知願います。
　（届出書の確認事務の効率化のため、なるべく同意いただきますようお願いします。）

【添付書類の説明】

・免除に該当する診療所又は保険薬局は　≡　　　　　　　必　き・　　こ
・なお、書類漏れ等の不備がある場合は、届出書を返戻させていただく場合があります。

ア．⑦欄に記入する生年月日を確認できる書類（医師（薬剤師）免許証の写し等）

イ．貴医療機関（薬局）における常勤医師（薬剤師）の構成が確認できる書類（届出書に記入されている常勤
　医師（薬剤師）について地方厚生（支）局に届け出ている保険医療機関・保険薬局指定申請書の写し等）
　　※保険医療機関・保険薬局指定申請書などの確認できる書類を添付できない場合は、添付できない理由書
　を必ず添付し、⑧欄に必ず同意をしてください。
　（常勤医師（薬剤師）の構成を確認できない場合、免除の対象とならない可能性がありますので、留意願い
　ます。）



《様式第5号》

　本医療機関（薬局）は、
届け出ます。

「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令」第七条第一項に基づき下記のとおり

，一一一一一一一一一一一一一一一嗣ロ■■一一一一一一一－一－一一一－幽一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一－一『
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

I　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　讐　　　　　　軸　　　　　　　　・、寺　　　　一　　．．　一　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鮨■■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧

　　　　こ　　　オ’1　　な、オ’、

　　　次のいずれかに該当する保険医療機関又は保険薬局が対象。
　　　・レセプトコンピュータを使用していない保険医療機関又は保険薬局であって、書面による請求方法を平成21年11月26日（請求省令
　　　　改正の施行日）後に新たに開始しようとする場合（請求省令第五条第一項該当）
　　　・保険医療機関である診療所又は保険薬局において、診療又は調剤に従事する常勤の保険医又は保険薬剤師の年齢が満65歳以上のもので
　　　　あり、レセプトコンピュータを使用して書面による請求を新たに開始しようとする場合（請求省令第六乗算一項該当）
L一一一＿＿＿■障＿＿＿＿＿一＿＿＿一一一一一一一＿一＿一一一一一一＿一＿一＿一＿一一一一一一一＿一＿＿＿一＿＿＿＿一，一一一一一齢＿＿一一一一一一＿一』

平成 年 月 日

住所

（審査支払機関名） 御中 開設者

氏名 ㊥

①該当条　・　区分 （五条・六条）要件該当：医科病院・医科診療所・歯科病院・歯科診療所・薬局

②　医療機関（薬局）コード 1　　　　　　一　　　　　　塵　　　　　　1　　　　　　書　　　　　　1

P　　　　　　瞳　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　l　　　　　　I ③電話番号

④保険医療機関（薬局）名 ⑤郵便番号
l　　　　I　　　　I　　　　l　　　　o　　　　I　　　　l

戟@　　I　　　l－I　　　I　　　I　　　I

⑥　保険医療機関（薬局）所在地 ※受付印

⑦書面による請求開始予定年月 平　成　　　年　　　月　予定

常勤人数 大・昭　　　年　　　月　　　日⑧　六条要件に該当する診療所又は保険薬局の常勤の保険医
@又は保険薬剤師の人数・生年月日（全員分記載） 大・昭　　　年　　　月　　　　日

・。

E　｛　し准、　△　　　　　　こ こ
大・昭　　　年　　　月　　　日

⑨⑧欄の確認にあたって、添付書類のみで確認できなかった場合は、
@地方厚生（支）局に確認を行うことについての同意 同意（する　・　しない　）

⑩備　　　　　　　考



《様式第5号》

【記入に当たっての説明】

ア．①欄は、貴医療機関（薬局）の該当する要件及び該当区分にO印を付けること。

イ．②から⑥欄は、保険医療機関・保険薬局指定申請書により届け出た記載内容を記入すること。

ウ．⑦欄は、書面による請求を開始する請求予定年月を記入すること。

エ．⑧欄は、貴医療機関（薬局）で従事する常勤の保険医又は保険薬剤師全員分の生年月日を記入すること。

オ．⑨欄は、地方厚生（支）局に確認を行うことに同意するか否か該当するものにO印を付けること。
　　なお、同意「しない」にOを付けられる際には、記入内容を確認できなかったり、書類不備があった場合
　に届出書の再提出や添付書類の追加提出などを求められることとなりますので、ご承知願います。
　（届出書の確認事務の効率化のため、なるべく同意いただきますようお願いします。）

【添付書類の説明】

・六条要件に該当する診療所又は保険薬局は　言　　　　　　　必　き・　　こ
・なお、書類漏れ等の不備がある場合は、届出書を返戻させていただく場合があります。

ア．⑧欄に記入する生年月日を確認できる書類（医師（薬剤師）免許証の写し等）

イ．貴医療機関（薬局）における常勤医師（薬剤師）の構成が確認できる書類（届出書に記入されている常勤
　医師（薬剤師）について地方厚生（支）局に届け出ている保険医療機関・保険薬局指定申請書の写し等）
　　※保険医療機関・保険薬局指定申請書などの確認できる書類を添付できない場合は、添付できない理由書
　を必ず添付し、⑨欄に必ず同意をしてください。
　（常勤医師（薬剤師）の構成を確認できない場合、免除の対象とならない可能性がありますので、留意願い
　ます。）



《様式第3号》

　本医療機関（薬局）は、　「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令」附則第四条第二項の規定（※）に基づき、附則

第四条第二項の表中第一号又は第二号に掲げる保険医療機関・保険薬局に該当するため、下記のとおり届け出ます。

　一■■■一一一一一■■■一一■■帥一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
1※　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒ　　　　1
1　　　　1こ冒　　　　　　　　診　　　　　 こ、、　 2　　 3、　　　　 ◆こ　3　　4こ豪
　　　　こ　 5“　こ畠4一軸こ｛“①レセプトコンピュータを使用している病院若しくは診療所又は薬局（電子情報処理組織の使刷こよる請求又は光ディスク等を用いた請求を行える体制を有しない
　病院若しくは診療所又は薬局に限り、かつ薬局にあっては、平成20年4月1日から平成21年3月31日までの間における請求件数が1，200件以下に限る）
②　●薬局は平成21年3月31日、●病院・診療所（歯科に係るものを除く）は平成22年6月30日、●病院・診療所（歯科に係るものに限る）は平成23年3月31日
③附則第四条第二項表中第一号
　　自ら購入したレセプトコンピュータ（平成21年11月25日以前に購入）であり、購入した日から5年（保守管理契約（平成21年11月26目以降に延長されたものも
　含む。）を締結している場合はその契約の終了日）を経過した日が電子媒体又はオンライン請求への移行期限（＊）以降である場合
④附則第四条第二項表中第二号
　　レセプトコンピュータをリース契約（平成21年11月25日以前に締結したもの。同年11月26日以降に延長したものも含む。）したものであり、当該リース契約の
　終了の日が電子媒体又はオンライン請求への移行期限（＊）以降である場合
⑤猶予期間
　　●購入した日（又はリース契約終了の日）の属する月の末日又は平成27年3月31日（薬局の場合は平成23年3月31日）のいずれか早い日

＊薬局は平成21年4月1日以降、●病院又は診療所（医科に限る）は平成22年7月1日以降、●病院又は診療所（歯科に限る）は平成23年4月1日以降

■■■■■置目■■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■■一■■匿一一一一一一一一一一ロ■■一■■■一口■■一一一■■■一一一一一■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　（審査支払機関名）　御中　　　　　　　　 開設者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　㊥

①　レセコン契約・区分 （　購入　　・　リース　　）　契約　：　（医科病院・医科診療所・歯科病院・歯科診療所・薬局）

②　医療機関（薬局）コード l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I ③電話番号

④保険医療機関（薬局）名 ⑤郵便番号
I　　　　l　　　　臨　　　　1　　　　臨　　　　I　　　　I　　　　　－I　　　　l　　　　l　　　　l　　　　l　　　　I　　　　I

⑥　保険医療機関（薬局）所在地

（支払基金分　　　　　　件）⑦保険薬局の場合、平成20年4月1日から平成21年3月31日まで
@　の間における請求件数

件
（国保連合会分　　　　　　件）

※受付印

（購入年月　日　）　　平成　　　　年　　　　月　　　　日⑧　レセコンを購入契約している場合、
@　購入年月日及び保守管理契約終了年月日 （保守管理契約終了年月日）　平成　　　　年　　　　月　　　　日

⑨　レセコンをリース契約している場合、
@　レセコンのリース期間の始期及び終期

平成　　　年　　　月　　　　日　～　　　年　　　　月　　　　日

（メーカー名）

⑩　レセコンのソフトメーカー名及びプログラム名称
（プロゲラム名称）

⑪備　　考



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《様式第3号》

【記入に当たっての説明】

ア．①欄は、貴医療機関（薬局）のレセコンの契約形態及び該当する区分にO印を付けること。

イ．②から⑥欄は、保険医療機関届・保険薬局指定申請書により届け出た記載内容を記入すること。

ウ．⑦欄は、貴薬局における当該期間の請求件数を記入すること。
　　また、当該件数の内訳（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会に提出した件数）も記入。

エ．⑧欄は、貴医療機関（薬局）において現在使用しているレセコンを購入した年月日及びそのレセコンの保守管理が終了する年月
　日を記入すること。

オ．⑨欄は、貴医療機関（薬局）において現在使用しているレセコンのリース期間の始期及び終期の年月日を記入すること。

カ．⑩欄は、ソフトメーカー名はレセコンのソフトメーカー名又はプログラムの作成者の氏名を記入し、プログラム名称はレセコン
　のソフトの名称及びシリーズ名を記入すること。

【添付書類の説明】

畳　　コ’　　　　　・　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　必　o　・　　こ　。

・　　　コ、　　1一　　　　・　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隊　蓼　、　　　こ

・オ、　、　　　　こ　　　　　　、　　｛　　　　△　　　　　　　　　　’　一　　　　　　、一撃　　　△　｛　し

ア．現在使用しているレセコンの購入年月日及び保守管理終了年月日を確認できる書類

イ．現在使用しているレセコンのリース期間の始期及び終期を確認できる書類

ウ．現在使用しているレセコンのソフトメーカー名又はプログラムの作成者の氏名、レセコンのソフトの名称及びシリーズ名を確認
　できる書類

【留意事項】

　本届出書提出後、リース契約又は保守管理契約の延長を行った場合は、再度届出が必要となりますので、忘れずに届出していただ
きますよう、よろしくお願いします。



《様式第4号》

　本医療機関（薬局）は、　「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令」附則第四条第五項の規定（※）に基づき、附

則第四条第五項第一号から第五号のいずれかに該当する保険医療機関・保険薬局であるため、下記のとおり届け出ます。

　■■■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一■■■一一一一一一一一一一一一■■■一一一一一一嗣一一■■■一一一■■じ一一一一一一一一一一一一一一ロ■■一一一■噛
1※　附則第四条第五項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　保険医療機関又は保険薬局のうち、次の各号に掲げるものに該当する旨をあらかじめ審査支払機関に届け出たものは、書面による請求を行うことができる。

●附則第四条第五項第一号　　（一号該当）

　　　電気通信回線設備の機能に障害が生じた保険医療機関又は保険薬局であって、当該障害が生じている間、電子情報処理組織の使用による請求ができないもの
●附則第四条第五項第二号　　（二・号該当）

　　　レセプトコンピュータの販売又はリースの事業者との間で光ディスク等を用いた請求に係る設備の設置又はソフトウェアの導入に係る契約を締結している
　　保険医療機関又は保険薬局であって、当該設置又は導入に係る作業が完了しておらず、完了するまでの間、光ディスク等を用いた請求ができないもの
●附則第四条第五項第三号　　（三号該当）

　　　改築のための工事中である施設又は臨時の施設において診療又は調剤を行っている保険医療機関又は保険薬局であって、当該施設において診療又は調剤を
　　行っている間、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求ができないもの
●附則第四条第五項第四号　　（四号該当）

　　　廃止又は休止に関する計画を定めている保険医療機関又は保険薬局であって、廃止又は休止までの間、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を
　　用いた請求ができないもの
●附則第四条第五項第五号　　（五号該当）

　　　その他電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を行うことが特に困難な事情がある保険医療機関又は保険薬局

』＿＿一＿＿＿ロ■＿＿一一＿一一一一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿・一＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿＿＿＿一一一一一一＿＿一一一一一＿＿＿＿一一＿■

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　（審査支払機関名）　御中　　　　　　　　 開設者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　⑰

①該当号　・　区分 （一号・二号・三号・四号・五号）該当 （医科病院・医科診療所・歯科病院・歯科診療所・薬局）

②医療機関（薬局）コード l　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　I

戟@　　　　　1　　　　　　騨　　　　　　I　　　　　　I　　　　　　I ③電話番号

④保険医療機関（薬局）名 ⑤　郵便番号　　　　I　I　l－l　I　l　I　　　　　　　　　　I　　　　l　　　　l　　　　l　　　　I　　　　l　　　　I

⑥　保険医療機関（薬局）所在地

⑦一一号に該当する場合、回線機能障害理由 ※受付印

⑧二号に該当する場合、レセプトコンピュータの販売又はリース
@の事業者及び電気通信事業者との契約日及び作業完了予定日

事業者との契約日　　　　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

作業完了予定日　　　　　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

⑨　三号に該当する場合、工事開始日又は臨時施設利用開始日
@及び終了予定日

工事又は臨時施設開始日　　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

工事又は臨時施設終了予定日　平成　　　　年　　　　月　　　　日

⑩四号に該当する場合、廃止又は休止予定日 廃止又は休止予定日　　　　　平成　　　年　　　月　　　目

⑪五号に該当する場合、特に困難な事情の内容

⑫備　　考



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《様式第4号》

【記入に当たっての説明】

ア．①欄は、貴医療機関（薬局）の附則第四条第五項第一号から第五号のいずれか該当する号及び該当する区分にO印を付けるこ
と。

イ．②から⑥欄は、保険医療機関届・保険薬局指定申請書により届け出た記載内容を記入すること。

ウ．⑦欄は、電気通信回線設備の機能障害により電子情報処理組織の使刷こよる請求を行うことができなくなった理由を記入する
　こと。ただし、その理由の判明が当該届出書を届出するまでに判明できない場合は、その旨を記入し、後日理由を提出すること。

エ．⑧欄は、当該事業者との契約日及び作業完了予定日を記入すること。

オ．⑨欄は、工事開始日又は臨時施設利用開始日及び終了予定日を記入すること。

カ．⑩欄は、廃止又は休止計画をしている予定日を記入すること。

キ．⑪欄は、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を行うことが困難である内容を記入すること。
　　ただし、恣意的な理由による内容は認められないので、注意すること。

【添付書類の説明】

・それぞれ該当する書類を必ず添付すること。
・ただし、下記ア、イ、オについて、当該届出書と同時に書類を添付できないやむを得ない事情がある場合は、その旨を記入し、
　後日提出すること。
・なお、書類漏れ等の不備がある場合は、届出書を返戻させていただく場合があります。

ア．一号に該当する場合、⑦欄に記入する理由を確認できる書類又は証明書

イ．二号に該当する場合、事業者との契約書の写しなど契約期間を証明できる書類

ウ．三号に該当する場合、改築などの工事の場合はその業者との契約書の写し、臨時施設利用の場合はその施設利用の契約書の
　写しなど、これらを証明できる書類

工．四号に該当する場合、廃止又は休止年月日を確認できる保険医療機関（保険薬局）廃止・休止・再開届の写しなど証明できる
　書類

オ．五号に該当する場合、困難な事情を確認できる書類がある場合はその書類



レセプトオンライン請求に関する省令改正等について

　先月、パブリックコメントを実施したレセプトオンライン請求に関する省令改正等につ

いて、いただいたご意見も踏まえて検討を行った結果、下記のとおり原案の見直しを

行い、11月25日、改正省令・告示が制定されました。

　パブリックコメントの実施状況及び原案からの主な修正点は以下のとおりです。

O意見募集期間　10月10日（土）～23日（金）

O意見総数　　2，220件（うち医療機関によるものが1，497件）

O主な意見（複数回答）
（1）レセプトオンライン化全般に関する意見（2，769件）

　　　・医療機関の自主性に委ねるべき、義務化撤回など　　1，006件

　　　・セキュリティ面に不安がある　　　　　　　　　968件

　　　・本業である診察に支障を来す　　　　　　　　　　　　140件

　　　・経済的負担が大きい、費用対効果が低い　　　　　　139件

（2）省令案の内容に関する具体的な意見　　（217件）

　　　・手書き請求は件数に関係なく免除すべきなど　　　　　86件

　　　※手書き＝レセプトコンピュータを使用せずに書面による行う請求のこと。

（1）　則となる請求方法について、オンライン請求のほか、　子　　による請求も

く理由＞

　パブリックコメントにおいて、請求方法がオンライン請求に限定されることにつ

いて多くのご意見をいただいたこと。また、電子媒体による請求であっても、医療

保険事務の効率化、医療サービスの質の向上等の政策目標は達成可能である

ため。

（2）手書きでレセプト作成している医 については、レセプト件　に　　らず、

引き重き　レセプトでの請求可能とする。（子レセプトヘの対応は努力 ）

＜理由＞
　パブリックコメントにおいて、手書きの医療機関はすべて引き続き紙レセプトを

認めるべき、件数基準を引き上げるべき等のご意見をいただいたこと。また、レセ

プトコンピュータを使用していない医療機関の多くは、今後も継続的に費用対効

果が見合わないと考えられるため。
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レセプトコンピュータの購入等に係る補助事業の実施等について

　　標記については、平成21年度補正予算において、保険医療機関及び保険薬局（以下「保

　険医療機関等」という。）におけるレセプトコンピュータの購入等に係る費用の補助制度を

　設けたところですが、当該補助制度に係る交付要綱及び実施要領を別添1及び別添2のとお

　り作成し、社会保険診療報酬支払基金理事長あて発出したところです。

　　また、当該補助制度の活用に当たり、レセプトコンピュータ（以下「レセコン」という。）

　等を購入する保険医療機関等に過度な負担が生じることのないよう、レセコン等の製造業者、

　販売業者においてレセコンの販売等に際し適切な対応を図っていただく必要があることか

　ら、これらの業者を会員とする保険医療福祉情報シス，テム工業会に対して、別添3（「レセ

　プトコンピュータ販売に関する要請について」平成21年11月12目付保総発1112第

　1号。）のとおり要請を行ったところです。

’　つきましては、当該補助制度が十分に活用され、レセプトの電子化・オンライン化が円滑

　に進むよう、貴会会員への周知方、よろしくお取り計らい願います。
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平成21年度医療施設等設備整備費（レセプトオンライン化

設備整備事業）の国庫補助について

　標記の国庫補助金の交付については、別紙r平成21年度医療施設等設備整備費補助

金（レセプトオンライン化設備整備事業）交付要綱」により行うこととされ、平成21

年5月29日から適用することとされたので通知する。



別　紙

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化

設備整備事業）交付要綱

　（通　則）

1　医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備整備事業）　（以下r補助

金」という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号（以下r適正化

法施行令」という。））及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年　厚生省
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働省
令第6号）の規定による．ほか、この交付要綱の定めるところによる。　　　　　　　●

　（交付の目的）

2　この補助金は、社会保険診療報酬支払基金（以下「基金」という。）が行う、保険

医療機関及び保険薬局において電子レセプトを作成するために準備する設備整備等に

係る費用に対する助成事業に対し補助を行うことにより、電子レセプトの推進を図る

　ことを目的とする。

　（交付の対象）

3　この補助金は、基金が行う次に掲げる事業（以下r事業∫という。）に要する経費

を交付の対象とする。

　（1）レセコン購入助成事業

　　　　保険医療機関及び保険薬局が行う、電子レセプトを作成するためのレセプト

　　　　コンピュータ（以下「レセコン」という。）の購入又は買い換えに対し、基金

　　　が平成21年10月28日保発1028第1号厚生労働省保険局長通知の別添

　　　　r平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施要領」　（以下r実施要領」と

　　　いう。）により行う助成事業。

　（2）　ソフトウェア導入等助成事業



　保険医療機関が行う、電子レセプトを作成するために必要なソフトウェアの

導入、既存レセコンに内蔵されているソフトウェアの設定変更又は傷病名コー

ド整理等の諸設定に対し、基金が実施要領により行う助成事業。

　（交付額の算定方法）

4　この補助金の交付額は、次により算定するものとする。ただし、種目ごとに算出さ

れた額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　（1）　次の表の第2欄に定める種目ごとに、第3欄に定める基準額と第4欄に定め

　　　　る対象経費の実支出額の合計額とを比較して少ない方の額を選定する。

　（2）　（1）により選定した額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

　　　　とを比鞣して少ない方の額に2分の1を乗じて得た額と、基金が助成した額の

　　　合計額とを比較して少ない方の額を選定し、その額の合計額を交付額とする。

1．区分 2．種目 3．基拳額 4．対象経費

医療施設等設

�ｮ備費

レセコン購入助成事

ﾆ費

53，949，940千円 レセコン購入助成事業の対

ﾛとなる備品購入費、初期設

阡

ソフトウェア導入等

武ｬ事業費

3，997，320千円 ソフトウェア導入等助成事

ﾆの対象となる備品購入費、

炎﨎ﾝ定費

　（交付の条件）

5　この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

　（1）　事業に要する経費の配分の変更（10％以内の変更を除く。）をする場合に

　　　　は、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。

　（2）　事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の

　　　承認を受けなければならない1

　（3）　事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければ



　　ならない。

（4）　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

　　は、速やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。

（5）　事業の遂行及び支出状況について厚生労働大臣の要求があったときは、速や

　　かにその状況を報告しなければならない。

（6）　事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入艮び支出につ

　　いて証拠書類を整理し、かっ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（事業の

　　中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の

　　終了後5年間保管しておかなければならない。

（7）　基金は、国から概算払によりレセコン購入助成事業及びソフトウェア導入等

　　助成事業に係る補助金の交付を畳けた場合には、当該概算払を受けた助成金に

　　相当する額を、遅滞なく保険医療機関及び保険薬局に交付しなければならない。

（8）　基金が補助金を財源の全部又は一部として、保険医療機関及び保険薬局に助

　　成金を交付する場合は、次に定ある条件を付さなければならない。

　①　事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、基金の理事長の

　　承認を受けなければならない。

　②　事業を中止し、又は廃止する場合には、基金の理事長の承認を受けなければ

　　ならない。

　③　事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

　　は、速やかに基金の理事長に報告してその指示を受けなければならない。

　④　事業の遂行及び支出状況．について基金の理事長の要求があったときは、速や

　　かにその状況を報告しなければならない。

　⑤　事業により取得し、又は効用砂増加した価格が30万円以上の機械及び器具

　　については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条

　　第1項第2号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、基

　　金の承認を受けないで、この助成金の交付の目的に反して使用し、’譲渡し、交

　　換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。

　⑥　基金の承認を受けて⑤に定めた財産を処分することにより収入があった場合



　　　には、その収入の全部又は一部を基金に納付させることがある。

　　⑦事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

　　　ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ら

　　　なければならない。

　⑧　事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

　　　いて証拠書類を整理し、かっ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（事業の

　　　中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の

　　終了後5年間保管しておかなければならない。

　⑨　①から⑧までの条件に違反した場合は、助成金の全部又は一部を基金に返納

　　　させることがある。

（9）　（8）の条件に基づき基金が承認し、又は指示する場合には、あらかじめ厚生

　　労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。

（10）　基金は、厚生労働大臣の承認を受けて（8）の⑤に定めた財産を処分するこ

　　とに去り保険医療機関及び保険薬局から収入があった場合にな、その納付額の

　　全部．又は一部を国庫に返納させることがある。

（11）　この補助金に係る補助金の交付と他の法律又は予算制度に基づく国の負担若

　　しぐは補助金を重複して受けてはならない。

（12）　基金においては、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこ

　　の補助金にかかる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合

　　は、別紙様式第3により速やかに厚生労働大臣に報告しなければならない。

　　　また、厚生労働大臣は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に

　　係る仕入控除税額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

（13）　基金は、　（8）の⑨により保険医療機関及び保険薬局から返納があった場合

　　には、その納付額の全部又は一部を国庫に返還させることがある。

　（申請手続）

6　この補助金の交付の申請は、別紙様式第1による申請書を平成21年10月30日

までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。



　（交付決定までの標準的期間）

7　厚生労働大臣は、6に定める申請書が到達した日から起算して原則として30日以

内に交付の決定を行うものとする。

（補助金の概算塾）

8　国は、原則として支払うべき額を確定した後、基金が提出する精算払請求書に基づ

いて支払いを行う。この場合において、国は、基金から適法な精算払請求書を受理し

てから速やかにこれをしなければならない。

　　ただし、基金が、概算払による支払を要望する場合は、国は、基金の資力、補助事

業の内容及び事務の内容等を勘案し、真にやむを得ないと認めた場合には、これを財

務大臣に協議し、承認が得られた場合には概算払をすることができる。

　（実績報告）

9　この補助金の事業実績報告は、事業完了後別紙様式第2による事業実績報告書に関

係書類を添えて、平成22年4月9日（5の（3）により事業の中止又は廃止の承認

　を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して1か月を経過した日）ま

でに厚生労働大臣に提出して行わなければならない。

　（補助金の返還）

10厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその額を超

　える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に

　返還することを命ずる。

　（その他）

11特別の事情により4、6及び9に定める算定方法及び手続きによる。ことができない

　場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものとす

　る。



別紙様式第1

発翰番号

平成　　年　　月 日

厚生労働大臣　　（氏　名）殿

社会保険診療報酬支払基金

　理事長（氏　名）　　　　印

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化

設備整備事業）の交付申請にづいて

　標記について、次のとおり国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申

請するg

　1　国庫補助申請額　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

2　平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備

　整備事業）所要額調書（別紙1）

3　平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備

　整備事業）所要額内訳（別紙2）

4　添付書類

　・社会保険診療報酬支払基金が作成した助成金交付要領

　・平成21年度収入支出予算書（又は見込書）の抄本

　・その他参考となるべき資料



別紙様式第2

発翰番号

平成　　年　　月 日

厚生労働大臣　　（氏　名）殿

社会保険診療報酬支払基金

　理事長（氏　名）　　　　印

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化

設備整備事業）の事業実績報告について

標記について、次のとおり関係書類を添えて報告する。

1　国庫補助精算額

2　平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化

　設備整備事業）所要額精算調書（別紙1）

3　平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化

　設備整備事業）所要額精算内訳（別紙2）

4　添付書類

　・平成21年度収入支出決算（見込）書の抄本

　・その他参考となるべき資料



別紙様式第3

番　　　　　号

年　　月　　目

厚生労働大臣　殿

　　　　　　　　　　　「層一調■葡鱈一ロ■■塵一一り
　　　　　　　　　　　曹　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　ロ

社会保険診療報酬支払齢『印i
　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　I
　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　し
　　　　　　　　　　　，＿一＿＿一＾r疇一一1

平成21年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　平成　　年　　月　　日厚生労働省　　第　　　　　号で交付決定を受けた平

成21年壌医療施設等設備整備費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額については、下記のとおり報告する。

　1　施設の種類及び名称

　2　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第17
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ’
　　9号）第15条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

　3　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る

　　仕入控除税額（要返納相当額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

　4　添付書類

　　3の消費税及ぴ地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等



別紙1

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備整備事業）所要額調書

区分 種目 総事業費

@A

寄付金その他
ﾌ収入見込額

@　B

差引額

b（A－B）

対象経費の

x出予定額

@　D

基準額

@E

基金が助成し
ｽ額の合計額

@　　F

補助基本額

@　G

補助金

蒲v額

@H
レセコン購入助成

@　事業費
医療施設等

ﾝ備整備費
ソフトウェア導入等
@　助成事業費

計

（注1）「補助基本額G』欄には・「差引額C』欄と「対象経費の支出予定額D』欄とr基準額E」欄を比較して、最も少ない額に2分の1を乗じて得た額と、
　　　r基金が助成した額の合計額F』とを比較して少ない方の額を記入すること。
（注2）　「補助金所要額H』欄には、『補助基本額G』欄において千円未満の端数が生じた場合には切り捨てた金額を記入すること。



別紙2

　平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備整備事業）所要額内訳

区分 種目 対象機関数 対象経費φ支出予定額 基金の助成予定額

医療施設等設備整備費

レセコン購入助成事業費

円 円

ソフトウェア導入等
@　助成事業費

円 円

計

円 円



別紙1

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備整備事業）所要額精算調書

基金が助成

区　分 種目 総事業費
寄付金その他
ﾌ収入見込額 差引額

対象経費の

ﾀ支出額 基準額
した額の

㈹v額 補助基本額
補助金

蒲v額
補助金交付

@決定額
補助金

��z
補助金

ﾟ不足額

A B、 　o
iA－B）

D E F G H 1 J 　K
iJ－H）

レセコン購入
助成事業費

医療施設等
設備整備費

ソ7トウェア
導入等助成
事業費

計

（注1）「補助基本額G』欄には・「差引額C』欄・「対蒙経費の実支出額D」欄及びr基準額E」欄の額を比較して、最も少ない額に2分の1を乗じて得た額と、
　　　『基金が助成した額の合計額F」とを比較．して少ない方の額を記入すること。を記入すること。．

（注2）『補助金所要額H』欄には、『補助基本額G」欄において千円未満の端数が生じた場合には切り捨てた金額を記入すること。



別紙2

平成21年度医療施設等設備整備費補助金（レセプトオンライン化設備整備事業）所要額精算内訳

区分・ 種目 対象者数 対象経費の実支出額 基金の助成実績額

レセコン購入恥成事業費

円 円
医療施設等
ﾝ備整備費

ソフトウェア導入助成事業費

円 円

計

‘円 円



鵬レ 別添2

保・発1028第1号
平成21年10月28目

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿
　　　　　　　㌶獅
　　　　　　　1難鍵

厚生労働省保険鰹脈険
　　　　　　　縞鍵§

平成21年度医療施設等設備整備費助成事業の実施について

　標記については、平成21年10月28日厚生労働省発保1028第1号により厚生

労働事務次官から貴職あて平成21年度医療施設等設備整備費補助金交付要綱（以下r交

付要綱」どいう。）が示されたところであるが、本事業の実施に当たっては、下記の事

項に留意のうえ、事業の推進にご配意願いたい。

　なお、別添のとおり「平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施婁領（以下r実

施要領」という。）を示すので、当該実施要領に基づき実施願いたい。

記

助成の対象となる範囲については、次のとおりとすること。

（1）レセコン購入助成事業

　　ア　レセプトコンピュータ（以下rレセコン」という。）購入に係る契約書、納

　　　品書及び領収書のない申請については、認めないこと。

　　イ　既にオンライン請求又は電子媒体による請求を行っている場合を除き、自ら

　　　オンライン請求を行うためのオンライン開始届若しくは代行送信を行うための

　　　届出又はレセ電開始届のいずれかが提出されていない場合は、認めないこと。

　　ウ　本実施要領に規定されている設備整備以外の設備整備事業は該当しないこ

　　　と。



　エ　レセコン購入助成事業の申請の対象となる項目については、次のとおりとす

　　　る。ただし、月々のサポート経費等は助成対象とし：ない。

　　①　レセコン購入（既にレセ電対応済みの医科診療所及び保険薬局については

　　　　レセコンの買い換え）

　　②①に伴う初期設定及び送信用パソコンの購入

　オ助成の対象期間は平成21年5月29日から平成22年3月31日までの間

　　に、レセコン購入事業の契約を行ったものであること。

　カ　レセコン購入助成事業の申請については、一度のみとする。

　キ　既対応の医科診療所及び保険薬局については、レセコンの買い換えを対象と

　　し、増設の申請は認められない。また、申請に当たっては、既存のレセコンの

　　処分に係る証明書を必ず添付すること。

（2）ソフトウェア導入等助成事業

　ア　ソフトウェア導入に係る契約書、納品書及び領収書のない申請については、

　　認めないこと。

　．イ　自らオンライン請求萱行うためのオンライン開始届若しくは代行送信を行う

　　ための届出又はレセ電開始届のいずれかが提出されていない場合は、認めない

　　こと。

　ウ　この助成金による、本実施要領に規定されているソフトウェア導入等以外の

　　事業は該当しないこと。

　エ　ソフトウェア導入等助成事業の申請の対象となる項目については、次のとお

　　りとするもただし、月々のサポート経費等は助成対象としない。

　　①　電子』レセプト作成するた勘に必要なソフトウェア導入及びそれに伴う初期

　　　設定

　　②　既存レセコンに内蔵されているソフトウェアの設定変更、傷病名コード整

　　　理等のソフトウェアの導入を伴わない諸設定

　　③　①、②に伴う送信用パソコンの購入

　オ　助成の対象期間は平成21年5月29日から平成22年3月31日までの間

　　に、ソフトウェア導入事業の契約を行ったものであること。

　カ　ソフトウェア導入等助成事業の申請については、一度のみとする。



別　添

平成21年度医療施設等設備整循費助成金実施要領

第1　目的

　　本実施婁領は、医療施設等設備整備費助成事業の実施に関する基本的な事項を定め

　るものである。

第2　医療施設等設備整備費助成事業

　　本実施要領における医療施誰等設備整備費助成事業とは・像険医療機関及び保険薬

　局（療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令上、義務化期限が

　到来していないこと等により、レセプト提出の形式がオンラインによる方法に限定さ

　れない保険医療機関及び保険薬局を含む。）が電子レセプトを作成するために準備す

　る設備整備に係る費用の負担に対して、社会保険診療報酬支払基金（以下r基金」と

いう。）が行う助成事業であり、医療施設等設備整備費助成事業の対象となる事業（以

　下「事業」という。）については、以下に示すとおりである。

第3　助成の対象となる事業

　1　対象事業

　（1）レセプト電算処理システム（以下「レセ電」という。）が未対応である保険医

　　　療機関及び保険薬局において、電子レセプトを作成するためのレセプトマンピュ

　　　ータ（以下「レセコン」という。）の購入、レセ電が対応済である医科診療所及

　　　び保険薬局のレセコンの買い換え（増設等買い換え以外は認められない）に係る

　　’事業（以下rレセコン購入助成事業」という。）

　（2）保険医療機関において、電子レセプトを作成するために必要なソフトウェアの

　　　導入又は既存レセコンに内蔵のソフトウェアの設定変更若しくは傷病名コード整

　　　理等の諸設定（以下「ソフトウェア導入等」という。）に係る事業（以下「ソフ



トウェア導入等助成事業」という。〉

第4　助成額の算定方法

　1　事業に係る助成単価の上限額及ぴ助成割合

　　　この助成金の交付額は、次により算定するものとする。ただし、算出された合計

　　額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　（1）　別表1、2の1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める基準額と第3欄に定

　　　　める実支出額に2分の1を乗じて得た額とを比較して少ない方の額を選定す

　　　　る。

　（2）　　（1）によ’り選定した額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額

　　　　に2分の1を乗じて得た額とを比較して少ない方の額を交付額とする。

①レセコン購入助成事業

《別表1》

1．区分 2．基準額 3．実支出額

病院 2，500千円 レセコンの購入、初期設定及呑送信用パソコ

唐ﾉ要した実支出額・

医科診療所 500千円 レセコンの購入、初期設定及ぴ送信用パソコ

唐ﾉ要した実支出額

歯科診療所 500千円 レセコンの購入、初期設定及び送信用パソコ

唐ﾉ要した実支出額

調剤薬局 500千円
レセコンゐ購入、初期設定及び送信用パソコ

唐ﾉ要した実支出額

②ソフトウェア導入等助成事業

《別表2》

1．区分 2．基準額 3．実支出額



病院 500千円 ソフトウェア導入等、初期設定及び送信用パ

¥コンに要した実支出額　　　　　　　　　，

豊医科診療所
400千円 ソフトウェア導入等、籾期設定及び送信用パ

¥コンに要した実支出額

歯科診療所 400千円 ソフトウェア導入等、初期設定及び送信用パ

¥コンに要した実支出額

第5　交付の条件

　　　基金が事業に対して国からの補助金を財源の全部又は一部として、助成金を交付

　　する場合には、事業を実施する者に対して、次の条件を付さなければならない。

　（1）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、華金の理事長の承

　　　認を受けなければならない。

　（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、基金の理事長の承認を受けなければな

　　　らない。

　（3）事業が予定の期間内に』完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

　　　速やかに基金の理事長に報告してその指示を受けなければならない。

．（4）事業の遂行及び支出状況について基金の理事長の要求があったときは、速やか

　　　にその状況を報告しなければならない。

　（5）事業により取得し、又は効用の増加した価格が30万円以上の機械及び器具に

　　ついては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第14条第1

　　項第2号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、基金の承

　　認を受けないで、この助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

　　　し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。

　（6）基金の承認を受けて（5）に定めた財産を処分することにより収入があった場

　　合には、その収入の全部又は一部を基金に納付させることがある。

　（7）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後において

　　も善良な管理者の注意をもって管琿するとともに、その効率的な運営を図らなけ

　　ればならない。

　（8）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい



　て証拠書類を整窪し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止

　．又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後

　5年間保管しておかなければならない。

（9）基金は、国から概算払いによりレセコン購入助成事業及ぴソフトウェア導入等

　助成事業に係る補助金の交付を受けた場合には、保険医療機関及び保険薬局から

　請求がある都度、申請書の審査を行い、遅滞なく保険医療機関及び保険薬局に交

　付しなければならない。

（10）　（1）から（8）までの条件に違反した場合は、助成金の全部又は一部を基金

　に返納させる二とがある。

第6　申請手続き

　　　この助成金の交付の申請は、次により行うものとする。

　（1）レセ電未対応の保険医療機関及び保険薬局は、レセコン購入に係る助成申請又

　　　はソフトウ午ア導入等に係る助成申請（保険薬局を除く）の場合は、別紙様式第

　　　1－1による申請書を基金の理事長が別に定める日までに基金に提出して行うも

　　　のとする。

　（2）レセ電対応済み医科診療所及び保険薬局は、レセコン買い換えに係る助成申請

　　　の場合は、別紙様式第1－2による申請書を基金の理事長が別に定める日までに

　　　基金に提出して行うものとする。

第7　交付の決定及び通知

　　　この助成金の交付の決定及び通知は、次により行うものとする。

　1　基金は、レセコン購入又は買い換えに係る助成金の交付の申請があったときは、

　　当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成事業の

　　目的及び内容が適’正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し、

　　助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに別紙様式第2－1により助成金

　　の交付の決定を通知するものとする。

　2　基金は、ソフトウェア導入等に係る助成金の交付の申請があったときは、当該申

　　請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成事業の目的及



び内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を調査し、助成

金を交付すべきものと認めたときは、速やかに別紙様式第2－2により助成金の交

付の決定を通知するものとする。

第8　申請の取下げ

　1　この助成金の申請の取下げは、次により行うものとする。

　（1）レセコン購入又は買い換えの助成金の交付の申請をした保険医療機関及び保険

　　　薬局は、助成金の交付の決定の通知を受領した場合において、当該通知に係る助

　　　成金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、基金の理

　　　事長が別に定める期日までに別紙様式第3－1により申請の取下げができるもの

　　　とする。

　（2）ソフトウェア導入等の助成金の交付の申請をした保険医療機関は、助成金の交

　　　付の決定の通知を受領した場合において、当該通知に係る助成金の交付の決定の

　　　内容又はこれに付された条件に不服があるときは、基金の理事長が別に定める期

　　　日までに別紙様式第3－2により申請の取下げができるものとする。

　2　申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の決定はなかったものとみ

　　なす。

第9　決定の取消し

　1　基金は、保険医療機関及び保険薬局が助成金を他の目的に使用し、助成金の交付

　　の決定の内容若しくはこれに付された条件その他法令若しくはこれに基づく所轄庁

　　の処分に違反したとき、又は基金に提出した助成金の算定の基礎となる資料につい

　　て故意若しくは重大な過失により事実と異なる報告をしたと認められるとぎは、助

　　成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　2　基金は、保険医療機関及び保険薬局が基金に提出した助成金の算定の基礎となる

　　資料について故意若しくは重大な過失以外の事情により事実と異なる報告をしたと

　　認められるとき、又はその他の事情により所要の措置を講ずる必要があると認めら

　　れるときは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。



第10　助成金の返還

　　　基金は、助成金の交付の決定を取消した場合において、助成金の当該取消しに係

　　る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命

　　ずるものとする。

第11．延滞金

　1　基金は、保険医療機関及び保険薬局が助成金の返還の命令を受け、これを納付す

　　べき期限までに納付し塗かったときは・助成金の受領の日から納付の日までの日数

　　に応じ、返還すべき額につき年5．0％の割合で計算した延滞金を納付させるもの

　　とする。

　2　1の年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合

　　とする。．

　3　1により延滞金を納付しなければならない場合において、保険医療機関及び保険

　　薬局の納付した金額が返還すべき助成金り額に達するまでは、その納付金額は、ま

　　ず延滞金の額に充てられたものとする。

第12備え付け帳簿等

　　　基金は、補助金台帳を備え、保険医療機関及び保険薬局ごとに交付した助成金の

　　額、交付期日、その他必要な事項を記載するものとする。



別紙様式第1－1

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

（案）

未対応用

　　　　　　発翰番号

，灘、，，醸，調

所在地　　×x××x××××××
申請者名　××××××x××××　㊥
電話番号　X×××××××XX　X

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　　②ロレセ電に対応していない。
③ロオンライン開始届又は代行送信の届若しくはレセ電開始届を平成口口年□日月に提出した。
　　＊オンライン届等の提出がなければ交付申請が認められません
【助成申請の計　内訳等】

④ロレセコン購入事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

　　【総事業費1
　レセコン本体費用　①

初期設定費用

送信用パソコン費用

②
③

総事業費計　　A

寄付　その他
　　　植　　　　B

塵］c（年B）

＊①＋②＋③の合計額

■　，　　一

，000

円

円

円

円

円

團

円

圃

D　　　　　　　　　　　円

＊Cの額X1！2（千円未満切捨て）

E

國　　F
（助成額・交付額）

X×XXXX×円

　　　　　　，000　円

＊D・Eを比較して低い額

⑤ロソフトウェア導入等事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所】

　　【総事業費】

　ソフトウェア等費用①

初期設定費用　　　②

送信用ハ’ソコン費用③

計　　A

円

円

円

総

付金その他
の加入循　　　　B

圃C（A－B）

＊①＋②＋③の合計額

，000

@　　　A　－　－

円

円

國 D

円

團
圃

円

（助成額・交付額♪

E

F

＊Cの額×112（千円未満切捨て）

×××××××円

，000　円

＊D・Eを比較して低い額

＊助成を受けるには、契約書、納品書、領収書が必要です。これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に、Aのr総事業費計」欄は、‘契約書等に①レセコン本体費用（ソフトウェア等費用）や②それに係る初期設
定費用及び③オンライン送信用パソコン以外のプリンタ及び月々のサポート経費などが含まれている場合、①・
②・③以外は補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

た上で申請します。

なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　平成　　年　　月　　日　（申請者）　　　　　　　　　　　　　㊥

【助成金振込口座登録】

　　　⑧ロ診療【調剤1報酬の振込口座を利用する。
　　　⑨□振込口座を別に指定する。

　　　　　注：診療（調剤）報酬の振込口座と別に振込先を指定する場合は、お手数ですが「平成21年度　医療施

　　　　　　　設等設備整備助成金振込口座登録票」を支払基金ホ」ムページ（htt：／／WW．ssk．OL’）からダウ

　　　　　　　ンロードするか、各都道府県の支払基金支部に申し出て入手してください。



別紙様式第1－1

受理番号

未対応用

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

鞭鍔鳴妻国
申請者名　×x×x×××××××　㊥
電話番号　××X××X×××X×

提
出
用
（
入
力
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　　②ロレセ電に対応していない。

③ロー昼又は塑屋若しくは北壁昼を平成口口年ロロ月に提出した。
　　＊オンライン届　の　出がなければ付申請が認められません
【助成申請の計算内訳等1

④ロレセコン購入事業助成金交付申請

@（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

@【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

⑤ロソフトウェア導入等事業助成金交付申請

@（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

@【病院・医科診療所・歯科診療所】
　【総事業費】

激Zコン本体費用　①

炎﨎ﾝ定費用　　　②

乱M用パソコン費用　③

　【総事業費】

¥フトウェア等費用　　①

炎﨎ﾝ定費用　　　②

乱M用パソコン費用　③

総事業計　　A
　一　甲｝　　　　■

枚@＋②＋③の合計額

総事業費計　　A

＊①＋②＋③の合計額

・金その他の碗入麺　　　B 寄｛・金その
ﾌ的　　　　　　B

円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円

E璽匿］c（A弔）　　　　　　　　　　　　轟、一．■　－壁　　　　　轟　甲　　　　　．■　　　A　曙　一

000
　　　　，000一　　　　『’　一　－　　．．．　甲’　一　A　　　・　駒　　．　甲　－

画　　D

綜｣］　　E

＊Cの額×1！2（千円未満切捨て｝
＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

×××X×××

国難コC（A－B）

｠璽璽］　　D

ｧ藍］　E

ﾞ　　F
i助成額・交付額♪・

　×X×X××X
f”　　■　・　　　　　A　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　■　■・　一

・　■　｝　　　■甲一　一　　　辱　　響’■■■甲’

圃　　F
i助虞額・交付額）

　　　　　，000

魔c・Eを比較して伝い額

　　　　　，000

魔c・Eを比較して低い額

⑥□交付決定情報

査定額

（④のDの額） ，000

，ooo 口1：総事業費多

⑦ロ不交付決定情報　　ロ1二交付予定額終了

　　　　　　　　　　　（⑤のDの額）

　　　　　　　　　　　　　　　ロ2：助成金申請額誤り

　　　　□3：その他（理由：　　　　　　）

ロ2：補助対象期間外　ロ3：補助対象物外

（理由：　　　　　）　（理由：　　　　　）

，000

【助成金振込口座登録】

　　　⑧□診療【調剤】報酬の振込口座を利用する。

　　　⑨ロ振込口座を別に指定する。



別紙様式第1－1

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

未対応用

発翰番号

平成　　年　　月 日

都道府県番号口亙］点数表コード［二頑

離難関コ妓、騙×
申請者名×××××x×××x×㊥
電話番号　××××X　X　X××××

提
出
用
（
審
査
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　　②ロレセ電に対応していない。
③ロu猫霧離墓繍権鰐縫婁驚細年口口月に提出嚥
【助成申請の計算内訳等】

gロレセコン購入事業助成金交付申請
@（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

@【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

⑤ロソフトウェア導入等事業助成金交付申請

@（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

@【病院・医科診療所・歯科診療所】

　【総事業費1

激Zコン本体費用　①

D初期設定費用　　②

乱M用パソコン費用　③

　【総事業費】．ソフトウェア等費用　　　①

炎﨎ﾝ定費用　　　②

乱M用パソコン費用　　③

総　　　計　　A 　う

枚@集②＋③の合計額

総事業費計　　A

＊①＋②＋③の合計額

寄付金その他　の　入植　　　　B

円
円
円
円
円
●
円
円
円
’
円

寄付金その他　の四人請　　　　B

円
円
円
円
円
円
円
円
円

一　　　　一

，000

E嚢麗］C（A－B）

錘｣］　　D ，000

團C（A－B）

m璽璽コ　D

｣　　E

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て） ＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

×××××××

團
×××××××

E
F

圃　　F
i助成額・交付額）

　　　　　　，000
@　・　　　A　　　　　■　　　　　　　　　　　－　　　A　　■■一

魔c・Eを比較して低い額

圃（助成額・交付額）
　　　　　，000
@－　－　　■　　　　一

魔c・Eを比較して低い額

＊助成を受けるには、契約書、納品書、領収書が必要です。これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に．Aのr総事業費計」欄は、契約書等に①レセコン本体費用（ソフトウェア等費用）や②それに係る初期設
定費用及び③オンライン送信用パソコン以外のプリンタ及ぴ月々のサポート経費などが含まれている場合、①・
②・③以外は補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

た上で申請します。

なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　平成年月日（申請者）　　　　㊥
【助成金振込口座登録】

　　　⑧□診療【調剤】報酬の振込口座を利用する。

　　　⑨ロ振込口座を別に指定する。
　　　　　注：診療（調剤）報酬の振込口座と別に振込先を指定する場合は、お手数ですがr平成21年度　医療施

　　　　　　　設等設備整備助成金振込口座登録票』を支払基金ホームページ（一）からダウ
　　　　　　　ンロードするか、各都道府県の支払基金支部に申し出て入手してください。



別紙様式第1－1

契

約

書

糊付け位置

提
出
用
（
審
査
）

用
応
対
未

面
裏

納

・
印

書

糊付け位置

領

収

書

糊付け位置

そ

の

他

糊付け位置
　医療機関等において、オンライン届又は代行送信の届若しくにレセ電開始届の（写）を

保管している場合添付願います。

上記の証拠書類は原本を原則としますが、原本の提出が困難な場合は、業者等が

証明した写でも差し支えありません。



別紙様式第i－1

受理番号 　　　　第
平成　　年　　月

号
日

社会保険診療報酬支払基金あて

輩
粛
名
号

灘
在
藩

都
点
医
所
申
電

㊥

平成21年度　医療施設等設備整備助成金振込口座登録票

　標記助成金の振込口座については、診療（調剤）報酬の振込口座とは別に指定することとし、次の振

込口座を指定します。

i　i　i　i　i i　l纏．… i　i纏…i…
金融機関名

銀行・組合

煬ﾉ・農協
i　l　l　l…：
c…i　l　i

　l　l…戟@l　l　i
蚕
…
碁i　i　i　i　i

支店名
支店

科　　目 1　普通 2　当座 3　その他 口座番号 …
i
…
… i
…

…
…

垂
…
！

垂
i
：

受取人
i　i：
戟@i．l　l　i

i　i　i　i 垂
…
i　i　i　l　i　i　i …l　l　i　i……1 …

…　i

戟@l
…
…

（口座名義人〉

作成　要領

1　「都道府県番号」は、下表の「都道府県番号」に基づき記載してください。

2　「点数表コード」は、下表の「点数表コード」に基づき記載してください。

3　r金融機関名」ほか振込口座に関係する事項は、記載誤り歩ないよう確実に記載してください。

4　r科目」の欄は、該当する番号をOで囲んでください。
5　r口座番号」の欄は、右詰めで記入し、口座番号が6桁以下の場合は、空欄に「0」と記入して

　ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
6　「受取人（口座名義）」の欄は、法人名が含まれる場合、フリガナも併せて記入してください。

7　rフリガナ』の欄は、カタカナで記入してください。（30字以内となり、濁点・半濁点もそれ

　ぞれ1字分となります。）

道
森
手
械
田
形
島
城
木
馬

海北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

0
A
U
O
O
ハ
U
O
O
O
《
∪
¶
⊥

玉
葉
東
川
潟
山
川
井
梨
野

　
　
　
奈

埼
千
東
神
新
富
石
福
山
長

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
2

【都道府県番号】

阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山

　
　
　
　
　
　
　
　
　
歌

岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

2
2
2
2
2
2
2
2
2
3

取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡

鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福

31

R2
R3

宸
R
5
3
6
3
7
3
8
3
9
4
0

賀
崎
本
分
崎
島
縄

　
　
　
　
　
児

佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

41

S2
S3

K
4
5
4
6
4
7

【点数表コード】

科
科
剤

医
歯
調
1
3
4



別紙様式第1－2

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長殿

（案）

既対応用

　　　　　　発翰番号

鞭垂準』』国
申請者名

電話番号

㊥

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　②ロレセ電に対応していない。

③ロオンライン開始届又は堕屋若しくは蜷昼を平成口口年口口月に提出した。
　＊オンライン届　の提　がなければ交付申請が、められません
④ロ買換のための購入（前回購入年月：口口年ロロ月）。．⑤□増設のための購入。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、．処分に係る証明書を必ず添付すること。
【助成申請の計算内訳等】

）、□未処分。

⑦ロレセコン購入事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【医科診療所・薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用①

　初期設定費用　　　②

　送信用ハ●ソコン費用一③

総事業費計　　A

・円

円

円．

円

＊①＋②＋③の合計額

寄付　その
　の血　蒲 B

團。俳B）

，000

円

團

円

圃

D　　　　　　　　　　　円

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

E ×X　X　X　X××

圃　　F　　　　，ooo
（助成額・交付額）　＊D．Eを比較して低い額

円

円

＊助成を受けるには、契約書、納品書》領収書及び既存レセコンの処分に係る証明書が必要です。

これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻レ、再申請を求めることになります。
特に、Aの下総事業費計』欄は、契約書等に①レセコン本体費用、②それに係る初期設定費用、③オンライン送
信用パソコン購入費用以外のプリンタ購入費用及び月々のサポート費用などが含まれてい6場合、①・②・③以
外は補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

た上で申請します。

なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　平成　　年　　月　　日　（申請者）　　　　　　　　　　　　　㊥

【助成金振込口座登録】

　　　⑪ロ診療【調剤】報酬の振込口座を利用する。

　　　⑫ロ振込口座を別に指定する。
注：5枚目のr平成21年度　医療施設等設備整備助成金口座登録票」に必要事項を記載の上、提出してください。



別紙様式第1－2

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

既対応用

轍騨・暫ド【コ
申請者名　　　　　　　　　　　　㊥
電話番号

提
出
用
（
入
力
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①口既にレセ電に対応している。　②ロレセ電に対応していない。

③ロー昼又は代行送信の届若しくはと塵昼を平成口口年口口月に提出したα
　＊オンライン届等の提出がなければ交付申請が認められません
④□買換のための　入（前回購入年月：口口年口口月）。　5口増設のための購入。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、処分に係る証明書を必ず添付することも
【助成申請の計算内訳】

一）、ロ未処分。

⑦ロレセコン購入事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【医科診療所・薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用　①

　初期設定費用　　　②

　送信用ハ●ソコン費用③

総事業費計　　A

円

円

円

円

＊①十②十③の合計額

寄付金その他
の斑入額　　　　B

［璽蚕］c佃）

，000

円

團

円

園
圃

D　　　　　　　　　　　円

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

E ××X××X×

F ，000

（助成額・交付額）　＊D．Eを比較して低い額

円

円

⑧口交付決定情報 助成額（⑦のDの額） ，000

査定額

⑨ロ不交付決定情報　　［コ1：交付予定額終了

，000　ロ1：総事業費集計誤り　口2：助成金申請額誤り

　　　　口3：その他（理由：　　　　　）

□2：補助対象期間外　□3：補助対象物外

（理由：　　　　　）　（理由：　　　　　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑩口診療【調剤】報酬の振込口座を利用する。

　　　⑪ロ振込口座を別に指定する。



’別紙様式第1－2

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

既対応用

平成　　年　　月 日

轍騨・讐ド目
申請者名　　　　　　　　　　　　㊥
電話番号

提
出
用
（
審
査
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

1オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　②ロレセ電に対応していない。

③ロオンライン開始届又は塑昼若しくは蝦昼を平成口口年口口月に提出した。
　＊オンライン届　の提出がなければ付申請が認められません
④□買　のための購入（前回購入年月：口口年口口月）。　5ロ増設のための購入。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、処分に係る証明書を必ず添付すること。
【助成申請の計算内訳等】

）、ロ未処分。

⑦ロレセコン購入事業助成金交付申請
　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）
　【医科診療所ぎ薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用①

　初期設定費用　　　②

　　　　　　ナ　送信用ハ●ソコン費用③

A
■・　　」 ・

＊①＋②＋③の合計額、

A■　■

，000

円

円

円

円

・　その
の　入緬 B

E翻。（Aお）

円

團

円

『［翻

圃

D　　　　　　　　　　　円

＊Cの額×112（千円未満切捨て）

E X×X×××X円

F ，000　円

（助成額・交付額）　＊D・Eを比較して低い額

＊助成を受けるには、契約書、納叩　、　　　　　　　レセコンの　　こ、証　　力必要です。

これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に、Aのr総事業費計』欄は、契約書等に①レセコン本体費用、．②それに係る初期設定費用、③オンライン送
信用パソコン購入費用以外のプリンタ購入費用及び月々のサポート費用などが含まれている場合、①・②・③以
外は補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

た上で申請します。

なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　平成　　年　　月　　日　（申請者）　　　　　　　　　　　　　㊥

【助成金振込口座登録1

　　　⑩ロ診療【調剤】報酬の振込口座を利用する。

　　　⑪ロ振込口座を別に指定する。

注：5枚目のr平成21年度　医療施設等設備整備助成金口座登録票」に必要事項を記載の上、提出してください。



別紙様式第1－2

契

約

書

糊　付　け位　置

提
出
用
（
審
査
）

用
応
対
既

納

品

書

糊　付　け位置

領

収

書

糊　付　け　位　置

処
分
証
明
書

糊付け位置
　医療機関等において、オンライン届又は代行送信の届若しくはレセ電開始届の（写）を

保管している場合添付願います。

上記の証拠書類は原本を原則としますが、原本の提出が困難な場合は、業者等が

証明した写でも差し支えありません。



別紙様式第1－2

受理番号 第 　　号
平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金あて

雛
繕
都
点
医
所
申
電

㊥

平成21年度　医療施設等設備整備助成金振込口座登録票

　標記助成金の振込口座については、診療（調剤）報酬の振込ロ座とは別に指定することとし、次の振

込口座を指定します。

i　l　ii　蓄　1 　　　…福堰@l　　　3
l　l　i　i　i　i　i　i　l　i

金融機関名
銀行・組合

煬ﾉ・農協
l　i　i：…l　l　！　韮　i

l　l
i　i　i　i　l　i　i　i　l　i

支店名
支店

科　　目 1　普通 2 当座　　3　その他 口座番号 量
…
董

… …
妻
垂
垂

垂
…
妻
…
…

受取人
…l　i・i 垂l　l　l i…i　i　i　i　i　i　i　i

l　l
l　i　i　i　l

茎　：

ﾈ l　l　i …

（口座名義人）

作　成　要　領

1　r都道府県番号」は、下表のr都道府県番号』に基づき記載してください。

2　『点数表コード」は、下表の「点数表コード』に基づき記載してください。

3　「金融機関名」’ほか振込口座に関係する事項は、記載誤りがないよう確実に記載してください6

4　「科目」の欄は、該当する番号を○で囲んでください。

5　r口座番号」の欄は、右詰めで記入し、口座番号が6桁以下の場合は、空欄に「o」と記入して

　ください。

6　r受取人（口座名義）』の欄は、法人名が含まれる場合、フリガナも併せて記入してください。

7　rフリガナ」の欄は、カタカナで記入してください。（30字以内となり、濁点・半濁点もそれ

　ぞれ1字分となります。）

道
森
手
械
田
形
島
城
木
馬

海北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

0
0
ハ
∪
0
0
0
0
0
ハ
∪
－

玉
葉
京
川
潟
山
川
井
梨
野

　
　
　
奈

埼
千
束
神
新
富
有
福
山
長

1
・
2
3
4
5
6
7
8
9
0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
2

【都道府県番号】

阜
岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山

　
　
　
　
　
　
　
　
　
歌

岐
静
愛
三
滋
京
大
兵
奈
和

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

2
2
2
2
2
2
2
2
2
3

取
根
山
島
口
島
川
媛
知
岡

鳥
島
岡
広
山
徳
香
愛
高
福

1
2
3
4
5
6
7
8
9
0

3
3
3
3
3
3
3
3
3
4

賀
崎
本
分
崎
島
縄

　
　
　
　
　
児

佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

41

S2
S3

K
4
5
4
6
4
7

【点数表コード】

科
科
剤

医
歯
調



別紙様式第2－1

発翰番号

平成　　年　　月 日

医療機関・薬局名
　　　　　’
（開設者）

殿

社会保険診療報酬支払基金理事長　印

平成21年度レセコン購入助成事業助成金交付決定通知書

　平成年月日第　号で申請のあった平成21年レセコン購入
助成事業助成金については、次のとおり交付することに決定されたので、通知す

る。

1　助成金の決定額 金 円

2　この助成金の額の算定は、OOOO（←基金より発出する交付要綱）のO

に定める助成金の算定方法により行うものである。

3　この助成金は、○OOO（←基金より発出する交付要綱）のOに掲げる事

項を条件として交付するものである。



別紙様式第2－2

発翰番号

平成　　年　　月 日

医療機関・薬局名

（開設者）

殿

社会保険診療報酬支払基金理事長　印．

平成21年度ソフトウェア導入等助成事業助成金交付決定通知書

　平成年月日第　号で申請のあった平成21年ソフトウェア
導入等助成事業助成金については、次のとおり交付することに決定されたので、

通知する。

1　助成金の決定額 金 円

2　この助成金の額の算定は、OOOO（←基金より発出する交付要綱）のO

　に定める助成金の算定方法により行うものである。

3　この助成金は、OOOO（←基金より発出する交付要綱）のOに掲げる事

項を条件として交付するものである。



別紙様式第3－1

発翰番号

平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金理事長殿

所在地

事業者名

電話番号

印

平成21年度レセコン購入助成事業助成金の交付申請の取下げについて

　平成21年度レセコン購入助成事業助成金については・平成　年　月　日付

第　　号で交付決定を受けたところでありますが、次の理由により交付申請の

取下げを願いたく通知します。

1　交付申請取下げ額（交付決定額） 円

2　取下げ理由

3　添付書類

　平成21年度レセコン購入助成事業助成金交付決定通知書



別紙様式第3－2

発翰番号

平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

所在地

事業者名

電話番号

印

平成21年度シフトウェア導入等助成事業助成金の交付申請の取下げについて

　平成21年度ソフトウェア導入等助成事業助成金については、平成　年　月

日付第’　号で交付決定を受けたところでありますが、次の理由により交付申

請の取下げを願いたく通知します。

1　交付申請取下げ額（交付決定額） 円

2　取下げ理由

3　添付書類

　　平成21年度ソフトウェア導入等助成事業助成金交付決定通知書



㍉
b

別添3

保総発1112第1号
平成21年11月12日

保健医療福祉情報システム工業会

　　　　医事コンピュータ部会長殿

醜
墾

餅
湘
篶
陛
灘豫騰顯鵬蛸厚

レセプトコンピュータ販売に関する要請について
　　　　　　　　　　　　　　　　ズ

　厚生労働省においては、レセプトの電子化を推進するため、平成21年度補正予算におい

て、保険医療機関等におけるレセプトコンピュータ（以下「レセコン」という。）の購入等

に係る費用の補助制度を設けたところであります（参考）。

　つきましては、保険医療機関等において補助制度が十分に活用され、レセプトの電子化・

オンライン化が円滑に進むよう、下記事項について貴会会員に対し要請いたしますので、会

員への周知方、よろしくお取り計らい願います。

記

1．レセプトの電子化期限等の周知について

　　レセコンの販売、リース（「以下「販売等」という。）に関する営業活動を行うに際して

は、保険医療機関等に対し、以下の事項を十分説明していただきたいこと。

　　・当該保険医療機関等におけるレセプトの電子化への対応期限

　　・当該期限以降は、原則として電子媒体又はオンラインによる請求でなければ診療

　　　（調剤）報酬が支払われないが、これらによる請求が特に困難と認められる場合は、

　　あらかじめ審査支払機関に届け出ることにより、書面による請求が可能となり、診療

　　　（調剤）報酬が支払われる仕組みとすることとしていること

2．レセコンの機能について

（1）レセコンに求められる機能について

　今後、保険医療機関等に対してレセコンの販売等を行うに当たっては、原則として電子

レセプトを作成する機能奪有するレセコンを販売等していただきたいこと。

　電子レセプトを作成する機能を有しないレセコンを販売等する場合には、保険医療機関

等に対し、上記1．に記載した事項に加え、次の事項についても必ず説明し、理解を得て

契約していただきたいこと。



・期限までにレセコンの買い換え等の対応が再度必要になる旨

・買い換え等の対応に必要となる費用の見込み

（2）レセコンの品揃えについて

　今後、小規模な保険医療機関等においても、レセプトの電子化を推進していく必要があ

る。このため、機能を電子レセプト作成に必要な範囲に絞ったレセコンを含め、保険医療

機関等のニーズに幅広く応えられるよう、レセコンの品揃えの多様化を図っていただきた

いこと。

　小規模な保険医療機関等に過剰な負担が生じることなく、補助制度が十分に活用される

よう、以下の点を踏まえてレセコンの説明を行っていただきたいこと。

　・機能を電子レセプト作成に必要な範囲に絞ったレセコンを販売している場合は、当

　　該レセコンを選択肢に加えて紹介すること

　・電子レセプトを作成できる機能に加え、付加機能を有するレセコンを販売する場合

　　には、電子レセプトを作成するための機能とそれ以外の付加機能についてその内容を

　　丁寧に説明するとともに、また、それぞれの機能に関する費用の概算を示すこと

　・レセコンによっては、補助上限額の範囲内で購入することが可能な商品もあること

3．レセコンの契約方法について

　　補助制度においては、①レセコン購入（買い換え）、初期設定及び送信用パソコンの購

入、又は②ソフトウェア導入、初期設定（既存レセコンに内蔵のソフトウェアの設定変更

又は傷病名コード整理等の諸設定を含む。）及び送信用パソコンの購入のいずれかを対象

としており、リース契約は補助額が極めて少額となること等から補助の対象とはしていな

い。

　　このため、保険医療機関等において、補助制度の活用が十分図られるよう、次の事項に

ついて検討していただきたいこと。

　　・補助制度の対象となるレセコン等については、リース契約ではなく売買契約により

　　購入することを可能とすること

　　・電子レセプトを作成できる機能に加え、それ以外の付加機能を有するレセコンを販

　　売等する場合には、例えば①補助制度の対象となるレセコン等を売買契約に、②それ

　　以外の付加機能部分をリース契約にするなど、保険医療機関等の負担を軽減する対応

　　をとること

　　・補助制度の対象となるレセコンについても、売買契約による初期費用と保守管理契

　　約による費用の配分を工夫し、初期費用部分を補助単価上限額の範囲内とするなど保

　　険医療機関等の負担を軽減する対応をとること

4．レセコンの納入等について

（1）納入時期の明示等について

　　レセコンの販売等の契約に際しては、保険医療機関等に対し、必要な作業が完了し、電



子媒体又はオンラインによる請求が可能となる見込み時期を明示していただきたいこと。

　また、その作業に遅れが生じ、当該医療機関等の対応期限を徒過するおそれが生じたと

きは、速やかにその旨を告知するとともに、契約業者の作業遅れにより電子媒体による請

求ができない旨をあらかじめ審査支払機関に届け出ることにより1書面による請求が可能

となり、診療（調剤）報酬が支払われる仕組みとすることとしていることを教示するなど、

必要な対応をとっていただきたいこと。

（2）円滑な納入について

　本年4月にオンライン化の期限を迎えながら、現在猶予措置の特例を受けている病院

　（400床未満でレセ電対応）及び薬局（レセコン使用）については、平成21年12月

診療分（平成22年1月請求分）から電子媒体又はオンラインでの請求が必要となること

から、期限内に対応していただきたいこと。

　また、その後もレセプトの電子化への対応期限が順次到来することから、保険医療機関

等が期限までに対応できるよう、納入作業が円滑に進むよう取り組んでいただきたいこと。

5．補助制度の執行への協力について

　補助制度の対象は、①レセコン購入（買い換え）、初期設定及び送信用パソコンの購入、

又は②ソフトウェア導入、初期設定（既存レセコンに内蔵のソフトウェアの設定変更又は

傷病名コード整理等の諸設定を含む。）及び送信用パソコンの購入のいずれかである。

　　このため、保険医療機関等が補助申請書を提出するに当たっては、申請内容の妥当性を

確認できる書類を添付する必要があることから、保険医療機関等に交付する領収書及び納

品書を作成する場合には、①又は②のそれぞれについて、補助対象外の費用と区別して、

次に掲げる費用の額がわかるように分けて記載していただきたいこと。

　　・①の場合は、「レセコン購入（買い換え）に要した費用」、「初期設定に要した費用」

　　及び「送信用パソコンの購入に要した費用」

　　・②の場合は、「ソフトウェア導入に要した費用」、「初期設定（既存レセコンに内蔵の

　　ソフトウェアの設定変更又は傷病名コード整理等の諸設定を含む。）に要した費用」

　　及び「送信用パソコンの購入に要した費用」

6．その他

　上記1～5の要請内容について、自社製品を扱う販売店、系列の販売店等にも周知いた

だきたいこと。



（参考）レセプトオンライン化補助制度について

1．交付要綱の概要

　　（1）補助対象範囲

　　　　・レセコンの購入は、レセコン本体、初期設定及び送信用パソコ7

　　　　・ソフトウェア導入等は、ソフトウェア導入、初期設定（既存レセコンに内蔵の

　　　　　ソフトウェアの設定変更又は傷病名コード整理等の諸設定を含む。）及び送信

　　　　　用パソコンの購入

　　　　※レセコン購入・ソフトウェア導入等ともにリース契約は補助対象外。

　　（2）補助単価上限額

　　　　・レセコンの購入

　　　　　病院は500万円、医科、・歯科診療所及び保険薬局は100万円、

　　　　・ソフトウェアの導入等

　　　　　病院は100万円、医科・歯科診療所は80万円。

　　（3）補助額

　　　　実購入額又は補助単価上限額を比較して低い方の額に1／2を乗じて得た額。

2．その他

　　別添の平成21年度医療施設等設備整備費（レセプトオンライン化設備整備事業）交

　付要綱等参照のこと。
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醜
本オ支補業000003
平成21年11月27日

日本医師会御中

　　　　　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金理事欄瞠金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　腱靉靆

平成21年度医療施設等設備整備費助成事業の実施について（通知）

　平素は、支払基金の業務運営に格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げ

ます。

　さて、社会保険診療報酬支払基金においては、社会保険診療報酬支払基金法（昭

和23年法律第129号）第15条第5項の規定に基づき、厚生労働大臣の認可
を受け、医療施設等設備整備費助成事業を実施することとなりました。

　医療施設等設備整備費助成金の交付に当たっては、平成21年10月28日付
け保発1028第1号による厚生労働省保険局長通知に基づき、下記及び別添「平

成21年度医療施設等設備整備費助成金実施要領」のとおり取り扱うこととしま

したので通知します。

　なお、都道府県医師会に対しては、基金支部から別途連絡することとしており

ます。

記

1　助成となる範囲
（1）　レセコン購入助成事業

　　ア　レセプトコンピュータ（以下「レセコン」という。）購入に係る契約書、

　　　納品書及び領収書のない申請については、認められません。

　　イ　既にオンライン請求又は電子媒体による請求を行っている場合を除き、

　　　自らオンライン請求を行うためのオンライン開始届若しくは代行送信を行

　　　うための届出又はレセ電開始届のいずれかが提出されていない場合につい

　　　ては、認められません。

　　ウ　本実施要領に規定されている設備整備以外の設備整備事業は、該当しま

　　　せん。

　　エ　レセコン購入助成事業の申請の対象となる項目については、次のとおり

　　　となります。ただし、月々のサポート経費等は助成対象外となります。

　　　（ア）レセコン購入（既にレセプト電算処理システム（以下「レセ電」とい

　　　　う。）対応済みの医科診療所については、レセコンの買換え）

　　　（イ）前（ア）に伴う初期設定及び送信用パソコンの購入



オ　助成の対象期間は、平成21年5月29日から平成22年3月31日ま
　での間に、レセコン購入事業の契約を行ったものとなります。

カ　レセコン購入助成事業の申請については、一度のみとなります。

キ　既にレセ電対応済みの医科診療所については、レセコンの買換えを対象

　とし、増設の申請は認められません。また、申請に当たっては、既存のレ

　セコンの処分に係る証明書を必ず添付していただくこととなります。

（2）　ソフトウェア導入等助成事業

　ア　ソフトウェア導入等に係る契約書、納品書及び領収書のない申請につい

　　ては、認められません。

　イ　自らオンライン請求を行うためのオンライン開始届若しくは代行送信

　　を行うための届出又はレセ電開始届のいずれかが提出されていない場合

　　については、認められません。

　ウ　この助成金による、本実施要領に規定されているソフトウェア導入等以

　　外の事業は、該当しません。

　エ　ソフトウェア導入等1助成事業の申請の対象となる項目については、次の

　　とおりとなります。ただし、月々のサポート経費等は助成対象外となりま

　　す。

　　（ア）　電子レセプトを作成するために必要なソフトウェア導入及びそれに

　　　伴う初期設定
　　（イ）　既存レセコンに内蔵されているソフトウェアの設定変更、傷病名コ

　　　ード整理等のソフトウェアの導入を伴わない諸設定

　　（ウ）　前（ア）及び（イ〉に伴う送信用パソコンの購入

　オ　助成の対象期間は、一平成21年5月29日から平成22年3月31日
　　までの間に、ソフトウェア導入等事業の契約を行ったものとなります。

　カ　ソフトウェア導入等助成事業の申請については、一度のみとなります。

2　交付申請手続き等

　　交付申請手続き等の具体的な内容については、別添「平成21年度医療施設

　等設備整備費助成金実施要領」のとおりですが、支払基金ホームページ

　（http：／／ww．ssk．or．jp）に助成案内を12月上旬に登載する予定としてお

　ります。

3　その他
　　当該業務については、平成2－1年12，月1日から開始することとしています。

本件に関するお問合せ先

　〒105－0004
　東京都港区新橋2丁目1番．1号　山口ビル7階

　社会保険診療報酬支払基金

　オンライン化支援補助金業務推進室

　電話　03－3508－5508

　E－mail：suisinO1＠ssk．or．jp



別　添

平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施要領

第1　目的

　　医療施設等設備整備費助成金（以下r助成金」という。）は、保険医療機関

　及び保険薬局（療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令

　上、義務化期限が到来していないこと等により、レセプト提出の形式がオンラ

　インによる方法に限定されない保険医療機関及び保険薬局を含む。）において

　電子レセプトを作成するために準備する設備整備に係る費用の負担に対して、

　社会保険診療報酬支払基金（以下「基金」という。）が助成を行うことにより、

　電子レセプトの推進を図ることを目的とする。

第2　助成対象事業

　1　レセプト電算処理システム（以下「レセ電」という。）が未対応である保険

　　医療機関及び保険薬局において、電子レセプトを作成するためのレセプトコ

　　ンピュ一夕（以下「レセコン」という。）の購入、レセ電が対応済である医科

　　診療所及び保険薬局のレセコヒの買換え（増設等買換え以外は認められな

　　い。）に係る事業（以下「レセコン購入助成事業」という。）

　2　保険医療機関において、電子レセプトを作成するために必要なソフトウェ

　　アの導入又は既存レセコンに内蔵のソフトウェアの設定変更若しくは傷病名

　　コード整理等の諸設定（以下「ソフトウェア導入等」という。）に係る事業（以

　　下「ソフトウェア導入等助成事業」という。）

第3　助成額の算定方法（事業に係る助成単価の上限額及び助成割合）

　　この助成金の交付額は、次により算定するものとする。ただし、算出された

　合計額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものと
　する。

　　（1）　別表1、2の第1欄に定める区分ごとに、第2欄に定める基準額と第

　　　　3欄に定める実支出額に2分の1を乗じて得た額とを比較して少ない
　　　　方の額を選定する。

　　（2）　（1）により選定した額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除

　　　　した額に2分の1を乗じて得た額とを比較して少ない方の額を交付額
　　　　とする。

（別表1）レ雪コン購入助成事業

1．区分 2．基準額 3．実支出額

病　　　院 2，500千円
レセコンの購入、初期設定及び送信用パソ

Rンに要した実支出額

1



1．区分 2．基準額 3．実支出額

医科診療所 500千円
レセコンの購入、初期設定及ぴ送信用パソ

Rンに要した実支出額

歯科診療所 500千円
レセコンの購入、初期設定及び送信用パソ

Rンに要した実支出額

調剤薬局 500千円
レセコンの購入、初期設定及ぴ送信用パソ

Rンに要した実支出額

（別表2）ソフトウェア導入等助成事業

1．区分 2．基準額 3．実支出額

病　　　院 500千円
ソフトウェアの導入等、初期設定及び送信

pパソコンに要した実支出額
、医科診療所

400千円
ソフトウェアの導入等、初期設定及び送信

pパソコンに要した実支出額

歯科診療所 400千円
ソフトウェアの導入等、初期設定及び送信

pパソコンに要した実支出額

第4　交付の条件

　　この助成金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。

　　（1）　事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、基金の理

　　　　事長の承認を受けなければならない。

　　（2）　事業を中止し、又は廃止する場合には、基金の理事長の承認を受けな

　　　　ければならない。

　　（3）　事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の遂行が困難となつ

　　　　た場合には、速やかに基金の理事長に報告してその指示を受けなければ

　　　　ならない。

　　（4〉　事業の遂行及ぴ支出状況について基金の理事長の要求があったとき
　　　は・速やか1こその状況を報告し塗ければならない．

　　（5）　事業により取得し、又は効用の増加した価格が30万円以上の機械及

　　　ぴ器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施．

　　　行令第14条第1項第2号の規定により厚生労働大臣が別に定める期
　　　間を経過するまで、基金の承認を受けないで、この助成金の交付の目的

　　　に反して使用し・譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄し

　　　てはならない。

　（6）　基金の承認を受けて（5）に定めた財産を処分することにより収入が

　　　あった場合には・その収入の全部又は一部を基金に納付させることがある。
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（7）　事業により取得し・又は効用り増加した財産については、事業完了後

　　においても善良な管理者の注意をもって管理するととも1と、その効率的

　　な運営を図らなければならない。

（8）　事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支

　　出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了

　　の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、そ．の承認を受けた

　　日）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければならない。

（9）　基金は、国から概算払いによりレセコン購入助成事業及ぴソフトウェ

　　ア導入等助成事業に係る補助金の交付を受けた場合には、保険医療機関

　　及び保険薬局から請求がある都度、申請書の審査を行い、遅滞なく保険

　　医療機関及ぴ保険薬局に交付しなければならない。

（10）　（1）から（8）までの条件に違反した場合は、助成金の全部又は一

　　部を基金に返納させることがある。

第5　申請手続

　1　レセ電未対応の保険医療機関及ぴ保険薬局は、レセコン購入に係る助成申

　　請又はソフトウェア導入等に係る助成申請（保険薬局を除く。）の場合は、

　　別紙様式第1－1による申請書を平成22年3月31日までに基金に提出
　　して行うものとする。

’2　レセ電対応済み医科診療所及び保険薬局は、レセコン買換えに係る助成申

　　請の場合は、別紙様式第1－2による申請書を平成22年3月31日までに
　　基金に提出して行うものとする。

第6　交付の決定及ぴ通知

　1　基金は．、レセコン購入又は買換えに係る助成金の交付の申請があったとき

　　は、当該申請に係る書類等の審査及ぴ必要に応じて行う現地調査等により、

　　助成事業の目的及ぴ内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないか

　　どうか等を調査し、助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに別紙
　　様式第2－1により助成金の交付の決定を通知するもみとする。

　2　基金1ま、ソフトウェア導入等に係る助成金の交付の申請があったときは、

　　当該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成

　　事業の目的及び内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどう

　　か等を調査し、、助成金を交付すべきものと認めたときは、速やかに別紙様式

　　第2－2により助成金の交付の決定を通知するものとする。

第7　申請の取下げ

　1　この助成金の申請の取下げは、次により行うものとする。

　　（1）　レセコン購入又は買換えの助成金の交付の申請をした保険医療機関

　　　　　及び保険薬局は・助成金の交付の決定の通知を受領した場合において、
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　　　　当該通知に係る助成金の交付の決定の内容又はこれに付された条件

　　　　に不服があるときは・基金の理事長が別に定める期日までに別紙様式

　　　第3－1により申請の取下げができるものとする。

　（2）　ソフトウェア導入等の助成金の交付の申請をした保険医療機関は、

　　　助成金の交付の決定の通知を受領した場合において、当該通知に係る

　　　助成金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があると

　　　きは・基金の理事長が別に定める期日までに別紙様式第3－2により

　　　申請の取下げができるものとする。

2　申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の決定はなかったも

　のとみなす。

第8　決定の取消し

　1　基金は、保険医療機関及ぴ保険薬局が助成金を他の目的に使用し、助成金

　　の交付の決定の内容若しくはこれに付された条件その他法令若しくはこれ

　　に基づく所轄庁の処分に違反したとき、又は基金に提出した助成金の算定の

　　基礎となる資料について故意若しくは重大な過失により事実と異なる報告

　　をしたと認められるときは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消す

　　ことができる。

　2　基金は、保険医療機関及び保険薬局が基金に提出した助成金の算定の基礎

　　となる資料について故意若しくは重大な過失以外の事情により事実と異な

　　る報告をしたと認められるとき、又はその他の事情により所要の措置を講ず

　　る必要があると認められるときは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取

　　り消すことができる．

第9　助成金の返還

　　華金は・助成金の交付の決定を取り消した場合において、助成金の当該取消

　しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、そ

　の返還を命ずるものとする。

第10　延滞金

　1　基金は、保険医療機関及ぴ保険薬局が助成金の返還の命令を受け、これを

　　納付すべき期限までに納付しなかったときは、助成金の受領の日から納付の

　　日までの日数に応じ、返還すべき額につき年5．0％の割合で計算した延滞

　　金を納付させるものとする。

　2　前1の年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当た

　　りの割合とする。

　3　前1により延滞金を納付しなければならない場合において、保険医療機関

　　及び保険薬局の納付した金額が返還すべき助成金の額に達するまでは、その

　　納付金額は、まず延滞金の額に充てら恥たものとする．
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乃り棋伺ミエ』躬⊥一1

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

発翰番号

平成　　年　　月

都道府県番号
医療機関コード
医療機関名
申請者名

点数表コード

日

㊥

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。
②ロレセ電に対応していない。

【助成申請の計算内訳等】

③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが、オンライン開始届（代行送信の届出又は
　　レセ電開始届）を平成ロロ年ロロ月に提出した。（開始予定：平成ロロ年ロロ月）
　　＊オンライン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません

⑤ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用①

　初期設定費用　　　②

　送信用ハ’カン費用③

総事業費計　　A
｛．　■り ，、■’■ 肯4世哩一’－　■■“　悟、㍉甲■■

寄付金その他
　の収入額

B

團C（A－B）

＊①＋②＋③の合計額

國 D
＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

円
円
円

円

円

團
圃

E

F

円

円

円

円

⑥ロソフトウェア導入等助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所】

　　【総事業費】

　送信用パソコン費用　　③　　　　　　　　　　　円

　ソフトウ・ア等費用　　　①　　　　　　　　　　　円

　初期設定費用　　　②　　　　　　　　　　　円

総事業費計　　A
’尋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

＊①＋②＋③の合計額

円

寄付金その他
　の収入額

B 円

［璽璽］C（A－B）

國 D

円

團
圃

円

E

F

＊Cの額X1／2（千円未満切捨て）

××××××× 円

円

＊助成を受けるには、契約書、納品書及び領収書が必要です。これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に、Aの「総事業奪計」欄は、契約書等に①レセコン本体費用（ソフトウェア等費用）や②それに係る初期設定費用
及ぴ③オンライン送信用パソコン以外のプリンタ及び月々のサポート経費などが含まれている場合、①・②・③以外は
補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊D・Eを比較して低い額
　　　（助成額・交付額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（助成額・交付額）　　　　　　　　　　　　　＊D・Eを比較して低い額

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

たうえで申請します。

なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（所在地）

（申請者）

（電話番号） （　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑨ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑩ロ振込口座を別に指定する。

　　　　　注：診療（調剤）報酬の振込口座と別に振込先を指定する場合は、お手数ですが「平成21年度　医療施設等設備整備費助

　　　　　　　成金振込口座登録票」を、支払基金ホームベージ（htt：／／㎜．ssk，or，。p）からダウンロードするか、各都道府県の

　　　　　　　支払基金支部に申し出て入手してください。



別紙様式第1－1

受付番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

都道府県番号
医療機関コード
医療機関名
申請者名

点数表コード

㊥

提
出
用
（
入
力
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。
②〔コレセ電に対応していない。

【助成申請の計算内訳等】

③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが、オンライン開始届（代行送信の届出又は

　　レセ電開始届）を平成口口年口口月に提出した．（開始予定：平成ロロ年ロロ月）
　　＊オンフイン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません

⑤ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用　①

　初期設定費用　　　②

　送信用ハ’ソコン費用　③

費計　　A
■幽甲・」 @　　　　～轟’u4　＝刷　　・帖“P虻4・

寄付金その他
　の収入額

B

助
D

ヤ“

蟹

＊①＋②＋③の合計額

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

円
円
円

円

円

円

円

園
圃

E ×××××X×円

F

（助成額・交付額）　＊D・Eを比較して低い額

円甲

⑥ロソフトウェア導入等助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所】

　　【総事業費】

　ソフトウェア等費用①

　初期設定費用　　　②

　送信用パソコン費用　　③

A
■’・“一■．

寄付金その他
　の収入額 B

塵麺コC（A－B）

□i璽璽］　　D

＊①＋②＋③の合計額

円
円
円

円

円

園
圃（助成額・交付額）

E

F

円

円

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

＊D・Eを比較して低い額

円

円

⑦ロ交付決定情報 助成額（⑤のDの額） ，000

査定額

⑧ロ不交付決定情報　　ロ1：補助予定額終了

（⑥のDの額） ，000

，000　ロ1：総事業費集計誤り　ロ2：助成金申請額誤り

　　　　ロ3：その他（理由：　　　　　　）

ロ2：補助対象期間外　ロ3：補助対象物外

（理由：　　　　　）　（理由：　　　　　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑨ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑩ロ振込ロ座を別に指定する。



2jり机希求工』弟1一⊥

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

発翰番号

平成　　年　　月

都道府県番号
医療機関コード
医療機関名
申請者名

点数表コード

日

㊥

提
出
用
（
審
査
）

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

【オンライン届等の状況1

①ロ既にレセ電に対応している。
②ロレセ電に対応していない。

【助成申請の計算内訳等】

③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが、オンライン開始届（代行送信の届出又は
　　レセ電開始届）を平成ロロ年口口月に提出した。（開始予定：平成ロロ年ロロ月）

　　＊オンフイン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません。

⑤ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所・薬局】

　　【総事業費】

　レセコン本体費用　①

　初期設定費用　　　②

　送信用ハ●ソコン費用　　③

総事業費計　　A
甲㌦’樫い卿■神♪雪曹軒’・’％轟ロ．＝ ｵ■v”＝『■一　　辱

寄付金その他
　の収入額

B

匪i劃C（A－B）

＊①＋②＋③の合計額

円
円

圃 D
＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

円

円

円

円

円

團
團

E

F

×××××××

　　　（助成額・交付額）　＊D・Eを比較して低い額

＊助成を受けるには、契約書、

円

円

⑥ロソフトウェア導入等助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【病院・医科診療所・歯科診療所】

　　【総事業費】

　送信用パソコン費用　　③　　　　　　　　　　　円

　ソフトウェア等費用①　　 円

　初期設定費用②　　 円

総　　費計　　A
一

＊①＋②＋③の合計額

．寄付金その他
　の収入額 B

匿錘コC（A－B）

圃
園
圃

D

E

F

円

円

円

円

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

　　　　　　　　　　＊D・Eを比較して低い額
（助成額・交付額）

円

円

特に、Aの「総事業奪計」欄は、契約書等に①レセコン本体費用（ソフトウェア等費用）や②それに係る初期設定費用
及び③オンライン送信用パソコン以外のプリンタ及び月々のサポート経費などが含まれている場合、①・②・③以外は
補助対象となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

　　　　　　　　　　　　　　納品書及ぴ領収書が必要です。これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを承知し

たうえで申請します。

なお・申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（所在地）

（申請者）

（電話番号） （　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑨ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑩ロ振込口座を別に指定する。

　　　　　注：診療（調剤）報酬の振込口座と別に振込先を指定する場合は1お手数ですが「平成21年度　医療施設等設備整備費助

　　　　　　　成金振込口座登録票』を、支払基金ホームページ（htt：／／㎜．ssk，or．’p）からダウンロードするか、各都道府県の

　　　　　　　支払基金支部に申し出て入手してください。



別紙様式第1－1

受理番号

國
契

約

書

糊　付　け　位　置

提
出
用
（
審
査
）

納

品

書

糊　付　け　位　置

領

収

書

糊　付　け　位　置

そ

の

他

糊　付　け　位　置

オンライン開始届（代行送信の届出又はレセ電開始届）の（写）を保管している場合添付願います。

潔禁醗購耀議亥総鳶磐出が困難な場合は・



161』紙様式第1－2

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

⑤ロ買換えのための購入（前回購入年月：口口年口口月）。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、処分に係る証明書を必ず添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　【助成申請の計算内訳等】

発翰番号

平成　　年　　月

都道府県番号
医療機関コード
医療機関名
申請者名

点数表コード

日

㊥

　　　　　　　　　　　　　平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について
【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している・　②ロレセ電に対応していない。　③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが・オとライン開始届（代行送信の届出）を平成口口年ロロ月に提出した。
　（開始予定：平成ロロ年ロロ月）＊オンフイン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません

）、ロ未処分。

⑦ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【医科診療所・薬局】【総事業費1

レセコン本体費用

初期設定費用

送信用ハ’ソコン費用

①
②
③

総事業費計　　A
・一噛一A　｝・噺i、　　’一二轟、・量一：’”「轟’、“・・　’・一サヤ㌔轟“、、甲｝

＊①＋②＋③の合計額

寄付金その他
　の収入額 B

匿劃C（A－B）

團
D

円
円
円

円

円

圃

円

円

E

＊Cの額X1／2（千円未満切捨て）

×××××××

團
F ，000

（助成額・交付額）　＊D．Eを比較して低い額

円

円

＊助成を受けるには、契約書、納品書、領収書及び既存レセコンの処分に係る証明書が必要です。

　これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に、Aの「総事業費計」欄は、契約書等に①レセコン本体費用、②それに係る初期設定費用、③オンライン送信用パ
　ソコン購入費用以外のプリンタ購入費用及び月々のサポート費用などが含まれている場合、①・②・③以外は補助対象
　となりませんので注意してください。、

＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、助成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されまず。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを

承知した上で申請します。

　なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（所在地）

（申請者）

（電話番号） （ ）

【助成金振込口座登録】

　　　⑩ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑪ロ振込口座を別に指定する。

　　　　　注：支払基金ホームページ（htt：／／㎜，ssk，or，jp）から「平成21年度

　　　　　　　をダウンロードし、必要事項を記入のうえ、提出してください。
医療施設等設備整備費助成金振込口座登録票」



別紙様式第1－2

受理番号

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

都道府県番号
医療機関コード
医療機関名
申請者名

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について

⑤ロ買換えのための購入（前回購入年月：ロロ年ロロ月）。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、処分に係る証明書を必ず添付すること。

点数表コード

㊥

【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している。　②ロレセ電に対応していない．　③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが・オとライン開始届（代行送信の届出）を平成ロロ年口口月に提出した。
　（開始予定：平成口口年口口月）＊オンフイン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません

提
出
用
（
入
力
）

）、ロ未処分。

【助成申請の計算内訳】

⑦ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【医科診療所・薬局】

　　【総事業費1

　レセコン本体費用　①

　初期設定費用　　　②

　送信用パソコン費用　　③

一

円
円
円

総事業費言 A 円

＊①＋②＋③の合計額

寄付金その他
　の収入額 B

）B一仏C

團
團

D

円

円

円

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

園
圃

E

F

×X×××××
円

，000　円

（助成額・交付額）　＊D．Eを比較して低い額

⑧ロ交付決定情報 助成額（⑦のDの額） ，000

査定額

⑨ロ不交付決定情報　　□1：補助予定額終了

，000　ロ1：総事業費集計誤り　ロ2：助成金申請額誤り

　　　　ロ3：その他（理由：　　　　　　）

ロ2：補助対象期間外　ロ3：補助対象物外

（理由：　　　　　）　（理由：　　　　　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑩ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑪ロ振込口座を別に指定する。



⑤ロ買換えのための購入（訓回購入年月：口口年ロロ月）。
⑥前回使用のレセコンの処分状況：ロ処分済み（処分方法：
　※処分済みの場合は、処分に係る証明書を必ず添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　【助成申請の計算内訳等】

昂り棋様式弟1－2

受理番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発翰番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　社π保険診　報酬　払　金理事長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県番号　　　　点数表コード
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関コード
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療機関名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名　　　　　　　　　　　㊥

　　　　　　　　　　　　　平成21年度　医療施設等設備整備費助成金の交付申請について
【オンライン届等の状況】

①ロ既にレセ電に対応している・　②ロレセ電に対応していない。　③ロ既にオンラインに対応している。
④ロオンラインに対応していないが・オとライン開始届（代行送信の届出）を平成ロロ年口口月に提出した。
　（開始予定：平成口口年男9月）＊オンフイン開始届等の提出がなければ交付申請が認められません。

提
出
用
（
審
査
）

）、ロ未処分。

⑦ロレセコン購入助成事業助成金交付申請

　（兼内容確認書兼金額計算調書兼実績報告書）

　【医科診療所・薬局】【総事業費】

レセコン本体費用

初期設定費用

送信用ハ’ソコン費用

①
②
③

総事業費計　　A
苗一“噌｝’¶一　　　　A～、櫛　　　　　・↓隔日甲’ヤr』一層●“・‘骨一塙

＊①＋②＋③の合計額

寄付金その他
　の収入額 B

医聖コC（A－B）

円
円
円
円

円

園
圃

D

円

円

E

＊Cの額×1／2（千円未満切捨て）

××X　X×××

円

圖
F ，000　円

（助成額・交付額）　＊D．Eを比較して低い額

＊助成を受けるには、契約書、納品書、領収書及ぴ既存レセコンの処分に係る証明書が必要です。

　これらの証拠書類は、3枚目の裏面に貼付します。
＊申請項目に記入した額や内容と領収書等が一致しない場合は、申請書を返戻し、再申請を求めることになります。
特に、Aの「総事業費計」欄は、契約書等に①レセコン本体費用、②それに係る初期設定費用、③オンライン送信用パ
　ソコン購入費用以外のプリンタ購入費用及び月々のサポート費用などが含まれている場合、①・②・③以外は補助対象
　となりませんので注意してください。
＊今回の助成は、補助予定額が終了次第、功成が打切りとなります。（この場合、不交付決定の通知が送付されます。）

当該申請は、補助予定額が終了した場合、助成を受けられないことを

承知したうえで申請します。

　なお、申請内容については、一切の虚偽がないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（住所）

（申請者）

（電話番号） （　）

【助成金振込口座登録】

　　　⑩ロ診療（調剤）報酬の振込口座を利用する。

　　　⑪ロ振込口座を別に指定する。

　　　　　注：支払基金ホームページ（htt：／／㎜．ssk，or，jp）から「平成21年度

　　　　　　　をダウンロードし、必要事項を記入のうえ、提出してください。
医療施設等設備整備費助成金振込口座登録票」
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受理番号

契
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書

糊　付　け　位　置

提
出
用
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納

ロ
m

書

糊　付　け　位　置

領

収

書

糊　付　け　位　置

処
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明
書

糊　付　け　位　置

処分証明書とあわせて、オンライン開始届（代行送信の届出）の（写）を保管している場合添付願います。

潔羅鰹鷺を羅躍饗甕£提出が困難な場合は・



受理番号
第　　　　号
平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金あて

聾
諸
名
号

灘
在
欝

都
点
医
所
申
電

㊥

平成21年度　医療施設等設備整備費助成金振込口座登録票

　標記助成金の振込口座については、診療（調剤〉報酬の振込口座とは別に指定することとし、次の振込口座
を指定します。

i　i　i　l　i　i　i　l　i　i　i　i　i　i　i　i（フリガナ）

燉Z機関名
銀行・組合

金融機関コー・ド
…i　l　l

…1………ll………鍋響
（フリガナ）

x店名 支店 支店コード
l　i

科　　目 1　普通　　2　当座　　3　その他 口座番号
i　il　i

｛ 1

i　l　　　i　i　　　　i　i i　i　i（フリガナ）

@受取人
i口座名義人）

作　成　要　領

1　「都道府県番号」は、下表の「都道府県番号」に基づき記入してください。

2　「点数表コード」は、下表の「点数表コード」に基づき記入してください。

3　「金融機関名」ほか振込口座に関係する事項は、誤りがないよう確実に記入してください。

4　「科目」の欄は、該当する番号を○で囲んでください。

5　「ロ座番号」の欄は、右詰めで記入し、口座番号が6桁以下の場合は、空欄に「0」と記入して
　く．ださい。

6　「受取人（口座名義人）」の欄は、法人名が含まれる場合、フリガナも併せて記入してください。

7　「（フリガナ）」の欄は、カタカナで記入してください。（30字以内となり、濁点・半濁点もそ

　れぞれ1字分となります。）

道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬

海北
青
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群

1
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4
5
6
7
8
9
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
1

玉
葉
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川
潟
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川
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梨
野

　
　
　
奈
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神
新
富
石
福
山
長

1
2
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7
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0

1
1
1
1
1
1
1
1
1
2

【都道府県番号】
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岡
知
重
賀
都
阪
庫
良
山

　
　
　
　
　
　
　
　
　
歌

岐
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滋
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2
2
2
2
2
2
3
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島
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島
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島
岡
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5
6
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8
9
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3
3
3
3
3
3
3
3
3
4
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島
縄
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科
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医
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数
点
　
1
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【



t

別紙様式第2－1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発翰番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

医療機関・薬局名　　　　　　　　　殿

　（開設者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保険診療報酬支払基金理事長　印

　　　　　　平成21年度レセコン購入事業助成金交付決定通知書

　貴機関から申請のあった平成21年レセコン購入事業助成金については、次あ

．とおり交付することに決定されたので、通知します。

1　助成金の決定額　　　金　　　　　　　　　円

2　この助成金の額の算定は、平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施

　要領の第3に定める助成額の算定方法により行うものです。

3　この助成金は、平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施要領の第4

　に掲げる事項を条件として交付するものです。

4　その他（査定の内容等）



別紙様式第2－2

医療機関・薬局名

（開設者）

殿

発翰番号

平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金理事長　印

平成21年度ソフトウェア導入等事業助成金交付決定通知書

　貴機関から申請のあった平成21年ソフトウェア導入等事業助成金については、

次のとおり交付することに決定されためで、通知します。

1　助成金の決定額 金 円

2　この助成金の額の算定は、平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施

要領の第3に定める助成額の算定方法により行うものです。

3　この助成金は、平成21年度医療施設等設備整備費助成金実施要領の第4

に掲げる事項を条件として交付するものです。

4　その他（査定の内容等）



別紙様式第3－1

発翰番号

平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

所在地

事業者名

電話番号

印

平成21年度レセコン購入事業助成金の交付申請の取下げについて

　平成21年度レセコン購入事業助成金については、平成　年　月　日付第

号で交付決定を受けたところでありますが、次の理由により交付申請の取下げ

を願いたく通知します。

1　交付申請取下げ額（交付決定額） 円

2　取下げ理由

3　添付書類

　平成21年度レセコン購入事業助成金交付決定通知書



～

別紙様式第3－2

発翰番号

．平成　　年　　月 日

社会保険診療報酬支払基金理事長　殿

所在地

事業者名

電話番号

印

平成21年度ソフトウェア導入等事業助成金の交付申請の取下げについて

　平成21年度ソフトウェア導入事業助成金については、平成　年　月　日付

第　　号で交付決定を受けたところでありますが、次の理由により交付申請の

取下げを願いたく通知します。

1　交付申請取下げ額（交付決定額） 円

2　取下げ理由

3　添付書類

　平成21年度ソフトウェア導入等事業助成金交付決定通知書



保険医療機関・保険薬局の皆様へ

請求省令が改正されました！1
今回の改正により、費用の請求は、電子レセプト請求（オンライン請索又は電子媒体による請求）

によるものとなりました。経過措置（裏面最下部）の期間後は、電子レセプト請求を行う必要があります。

ただし、次の1又は1に該当する場合は、電子レセプト請求が免除又は猶予となります．

　免除・猶予を受けるためには、届出の必要があります。受付は既に開始していますので、該当する場合は速やかな

届出をお願い致します。

【免除・猶予届】支払基金ホームページ（http：／／www．ssk。onjp）からダウンロードできます。支払基金の各支部にも備え付けています。

　　　　　　　　　　　　　　　　【電子レセプト化のための国庫補助】

　電子レセプト請求を行うためにレセコンを購入した場合やソフトウェアを導入した場合には、補助金が交付されま

す。（平成21年5月29日～平成22年3月31日までに購入または契約した場合で、補助予定額約196億円が

終了次第、補助金は打ち切りとなります。）詳しくは、支払基金ホームページをご覧願います。

【1　免除該当】

①レセコン未使用（手書き）

　レセコン未便用（手書き）の保険医療機関等は、審査支払機関（支払基金及び国保連）に免除届を期限までに提出する

ことで、電子レセプト請求が免除となり、書面による請求を行うことができます。ただし、電子レセプト請求を行うこと

ができるように努めることとされています。

対象保険医療機関等 免除届提出期限

医科病院・診療所 平成22年3月31日
歯科病院・診療所

平成22年12月31日
薬局

注　現在レセコンを使用している医療機関等も届出を行い、手書きレセプトに移行することもできます。

　　　　　〔病院及び既電子レセプト請求診療所・薬局を除く〕

　レセコン（既電子レセプト請求を除く）使用又はレセコン未使用（手書き）の保険医療機関等（病院を除く）で、常勤

の保険医・保険薬剤師が基準日において全員65歳以上の場合は、審査支払機関に免除届を期限までに提出することで、

電子レセプト請求が免除となり、書面による請求を行うことができます。（下表の対象生年月日は請求省令に規定された

r基準日」において65歳以上となる者です。）

対象保険医療機関等 対象生年月日（基準日） 免除届提出期限

レセコン使用の医科診療所
昭和20年7月2日以前に生まれた者

@　　（平成22年7月1日）
平成22年3月31日

レセコン使用の歯科診療所
昭和21年4月2日以前に生まれた者

@　　（平成23年4月1日）
平成22年12月31日

レセコン使用の薬局
昭和19年4月2日以前に生まれた者

@　　（平成21年4月1日）
平成21年12月10目

レセコン未使用（手書き）診療所又は薬局
昭和21年4月2目以前に生まれた者

@　　（平成23年4月1日）
平成22年12月31日

※　65歳未満の者が常勤となった場合は、その者に係る登録情報を速やかに審査支払機関に届け出る必要がありま

　す。その場合、届出月及びその翌月に限り書面による請求を行うことができます。



【1　猶予該当】

①レセコンの購入から難年《操守管趣契約（建長含む》『中》～廊嬉々華3β3プθま鷹艶

　平成21年11月25日以前に購入したレセコンについて、減価償却期間である5年間を経過するまでの間（減価償却

期間後であっても当該レセコンの保守管理契約中（平成21年11月26日以降の延長を含む）の間）は、審査支払機関

に猶予届を期限までに提出することで、電子レセプト請求が猶予となり、書面による請求を行うことができます。

対象保険医療機関等 猶予期間 猶予届提出期限

医科病院・診療所（※1） 平成22年3月31日
歯科病院・診療所

購入した目から5年を経過した日（又は保守管理契約の終了の日）

ｪ属する月の末日又は平成27年3月31日のいずれか早い日 平成22年12月31日

薬局（※2）
購入した日から5年を経過した日（又は保守管理契約の終了の日）

ｪ属する月の末日又は平成23年3月31日のいずれか早い日
平成21年12月10日

※1　400床未満のレセスタに対応しているレセコンを使用している病院については、対象外となります。

※2　薬局については、平成20年4月1日～平成21年3月31日までの請求件数が1，2∞件以下（支払基金分十国保連分）

　　に限ります。

◎　猶予期間終了日の翌月診療分から電子レセプト請求となります。

②レセ勾ンのりrス』契約、（董長含む）中　～餅判露27年3／g3プθま鷹艶

　平成21年11月25日以前にレセコンをリース契約（平成21年11月26日以降の延長を含む）している場合は、
審査支払機関に猶予届を期限までに提出することで、電子レセプト請求が猶予となり、書面による請求を行うことができ

ます。再リースによりリース契約を延長した場合は、届出が必要となります。

対象保険医療機関等 猶予期間 猶予届提出期限

医科病院・診療所（※1） 平成22年3月31目
歯科病院・診療所

当該レセコンのリース契約終了目（延長契約の終了日）又は平成

Q7年3月31日のいずれか早い目 平成22年12月31日

薬局（※2）
当該レセコンのリース契約終了目（延長契約の終了日）又は平成

Q3年3月31日のいずれか早い日
平成21年12月10日

※1　400床未満のレセスタに対応しているレセコンを使用している病院については、対象外となります。

※2薬局については、平成20年4月1日～平成21年3月31日までの請求件数が1，200件以下（支払基金分十国保連分）

　　に限ります。

◎　猶予期間終了日の翌月診療分から電子レセプト請求となります。

③電子レセプトによる請求が特に困難な場合

　下表の区分に該当する場合は、その旨をあらかじめ（原則、請求日の1ヶ月前に）審査支払機関に猶予届を提出するこ

とで、電子レセプト請求が猶予となり、書面による請求を行うことができます。（1・2・5については、やむを得ない場合、

書面による請求時の届出も可）

1　電気通信回線設備に障害が発生した場合

2　レセコンの販売又はリース業者との間で電子媒体による請求に係る契約を締結しているが、導入等に係る作

ﾆが完了していない場合

3　改築工事中又は臨時の施設で診療（調剤）を行っている場合

4　廃止又は休止に関する計画を定めている場合

5　その他電子レセプト請求を行うことに、特に困難な事情がある場合

【経過措置】
　　　　一一＿　　“　弐　『　聖　　　向r　一じ一一い此と　　一二白絹　▽■‡‘　一

下表の経過措置期限以降は、前述の1又は1の免除又は猶予に該当しない限り、電子レセプト請求を行う必要があります。

対象保険医療機関等 経過措置期限（電子レセプト請求開始月）

4∞床未満のレセスタに対応したレセコン

�g用している病院・レセコン使用の薬局
平成21年11月30日（平成21年12月診療分から）

レセコン使用の医科病院・診療所 平成22年6月30目（平成22年7月診療分から）
レセコン使用の歯科病院・診療所 平成23年3月31日（平成23年4月診療分から）




